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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構においては、「地層処分技術に関する研究開発」を実

施している。このうち、超深地層研究所計画（岐阜県瑞浪市）ならびに幌延深地層研究計画（北

海道幌延町）について、平成 27 年度から令和元年度までに重点的に取り組んできた研究開発テー

マ（必須の課題）に関する成果と令和 2 年度以降の計画を広く発信し、研究計画の更なる充実を

図るため、「深地層の研究施設計画に関する報告会 2020」を令和 2 年 12 月 1 日に YouTube ライ

ブ配信によりオンライン開催した。 
本報告書は、この「深地層の研究施設計画に関する報告会 2020」の開催結果の概要および報告

資料を取りまとめたものである。 
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Japan Atomic Energy Agency (JAEA) has been conducting research and development 

(R&D) on geological disposal technology in order to establish a scientific and technological 
basis for the geological disposal of HLW. “Debriefing Session on JAEA’s Underground Research 
Laboratory Projects, 2020” was held online on December 1, 2020 by live stream on YouTube, in 
order to widely disseminate the results of R&D themes (“Important issues”) that we have been 
focusing on from fiscal year 2015 to 2019 and the plans for 2020 and beyond, and to further 
enhance the research plan. 

This document summarizes the overview of the debriefing session and the presentation 
materials. 
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1. はじめに 
 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）では、高レベル放射性廃棄物

の地層処分の技術的信頼性の向上のため、第 2 次取りまとめ以降、信頼性向上に資する技術やデ

ータ、知見などの整備を進め、平成 27 年度から開始した第 3 期中長期研究計画においては、地層

処分に関わる国内外の動向や議論に基づき、研究課題を整理したうえで研究開発を着実かつ効果

的に進めてきた。 
このうち、深地層の研究施設計画（「超深地層研究所計画」（岐阜県瑞浪市）と「幌延深地層研

究計画」（北海道幌延町））においては、必須の課題として研究課題を重点化するとともに、令和

元年度末までの 5 か年で令和 2 年度以降の計画を決定することを掲げ、令和 2 年 1 月に令和 2 年

度以降の計画 1), 2)を、令和 2 年 3 月には平成 27 年から令和元年度末までの 5 か年間に実施した

必須の課題成果取りまとめ報告書 3), 4)を公表した。 
原子力機構は、これら深地層の研究施設計画の最新の実施状況を広く内外に発信するとともに、

様々な視点からのご意見を今後の研究開発に反映することを目的として、令和 2 年 12 月 1 日に

「深地層の研究施設計画に関する報告会 2020」を開催した。本報告書は、報告会の開催結果の概

要および報告資料を取りまとめたものである。 
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2. 開催結果 
 
2.1 開催概要 
 開催日時： 令和 2 年（2020 年）12 月 1 日（火） 13:00～16:00 

開催方式： YouTube ライブ配信によるオンライン開催 
申込者数： 290 名 
平均同時視聴者数： 179 人 

 
2.2 内容 
原子力機構ならびに共同研究機関から、表 1 のプログラムに示す報告をするとともに、2 名の

外部専門家（岡山大学 西垣 誠 名誉教授、国立研究開発法人産業技術総合研究所 丸井敦尚 博士）

をモデレーターとしてお招きし、質疑応答を行った。各報告の概要は、下記のとおりである。 
 

表 1 報告会プログラム 

 
(1) 研究開発の概況 
原子力機構 核燃料・バックエンド研究開発部門 地層処分研究開発推進部より、地層処分技術

に関する研究開発の背景や研究開発トピックス、今後の研究開発の取り組み等について報告した。 
  

1. 開会挨拶 
 
2. 研究開発の概況 
 
3. 超深地層研究所計画（瑞浪） 

(1) 必須の課題成果取りまとめ報告書と令和 2 年度以降の計画 
(2) 研究成果トピックス（亀裂性岩盤の水理学的な不均質性のモデル化技術） 
(3) 共同研究成果トピックス（電力中央研究所） 

 
4. 幌延深地層研究計画 

(1) 必須の課題成果取りまとめ報告書と令和 2 年度以降の計画 
(2) 研究成果トピックス（人工バリア性能確認試験に関する知見） 
(3) 共同研究成果トピックス（原子力環境整備促進・資金管理センター） 

 
5. 全体質疑 
 
6. 閉会挨拶 

13:00～13:05
 
13:05～13:20
 
 
 
13:20～13:50
13:50～14:10
14:10～14:30
 
 
14:30～15:00
15:00～15:20
15:20～15:40
 
15:40～15:55
 
15:55～16:00
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(2) 超深地層研究所計画（瑞浪） 
原子力機構 東濃地科学センターから、超深地層研究所計画（岐阜県瑞浪市）の必須の課題成果

取りまとめ報告書、令和 2 年度以降の計画の概要および研究成果トピックスとして亀裂性岩盤の

水理学的な不均質性のモデル化技術に関する研究開発の成果の概要を報告した。また、共同研究

先である一般財団法人電力中央研究所（以下、電力中央研究所）から、共同研究として実施して

いる地下水年代測定技術および原位置トレーサー試験技術の開発の成果について報告して頂いた。 
モデレーターからは、必須の課題の中で特に進展した研究開発成果や亀裂ネットワークモデル

の構築に必要な亀裂長さデータの取得方法、化石海水など滞留時間の長い地下水に適した年代測

定手法等に関する質問・意見があった。これに対して、原子力機構から、特に進展のあった成果

として高水圧下における湧水抑制技術があげられること、亀裂長さデータは坑道壁面観察のほか、

リニアメント調査など地表データも活用して推定可能なこと、また、電力中央研究所から、滞留

時間の長い地下水に対しては、ヘリウムや塩素同位体等の年代測定手法の組み合わせが有効と考

えられることを回答した。 
 
(3) 幌延深地層研究計画 
原子力機構 幌延深地層研究センターから、幌延深地層研究計画（北海道幌延町）の必須の課題

成果取りまとめ報告書、令和 2 年度以降の計画の概要および研究成果トピックスとして人工バリ

ア性能確認試験に関する最新の知見を報告した。また、共同研究先である公益財団法人原子力環

境整備促進・資金管理センター（以下、原子力環境整備促進・資金管理センター）から、共同研究

として実施している人工バリア等の健全性評価および無線計測技術の適用性に関する研究、搬送

定置・回収技術（操業技術）の実証的な研究の成果について報告して頂いた。 
モデレーターからは、原位置オーバーパック腐食試験結果と既往の室内試験結果との相違や熱-

水-応力-化学連成解析コードの開発状況、搬送定置・回収技術（操業技術）の遠隔化・自動化への

見通し等の質問・意見があった。これに対して原子力機構から、原位置試験での腐食速度が室内

試験の結果より若干遅いこと、信頼性向上の観点から熱-水-応力-化学連成解析コードの改良が継

続的に進められていること、また、原子力環境整備促進・資金管理センターから、搬送定置・回

収技術（操業技術）の遠隔化・自動化は今後の技術進展に応じて検討されることを回答した。 
 
(4) 全体質疑 
モデレーターから、報告会全体を通じて、一般の方々に地層処分の信頼性を理解して頂く上で

特に重要な研究成果や意義に関する質問があり、原子力機構から、地表および地下を対象とした

一連の地質環境特性を把握するための調査・解析技術を整備できたこと（瑞浪）、堆積岩中におい

て地層処分の要件を満たす地質環境の存在や処分技術の実証性を提示できたこと（幌延）を回答

した。また、共同研究機関からは、同じ質問に対し、天然バリアの機能評価に有用な手段として、

地下水年代測定技術およびトレーサー試験技術を開発できたこと（電力中央研究所）、地下環境に

おいて施工技術を実証できたこと（原子力環境整備促進・資金管理センター）が回答された。さ

らに原子力機構から、研究開発全体としては、今後、①次世代への技術継承、②成果とプロセス

の整理、③関係機関との連携強化・拡大、の 3 点の必要性と重要性が述べられた。 
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最後にモデレーターより、近年の地層処分をめぐる動向の変化や進捗に応じて、研究開発成果

を一般の方々により分かりやすく伝えることに一層注力してほしいとの要望が伝えられた。
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3. 発表資料 
 
本章では、報告会で示された発表資料を掲載する。 
 
3.1 研究開発の概況 

付録 1 研究開発の概況 
瀬尾 俊弘 

（原子力機構 核燃料・バックエンド研究開発部門 地層処分研究開発推進部 部長） 
 
3.2 超深地層研究所計画（瑞浪） 

付録 2 必須の課題成果取りまとめ報告書と令和 2 年度以降の計画 
笹尾 英嗣 

（原子力機構 核燃料・バックエンド研究開発部門 東濃地科学センター 地層科学研究部 部
長） 

 
付録 3 研究成果トピックス（亀裂性岩盤の水理学的な不均質性のモデル化技術） 

尾上 博則 
（原子力機構 核燃料・バックエンド研究開発部門 東濃地科学センター 地層科学研究部） 

 
付録 4 共同研究成果トピックス（電力中央研究所） 

長谷川 琢磨 
（電力中央研究所 地球工学研究所 バックエンド研究センター 上席研究員） 

 
3.3 幌延深地層研究計画 

付録 5 必須の課題成果取りまとめ報告書と令和 2 年度以降の計画 
岩月 輝希 

（原子力機構 核燃料・バックエンド研究開発部門 幌延深地層研究センター 深地層研究部 部
長） 

 
付録 6 研究成果トピックス（人工バリア性能確認試験に関する知見） 

大野 宏和 
（原子力機構 核燃料・バックエンド研究開発部門 幌延深地層研究センター 深地層研究部） 

 
付録 7 共同研究成果トピックス（原子力環境整備促進・資金管理センター） 

江守 稔 
（原子力環境整備促進・資金管理センター 地層処分工学技術研究開発部 部長） 
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最後にモデレーターより、近年の地層処分をめぐる動向の変化や進捗に応じて、研究開発成果

を一般の方々により分かりやすく伝えることに一層注力してほしいとの要望が伝えられた。
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4. まとめ 
 
原子力機構で進めている深地層の研究施設計画について、令和元年度末に公表した必須の課題

成果取りまとめ報告書および令和 2 年度以降の計画に関する内容を広く内外に発信するとともに、

様々な視点からのご意見を今後の研究開発へ反映するために、「深地層の研究施設計画に関する報

告会 2020」をオンラインで開催した。その結果、平均視聴者数で 179 名の参加を頂いた。 
本報告会後に実施したアンケートでは、「着実に研究が進展している状況を知ることができて大

変有意義だった」、「専門的ではあるが要点を捉えた説明をしようとの意図は十分感じられた」な

ど本報告会への理解を示すご意見を頂いたほか、「もう少し一般の人にわかりやすい説明が欲し

い」、「一般の人が視聴していることを意識して資料に専門用語の解説があってもよいのではと感

じた」など今後の改善のために参考となるご意見を頂いた。 
今後も、深地層の研究施設計画をはじめ、原子力機構の地層処分技術に関する研究開発に関す

る成果や計画に関する内容について、より多くの方々にご理解を頂けるよう、更なる情報発信に

向けた取り組みを進めていく。 
 
 
 

参考文献 
 
1) 東濃地科学センター, 令和 2 年度以降の超深地層研究所計画, https://www.jaea.go.jp/04/tono

/miu/pdf/r020127koutei.pdf （参照：2021 年 3 月 9 日）. 
2) 幌延深地層研究センター, 令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画, https://www.jaea.go.jp/04

/horonobe/press/31/pdf/200129.pdf （参照：2021 年 3 月 9 日）. 
3) 松岡稔幸, 濱 克宏, 超深地層研究所計画における調査研究 －必須の課題に関する研究成果

報告書－, JAEA-Research 2019-012, 2020, 157p. 
4) 中山 雅ほか, 幌延深地層研究計画における地下施設での調査研究段階（第 3 段階：必須の課

題 2015－2019 年度）研究成果報告書, JAEA-Research 2019-013, 2020, 276p. 
 

JAEA-Review 2021-004

- 6 -

https://www.jaea.go.jp/04/tono/miu/pdf/r020127koutei.pdf
https://www.jaea.go.jp/04/tono/miu/pdf/r020127koutei.pdf
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/pdf/200129.pdf
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/pdf/200129.pdf


深地層の研究施設計画に関する報告会2020
資料1（2020.12.1）

2020年12月1日

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料・バックエンド研究開発部門

地層処分研究開発推進部

部長 瀬尾 俊弘

深地層の研究施設計画に関する報告会2020

2. 研究開発の概況
（高レベル放射性廃棄物の処分技術等に関する研究開発）

報告の内容

 研究開発の背景

 JAEAにおける研究開発計画

 研究開発のトピックス

 研究開発を取り巻く状況

 今後の研究計画の取り組み

1

- 7 -

付録1 発表資料 「研究開発の概況」

JAEA-Review 2021-004 

- 6 - 

4. まとめ 
 
原子力機構で進めている深地層の研究施設計画について、令和元年度末に公表した必須の課題

成果取りまとめ報告書および令和 2 年度以降の計画に関する内容を広く内外に発信するとともに、

様々な視点からのご意見を今後の研究開発へ反映するために、「深地層の研究施設計画に関する報

告会 2020」をオンラインで開催した。その結果、平均視聴者数で 179 名の参加を頂いた。 
本報告会後に実施したアンケートでは、「着実に研究が進展している状況を知ることができて大

変有意義だった」、「専門的ではあるが要点を捉えた説明をしようとの意図は十分感じられた」な

ど本報告会への理解を示すご意見を頂いたほか、「もう少し一般の人にわかりやすい説明が欲し

い」、「一般の人が視聴していることを意識して資料に専門用語の解説があってもよいのではと感

じた」など今後の改善のために参考となるご意見を頂いた。 
今後も、深地層の研究施設計画をはじめ、原子力機構の地層処分技術に関する研究開発に関す

る成果や計画に関する内容について、より多くの方々にご理解を頂けるよう、更なる情報発信に

向けた取り組みを進めていく。 
 
 
 

参考文献 
 
1) 東濃地科学センター, 令和 2 年度以降の超深地層研究所計画, https://www.jaea.go.jp/04/ton

o/miu/pdf/r020127koutei.pdf （参照：2021 年 3 月 9 日）. 
2) 幌延深地層研究センター, 令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画, https://www.jaea.go.jp/04

/horonobe/press/31/pdf/200129.pdf （参照：2021 年 3 月 9 日）. 
3) 松岡稔幸, 濱 克宏, 超深地層研究所計画における調査研究 －必須の課題に関する研究成果

報告書－, JAEA-Research 2019-012, 2020, 157p. 
4) 中山 雅ほか, 幌延深地層研究計画における地下施設での調査研究段階（第 3 段階：必須の課

題 2015－2019 年度）研究成果報告書, JAEA-Research 2019-013, 2020, 276p. 
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ガラス固化体オーバーパック緩衝材
岩盤

地下深部の環境

・人間活動や自然現象の影響を受けにくい

・酸素がほとんどなく，鉄の腐食等が起こりにく
い

・地下水の動きが極めて遅い

粘土を主成分

地下水や放射性
物質の移動を遅
くする

金属（炭素鋼）製

ガラス固化体と
地下水の接触を
遮断する

ガラス

放射性物質を
閉じ込め，溶け
出しにくくする

地
下
３
０
０
メ
ー
ト
ル
以
深

天然バリア 人工バリア

天然の岩盤と人工物を組み合わせた多重バリアシステム

火山活動や地殻変動
等の影響の少ない
安定な地質環境

研究開発の背景 -地層処分システムについて-

2

100万キロ
ワットの原子炉
を1年間運転
⇒ 約30本

○事業の安全な実施

○経済性･効率性向上
のための技術開発

監督

規制

NUMO

○基本方針の策定

○最終処分計画策定等

○最終処分の安全規制・安全評価のために必要な研究開発
○深地層の科学的研究等の基盤的な研究開発
〇最終処分技術の信頼性向上に関する技術開発等

電
力
会
社
等

国

原子力機構をはじめとする関係研究機関

支援

拠出

積
立

原
環
セ
ン
タ
ー

取
戻
し

（特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針等に基づく）

事業と規制を
支える技術基盤

研究開発の背景 –わが国の地層処分に係る体制-

○安全指針等の策定

3
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原⼦⼒発電環境整備機構（NUMO)の設⽴('00)

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律の制定 ('00）

第1次取りまとめ('92)
「地層処分の技術的可能性」

JAEAにおける研究開発

地層処分研究
開始('76)

第2次取りまとめ('99)
「地層処分の技術的信頼性」

東濃鉱⼭での
地層科学研究('86〜'03)

釜⽯鉱⼭での
地層科学研究('88〜'98)

東海ｴﾝﾄﾘｰ
試験開始('93)

東海ｸｵﾘﾃｨ
試験開始('99)

超深地層研究
所計画(瑞浪)
開始('96)

幌延深地層研究
計画開始('01)

H17年度成果
取りまとめ('05)

H26年度成果取りまとめ
CoolRep H26('15)

H22年度成果取りまとめ
CoolRep H22('10)

1970

2000

1980

1990

2010

2015

特定放射性廃棄物の最終処分
に関する基本⽅針の改定('15)

JAEAにおける研究開発計画 –研究開発の経緯-

国の政策・処分事業

超深地層研究
所計画(瑞浪)
坑道埋め戻し
の開始('19)

2020

4

科学的特性マップの公表('17)

特定放射性廃棄物の最終処分に
関する法律の⼀部改正('07）

⽂献調査の開始(ʻ20)

JAEAにおける研究開発計画 –研究開発成果の取りまとめと反映-

5

 研究開発で得られた成果については、わが国の地層
処分計画を支える技術基盤として反映するため、処分
事業や安全規制のニーズ・進展を踏まえ、段階的・定
期的に取りまとめを実施している。

 「第２次取りまとめ」以降、これまでに平成17年取りま
とめ「地層処分技術に関する知識基盤の構築」、第1
期中期計画期間(H17.10～H22.3)成果取りまとめ
「 CoolRepH22 」 、第2期中期計画期間(H22.4～
H27.3)成果取りまとめ「CoolRepH26」を実施・公表し

てきた。

 取りまとめた成果の発信においては、構造的な文書化
や成果の反映先を明示する等、ユーザーが活用しやす
い形態での情報の提供を目指す。

（深地層の研究施設計画に関する研究開発成果の反映先）

第1期 CoolRepH22 ⇒ 概要調査の段階を中心とした技術基盤
第2期 CoolRepH26 ⇒ 精密調査の段階(前半)を中心とした技術基盤
第3期 CoolRepR4 ⇒ 精密調査の段階(後半)を中心とした技術基盤
(今期）

CoolRep（クールレプ）

第2期中期計画期間成果取りまとめ
から新たに導入したウェブサイト上に
研究開発成果に関する情報を発信・
共有するレポートシステム

https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/
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JAEAにおける研究開発計画 –地層処分技術に関する研究開発テーマ-

1. 深地層の科学的研究

 地質環境の長期安定性に関する研究開発
 地質環境特性の調査・評価技術の開発
 深地層における工学技術の開発

2. 処分システムにおける工学技術の信頼性の向上
 人工バリア等の基本特性データベースの拡充
 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究

3. 安全評価手法の高度化

坑道内におけるボーリング調査コンピューターを用いた段丘分布図の例

模擬PEMの設置模擬オーバーパックの設置

 安全評価に係る
データベースの拡充

 放射性核種の移行
に係る現象理解と
それに基づく評価
モデルの高度化

室内試験の様子(クオリティ) 物質移行シミュレーションの例

気候・
海水準変動

隆起・沈降
処分場

断層運動

地震動

侵食

火山活動

ガラス固化体

オーバーパック

緩衝材

岩盤

物質の移動・遅延
地下水の動き

人工バリア周辺で生じる
現象の概念図

地層処分で考慮すべき
自然現象の概念図

地下水と鉱物との反応

オーバーパックの腐食

ガラスの溶解

6

（イメージ図）

核燃料サイクル工学研究所（東海）

工学技術の信頼性向上

深地層の科学的研究

工学技術の信頼性向上

安全評価手法の高度化

土岐地球年代学研究所

地層処分放射化学研究施設(ホット施設)地層処分基盤研究施設(コールド施設)

※瑞浪超深地層研究所では、
令和2年2月より、地下施設
の埋め戻しを開始しています。

※イメージ図は今後の調査研究
により見直すことがあります。

JAEAにおける研究開発計画 -研究開発拠点-

7

瑞浪超深地層研究所

幌延深地層研究所

深地層の科学的研究

東濃地科学センター

（目的）

 地層処分技術を実際の地質環境に
適用して確認

 わが国固有の地質環境の理解

 深地層を体験・理解する場

深地層の研究施設計画
・超深地層研究所計画(瑞浪)
・幌延深地層研究計画

安全評価手法の高度化
幌延深地層研究センター

- 10 -
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JAEAにおける研究開発計画 –第3期中長期計画等の工程-

超深地層研究所計画： (必須の課題)について平成31年度末までの5年間で成果を出すことを前提に取り組む。同年度末までに、土地賃貸借期間の
終了(平成34年1月)までに埋め戻しができるようにという前提で考え、坑道埋め戻しなどのその後の進め方について決定する。

幌延深地層研究計画： (必須の課題)に重点的に取り組む。また、平成31年度末までに研究終了までの工程やその後の埋め戻しについて決定する。

※原子力機構 第3期中長期計画公表時における同計画の記載 (抜粋)

8

地層処分研究開発調整会議
地層処分研究開発に関する全体計画
（令和2年3月改訂版）の公表

JAEAにおける研究開発計画 -深地層の研究施設計画の動向-

超深地層研究
所計画(瑞浪)

幌延深地層
研究計画

必
須
の
課
題
成
果
取
り
ま
と
め

埋め戻しに着手
（R2.2.4～）

研究開発を継続

～令和元年 令和2年～

地元自治体による
令和2年度以降の
計画案の受け入れ
（幌延町：R2.1.23）
（北海道：R2.1.24)

9

外部有識者

地層処分研究開発評価委員会
深地層の研究施設計画検討委員会

によるレビュー

幌 延
（報告書） （計画）

https://jopss.jaea.go.jp/pdfdata/
JAEA-Research-2019-013.pdf

https://www.jaea.go.jp/04/
horonobe/press/31/pdf/200129.pdf

瑞 浪
（報告書） （計画）

https://jopss.jaea.go.jp/pdfdata/
JAEA-Research-2019-012.pdf

https://www.jaea.go.jp/02/press2019/
p20012701/b01.pdf

•大深度の水平地下空間を
安全に掘削し維持する技
術を確立

•その地下空間を活用しなが
ら、大深度の地質環境を調
査・評価する技術も確立

法律で定められた最終処
分場の深度(300m以深)
までの地下空間を調査・評
価し、そこに地下施設を建
設・維持できることを実証

深地層の科学的研究（地層科学研究）に
関する課題について、当初目的を達成し、
研究開発を終了

• 地層科学研究に関する課題について、
当初の目的をほぼ達成

• これまでの成果を精査し国内外の地
層処分を巡る状況の変化も踏まえて、
以下の研究開発課題を継続

1. 実際の地質環境における人工バリア
の適用性確認

2. 処分概念オプションの実証
3. 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力

の検証

必須の課題成果報告書と令和2年度以降の計画
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JAEAにおける研究開発計画 –地層処分技術に関する研究開発テーマ-

1. 深地層の科学的研究

 地質環境の長期安定性に関する研究開発
 地質環境特性の調査・評価技術の開発
 深地層における工学技術の開発

2. 処分システムにおける工学技術の信頼性の向上
 人工バリア等の基本特性データベースの拡充
 人工バリア等の長期複合挙動に関する研究

3. 安全評価手法の高度化

坑道内におけるボーリング調査コンピューターを用いた段丘分布図の例

模擬PEMの設置模擬オーバーパックの設置

 安全評価に係る
データベースの拡充

 放射性核種の移行
に係る現象理解と
それに基づく評価
モデルの高度化

室内試験の様子(クオリティ) 物質移行シミュレーションの例

気候・
海水準変動

隆起・沈降
処分場

断層運動

地震動

侵食

火山活動

ガラス固化体

オーバーパック

緩衝材

岩盤

物質の移動・遅延
地下水の動き

人工バリア周辺で生じる
現象の概念図

地層処分で考慮すべき
自然現象の概念図

地下水と鉱物との反応

オーバーパックの腐食

ガラスの溶解

6

（イメージ図）

核燃料サイクル工学研究所（東海）

工学技術の信頼性向上

深地層の科学的研究

工学技術の信頼性向上

安全評価手法の高度化

土岐地球年代学研究所

地層処分放射化学研究施設(ホット施設)地層処分基盤研究施設(コールド施設)

※瑞浪超深地層研究所では、
令和2年2月より、地下施設
の埋め戻しを開始しています。

※イメージ図は今後の調査研究
により見直すことがあります。

JAEAにおける研究開発計画 -研究開発拠点-

7

瑞浪超深地層研究所

幌延深地層研究所

深地層の科学的研究

東濃地科学センター

（目的）

 地層処分技術を実際の地質環境に
適用して確認

 わが国固有の地質環境の理解

 深地層を体験・理解する場

深地層の研究施設計画
・超深地層研究所計画(瑞浪)
・幌延深地層研究計画

安全評価手法の高度化
幌延深地層研究センター
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研究開発のトピックス –地質環境の長期安定性に関する研究-

1. 調査技術の開発・体系化

 地震波のS波偏向異方性解析により、概要調査の段階で深部流体の移
行経路となる地質環境の特徴を抽出できる可能性を例示 等

2. 長期予測・影響評価モデルの開発

 熱年代学的手法等、新たな年代測定手法の取入れにより、従来データ
が不足していた数百万年前から1万年前までの侵食速度データを拡充し
、長期の時間スケールを対象とする安全評価に有用なマップを作成 等

3. 年代測定技術の開発

 岩石の形成年代や断層の活動年代等、様々地質現象の把握に有効と
考えられるウラン-鉛(U-Pb)年代測定に関して、レーザーアブレーション
付き誘導結合プラズマ(LA-ICP)質量分析装置を用いた示準化石試料
の局所分析にわが国で初めて成功 等

既存の数十年間の侵食速度マップ（左図：藤原ほか,1999）
新規に作成した数百万年～1万年間の侵食速度マップ（右図）

New!

LA-ICP質量分析装置を用いた
ウラン-鉛年代測定結果の例

日本各地における事例研究の蓄積および今期から本格的に導入した年代測定技術により、自然現象に伴う
地質環境の長期変遷を予測・評価する技術に関して、従来より予測・評価に係る不確実性が低減

10
地震波の異方性を利用した深部流体の経路検出の概念図（上図）

紀伊半島を事例とした試行的解析結果（下図）

U-Pb 年代：39.7±2.9 Ma
（推定生息年代：44～40 Ma）

分析対象試料：大型
有孔虫化石(貨幣石)
Nummulites boninensis

同位体イメージング
の例

加速器質量分析装置 14C法,10Be法, 26Al法
36Cl法, 129l法

希ｶﾞｽ質量分析装置 K-Ar法

四重極型質量分析装置 (U-Th)/He法

光ﾙﾐﾈｯｾﾝｽ測定装置 OSL法

電子ｽﾋﾟﾝ共鳴装置 ESR法

高精度希ｶﾞｽ質量分析装置 希ガス法

電子ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾏｲｸﾛｱﾅﾗｲｻﾞ CHIME法

FT自動計測装置 FT法

LA-ICP質量分析装置 U-Pb法, 火山灰年代

土岐地球年代学研究所における年代
測定技術(黒字：実用化済、青字：開発中)

研究開発のトピックス –地層処分研究開発(安全評価手法の高度化)-

核種移行データベースの拡充とパラメータ設定
手法の開発

安全評価で必要となる岩石への収着分配係数の設
定手法について、国内外の最新知見に基づき、複数
の設定手法を整備し、地質環境等のサイトの条件や
サイトの調査段階に応じて、適切な手法を選定し、パ
ラメータを設定できる包括的な技術を構築（NUMOと
の共同研究を通じて、NUMO包括的技術報告書のパ
ラメータ設定において活用）

深地層の研究施設計画で得られた原位置データや先端的な計測分析、数値解析技術を用いることにより、従来の比
較的単純化した地層処分システムの評価技術をより現実的かつ複合的な評価を可能とする技術レベルへと高度化を
図り、わが国の多様な地質環境条件に対応可能な技術基盤の整備が進展

放射性核種の移行に係る現象
理解とそれに基づく評価モデル
の高度化

核種移行特性に影響を及ぼす、金属
製オーバーパックやセメントとの接触
に起因するベントナイトの変質に伴う
間隙構造や核種移行特性の変化に
ついて以下の①～③の課題を解決

地質環境等の各種の条件に応じた
収着分配係数の設定

11

① デンドリマーコロイドによるベントナ
イトの間隙構造とコロイド移行特性
の評価：従来手法で困難であった
ナノサイズ間隙の連続性やコロイド
の移行しやすさ（透過・ろ過率）の
定量評価を実現

② 核磁気共鳴法によるベントナイト
中の間隙構造評価：層間イオンや
密度・間隙水組成の変化と間隙
割合との関係の定量評価を実現

③ 分子動力学法によるベントナイト
の膨潤メカニズムの解明：層間イ
オンと粘土の膨潤特性・層間距離
との関係を理論的に把握し、多様
な環境条件での膨潤挙動の予測
評価を実現
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研究開発を取り巻く状況 –地層処分に関する最近のトピックス-

1. NUMO包括的技術報告書

 原子力学会によるレビュー報告書の公表(R1/12/20)

2. 地層処分研究開発調整会議

 第5回会議(R2/1/27)、第6回会議（R2/3/9-13）
 地層処分研究開発に関する全体計画改定版公表 (R2/3/31)

3. 最終処分国際ラウンドテーブル

 G20軽井沢大臣会合(R1/6/15-16)：於 日本
 第1回会合(R1/10/14)、第2回会合（R2/2/7）：於 フランス
 最終報告書の公表（R2/8月）

4. 処分事業

 北海道寿都町 文献調査の応募書をNUMOへ提出 （R2/10/9）
 北海道神恵内村 国からの文献調査の申し入れの受諾を表明

（R2/10/9）
 NUMO 上記、両町村における文献調査を開始（R2/11/17）

12

研究開発を取り巻く状況 –最終処分国際ラウンドテーブル-

https://www.oecd-nea.org/jcms/pl_39718/international-roundtable-on-the-final-
disposal-of-high-level-radioactive-waste-and-spent-fuel-summary-report

計2回の会合での議論を踏まえ、OECD/NEA（経済協力
開発機構/原子力機関）が最終処分における政府の役
割、対話活動や意思決定プロセス、技術分野における
国際協力等の観点から最終報告書を取りまとめ・公表
（R2/8）

 1980年代以降、NEA、欧州委員会、IAEAの枠組みを通
じて、様々な国際協力が成功してきており、これらのプ
ロジェクトへ、現世代および次世代の関係者の参加が
推奨されること

 研究開発において他の国の施設等を活用することによ
る国際協力を行うことは、財政面でも人的資源面でも有
意義であること

 他国の地下研究施設を利用することは、最終処分地の
地質条件が特定されていない意思決定プロセスの初期
段階である国にとって特に有効であること

 国際連携強化を検討する分野として、ビッグデータを活
用した長期的な安全評価モデルの開発・検証、処分場
操業時の効率性、安全性を考慮したロボットや遠隔操
作技術の実証、地質環境に応じた処分場設計の最適
化手法等への関心が示されたこと 等

https://www.meti.go.jp/press/2020/08/20200821003/20200821003-1.pdf

技術分野における国際協力に関する主な報告・提案
（資源エネルギー庁, 2020）

13
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研究開発のトピックス –地質環境の長期安定性に関する研究-

1. 調査技術の開発・体系化

 地震波のS波偏向異方性解析により、概要調査の段階で深部流体の移
行経路となる地質環境の特徴を抽出できる可能性を例示 等

2. 長期予測・影響評価モデルの開発

 熱年代学的手法等、新たな年代測定手法の取入れにより、従来データ
が不足していた数百万年前から1万年前までの侵食速度データを拡充し
、長期の時間スケールを対象とする安全評価に有用なマップを作成 等

3. 年代測定技術の開発

 岩石の形成年代や断層の活動年代等、様々地質現象の把握に有効と
考えられるウラン-鉛(U-Pb)年代測定に関して、レーザーアブレーション
付き誘導結合プラズマ(LA-ICP)質量分析装置を用いた示準化石試料
の局所分析にわが国で初めて成功 等

既存の数十年間の侵食速度マップ（左図：藤原ほか,1999）
新規に作成した数百万年～1万年間の侵食速度マップ（右図）

New!

LA-ICP質量分析装置を用いた
ウラン-鉛年代測定結果の例

日本各地における事例研究の蓄積および今期から本格的に導入した年代測定技術により、自然現象に伴う
地質環境の長期変遷を予測・評価する技術に関して、従来より予測・評価に係る不確実性が低減

10
地震波の異方性を利用した深部流体の経路検出の概念図（上図）

紀伊半島を事例とした試行的解析結果（下図）

U-Pb 年代：39.7±2.9 Ma
（推定生息年代：44～40 Ma）

分析対象試料：大型
有孔虫化石(貨幣石)
Nummulites boninensis

同位体イメージング
の例

加速器質量分析装置 14C法,10Be法, 26Al法
36Cl法, 129l法

希ｶﾞｽ質量分析装置 K-Ar法

四重極型質量分析装置 (U-Th)/He法

光ﾙﾐﾈｯｾﾝｽ測定装置 OSL法

電子ｽﾋﾟﾝ共鳴装置 ESR法

高精度希ｶﾞｽ質量分析装置 希ガス法

電子ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾏｲｸﾛｱﾅﾗｲｻﾞ CHIME法

FT自動計測装置 FT法

LA-ICP質量分析装置 U-Pb法, 火山灰年代

土岐地球年代学研究所における年代
測定技術(黒字：実用化済、青字：開発中)

研究開発のトピックス –地層処分研究開発(安全評価手法の高度化)-

核種移行データベースの拡充とパラメータ設定
手法の開発

安全評価で必要となる岩石への収着分配係数の設
定手法について、国内外の最新知見に基づき、複数
の設定手法を整備し、地質環境等のサイトの条件や
サイトの調査段階に応じて、適切な手法を選定し、パ
ラメータを設定できる包括的な技術を構築（NUMOと
の共同研究を通じて、NUMO包括的技術報告書のパ
ラメータ設定において活用）

深地層の研究施設計画で得られた原位置データや先端的な計測分析、数値解析技術を用いることにより、従来の比
較的単純化した地層処分システムの評価技術をより現実的かつ複合的な評価を可能とする技術レベルへと高度化を
図り、わが国の多様な地質環境条件に対応可能な技術基盤の整備が進展

放射性核種の移行に係る現象
理解とそれに基づく評価モデル
の高度化

核種移行特性に影響を及ぼす、金属
製オーバーパックやセメントとの接触
に起因するベントナイトの変質に伴う
間隙構造や核種移行特性の変化に
ついて以下の①～③の課題を解決

地質環境等の各種の条件に応じた
収着分配係数の設定

11

① デンドリマーコロイドによるベントナ
イトの間隙構造とコロイド移行特性
の評価：従来手法で困難であった
ナノサイズ間隙の連続性やコロイド
の移行しやすさ（透過・ろ過率）の
定量評価を実現

② 核磁気共鳴法によるベントナイト
中の間隙構造評価：層間イオンや
密度・間隙水組成の変化と間隙
割合との関係の定量評価を実現

③ 分子動力学法によるベントナイト
の膨潤メカニズムの解明：層間イ
オンと粘土の膨潤特性・層間距離
との関係を理論的に把握し、多様
な環境条件での膨潤挙動の予測
評価を実現
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① 研究開発拠点における地元の皆様のより一層のご理解とご協力が
得られるように努めるとともに、第3期中長期計画における課題達
成に向けて、安全確保を最優先とする研究開発を着実かつ効果的
に推進する。

② 幌延深地層研究センター、土岐地球年代学研究所、核燃料サイク
ル工学研究所（エントリー・クオリティ）における研究資源を最大限に
活用した国内・国外関係機関との連携協力や人材育成をより一層
推進する。

③ ウェブベースのレポートシステムを用いた、第3期中長期計画（H27
～R3）における研究成果の総括的取りまとめ（CoolRepR4）を着実
に実施・公表する（R4.3末）。特に、アクセシビリティ（利用しやすさ）
および地層処分の安全性に係る論拠として活用可能な「知識基
盤」の観点から、環境・コンテンツを充実させていく。

今後の研究計画の取り組み

14

アメリカ
•DOEとの協力協定（地層処分に関連する地球
科学およびPA技術の開発）

•UCBとの協力協定（地層処分性能に関する先

進的システム研究等）

韓国
・KAERIとの協力協定

スイス
•Nagraとの協力協定（グリムゼル国際プロジェクトへ参加等）

スウェーデン
•SKBとの協力協定（地下水流動と物質移動
のモデリングのÄspöタスクフォースへ参加等）

フランス
・CEA、ANDRAとの協力協定

• URF（地下研究施設）ネットワークへの参加

•国際共同プロジェクトであるClay Club、Crystalline
Club、TDBプロジェクトへの参加

イギリス
・NDAとの協力協定

ベルギー
•SCK、CENとの協力協定

その他、多国間協力として、Mt. TerriプロジェクトおよびDECOVALEXに参加

参考資料 –国外機関との研究協力-

15
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深地層の研究施設計画に関する報告会2020
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深地層の研究施設計画に関する報告会2020
資料2-1（2020.12.1）
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核燃料・バックエンド研究開発部門
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超深地層研究所計画の概要

2

超深地層研究所計画の経緯

 1995年8月 研究所計画の公表

 1995年12月 地層科学研究に係る協定締結

 1996年4月 正馬様用地において，研究所計画の開始

 2002年1月 瑞浪市と土地賃貸借契約及び協定を締結

 2002年4月 瑞浪超深地層研究所の開所（市有地における第1段階の調査研
究開始）

 2002年7月 用地造成工事着工

 2003年7月 立坑掘削工事着工

 2005年11月 岐阜県及び瑞浪市と環境
保全協定を締結

 2014年9月 機構改革計画に基づく「地
層処分技術に関する研究開発」報告書」
－今後の研究課題について－の公表

 2020年1月 令和2年度以降の超深地
層研究計画を公表

 2020年2月 坑道埋め戻しに着手 3
東濃地科学センターの施設
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超深地層研究所計画の進め方

4

【反射法弾性波探査】

反射して
くる振動

発振装置

受振機

測定車

●地表からの調査研究による
地質環境モデルの構築

●坑道建設前の深部地質環境
の状態の把握
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花崗岩

断層

（発振装置）

（ボーリング調査）

【第１段階:H8-16】

●坑道堀削に伴う調査研究に
よる地質環境モデルの構築

●坑道の施工・維持・管理に
関わる工学技術の有効性の
確認

【研究坑道内での物理探査】

【第２段階:H16-25】

工事等による様々な振動

断層

受振器

主立坑換気立坑

花崗岩

堆積岩

①深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備
②深地層における工学技術の基盤の整備

【 目 標 】

●坑道を利用した調査研究
による地質環境モデルの
構築

●深地層における工学技術
の有効性の確認

【岩盤中の物質の移動に関する調査研究】

【第３段階:H22-R1】

【壁面観察】

地表からの調査予測研究段階 研究坑道の掘削を伴う研究段階 研究坑道を利用した研究段階

【再冠水試験】

瑞浪超深地層研究所の施設構成

5
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第1段階・第2段階で得られた主な成果

6

深地層の研究施設計画の「残された必須の課題」

7

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の中長期目標を達成する
ための計画 （中長期計画）（平成27年4月1日～平成34年3月31日）

て定めた「令和 2 年度以降の超深地層研究所計画」に基づき、土地賃
貸借期間の終了までに坑道の埋め戻 し及び地上施設の撤去を行う。ま
た、埋め戻し期間中は、埋め戻しに伴う 地下水の回復状況を確認する
ために、実証研究を兼ねてモニタリングシ ステムの有効性を確認する。

≪深地層の研究施設計画≫

超深地層研究所計画については、地下坑道における工学的対策

技術の開発、物質移動モデル化技術の開発及び坑道埋め戻し技

術の開発に重点的に取り組む。これらに関する研究については、

平成31年度末までの5年間で成果を出すことを前提に取り組む。

また、同年度末までに、跡利用を検討するための委員会での議論

も踏まえ、土地賃貸借期間の終了（平成34年1月）までに埋め戻

しができるようにという前提で考え、坑道埋め戻しなどのその後の

進め方について決定する。 （瑞浪超深地層研究所関連抜粋）

（以下，令和 ２年４月１日に変更認可された計画で追記）
令和2年度以降においては、坑道埋め戻しなどのその後の進め方について定めた「令和2
年度以降の超深地層研究所計画」に基づき、土地賃貸借期間の終了までに坑道の埋め
戻し及び地上施設の撤去を行う。また、埋め戻し期間中は、埋め戻しに伴う地下水の回復
状況を確認するために、実証研究を兼ねてモニタリングシステムの有効性を確認する。
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必須の課題

8

ポストグラウト施工
部

換気立坑
【ポストグラウト工事のイメージ】

◆大規模湧水に対するウォータータイトグラウト技術
◆地下水管理技術
【概要】

深度500mの研究坑道において、坑道への湧水量をプレ
グラウトとポストグラウトの組合せによって制御可能と
するウォータータイトグラウト施工技術を実証する。

また、地下水排水処理技術等の地下水管理技術の高度化
にも取り組む。

①地下坑道における工学的対策技術の開発

◆長期的な変遷を含めた地下深部におけるわが国固有の亀裂ネット
ワーク中の地下水流動・物質移動に関する試験及びモデル化技術

【概要】
深度500mの研究坑道において、花崗岩中の割れ目での物質の

移動現象を理解し、モデル化するための調査解析を実施する。
また、割れ目の透水性及び地下水の流動・水質の長期的変化や

地下水流動の緩慢さを明らかにするための調査を実施する。

岩盤
坑道

分析装置へ

蛍光剤などを加え
た地下水を注入

割
れ
目
中
を
移
動

【研究坑道内での物質移動試験の例】【割れ目分布モデル】

②物質移動モデル化技術の開発

【モニタリング装置】

◆坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術
◆長期モニタリング技術など
【概要】

深度500mの研究坑道において、坑道の一部を埋め戻し、
地下水を自然に冠水させることによって、地下水の水圧・
水質及び坑道周辺岩盤の化学的・力学的変化を観察し、
地質環境の回復能力等を評価すると共に、地質環境に
応じた埋め戻し技術の構築を目指す。また、長期の観測に
必要なモニタリング技術の開発も実施する。 【再冠水試験のイメージ】

③坑道埋め戻し技術の開発

必須の課題成果取りまとめ報告書の概要

9
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必須の課題における研究項目

10

1.地下坑道における工学的対策技術の開発
1.1 地下水抑制技術の開発

1.1.1 ウォータータイトグラウト施工技術の実証
1.1.2 施工対策影響評価技術の開発※※

1.2 地下水管理技術の開発
1.2.1 地下水排水処理技術の開発

2.物質移動モデル化技術の開発
2.1 不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発
2.1.1 実際の割れ目の性状を考慮した割れ目ネットワークのモデル化手法の整備
2.1.2 花崗岩中での物質移動現象の理解※※
2.1.3 物質移動におけるコロイド，有機物，微生物の影響因子の評価

2.2 地質環境の長期変遷に関する解析・評価技術の開発
2.2.1 断層などの影響を含めた地質環境特性の長期変遷解析技術
2.2.2 地下水の長期隔離に関する深部塩水地下水の起源・滞留時間の把握※※

3.坑道埋め戻し技術の開発
3.1 坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術の開発

3.1.1 冠水坑道での再冠水試験
3.1.2 岩盤の破壊現象評価
3.1.3 500m坑道での埋め戻し試験※

3.2 モニタリング技術の開発

※資源エネルギー庁受託事業を活用して実施

※※一部を資源エネルギー庁受託事業を活用して実施

地下坑道における工学的対策技術の開発

11

1.1 地下水抑制技術開発

1.1.1 ウォータータイトグラウト施工技術の実証

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 地下深部における高い水圧の状態下で十分に湧水を抑制する
技術の確立は地層処分事業において重要な課題の一つ。

 地下深部における高水圧の湧水を抑制することを目的として，
グラウチングの技術開発を実施。

（実施内容）

 グラウチング後の湧水抑制目標を達成するために必要な岩盤
の透水性低下割合や注入範囲を設定するために，グラウチン
グ効果を考慮できる理論式を考案し適用。

 高水圧下においても湧水を抑制できるグラウチング技術を開発。

 深度500mにおいては坑道掘削後にポストグラウチングを追加
実施することにより，さらなる湧水抑制を実現。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 地層処分場の維持コストの低減や人工バリアの施工精
度の向上に寄与
・プレグラウチングとポストグラウチングの併用により，グラウチ
ングを実施しない場合に対して約100分の1まで低減。

・高水圧下での一般建設工事への適用を期待。

プレグラウチングとポストグラウチングの
概念図

0
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1500

湧
水

量
（
m

3
/
日

）

予測値

実測値

プレグラウチングによる改良値（Lu）
（⇒透水性：小）

プレグラウチング未実施
予測値：1,380m3/日

プレグラウチング
実施後の
実測値：
50m3/日
予測値：
57m3/日

湧
水

抑
制

効
果

：
3
0
分

の
1

プレグラウチングの効果の評価結果
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地下坑道における工学的対策技術の開発

12

1.1 地下水抑制技術開発

1.1.2 施工対策影響評価技術の開発

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 セメントや鋼材等の人工材料は時間経過とともに劣化
し，それにより空洞周辺の地質環境に変化が生じる可
能性があるものの，人工材料が坑道周辺の地質環境
に与える影響の定量的検討は未実施。

 研究坑道周辺に注入したグラウト材（主にセメント）に
着目し，それが坑道周辺の地質環境に及ぼす影響を
把握・評価するための技術開発を実施。

（実施内容）

 グラウチング実施時期が異なる施工場所で採取した
ボーリングコアを用いた各種の室内分析を実施。

 グラウト材が地質環境に及ぼす影響を把握・評価する
調査手法，およびグラウト材の存在が及ぼす地質環
境への影響に関する概念モデルを構築。

（

グラウト材と岩盤の相互作用メカニズ
ムの変遷に係る概念モデル

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 グラウト材の存在が及ぼす地質環境への影響を評価
・グラウト材の岩盤への影響の経時変化を把握するために必要な試料作製方法や分析方法を確立。

・グラウト材との接触による鉱物の形成や溶脱などの変化は認められず，グラウチング後，数年でグ
ラウト材により岩盤に変質が生じる可能性はほとんどなくなることを確認。

地下坑道における工学的対策技術の開発
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1.2 地下水管理技術の開発

1.2.1 地下水排水処理技術の開発

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 研究坑道の湧水には，自然由来のふっ素とほう素が比
較的高濃度で含まれているため，凝集沈殿処理及びイ
オン交換処理によってふっ素及びほう素を除去。

 ふっ素及びほう素の処理に関する最新の技術的知見
を調査し，排水処理の効率化の可能性を検討。

（実施内容）

 ふっ素及びほう素に関する排水処理技術に関する最新
の技術的知見を文献により調査。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 大規模地下施設の建設・維持管理における環境
負荷及びコスト低減に必要な知見を提供。
・瑞浪超深地層研究所のように，約90％の除去率が求
められるふっ素処理や，低濃度から極低濃度までの除
去が求められるほう素処理とともに処理量が大量であ
る排水処理については，現行の処理方法が現時点で
適切であることを確認。

・実証された排水処理技術は，日本全国に分布する鉱
山跡地の汚染水処理にも応用可能。 現行の排水処理施設（写真）と処理フロー

排 水 処 理 設 備

凝集沈殿処理

吸着処理

湧水

処理水

固形物

中和放流槽

化学反応により

浮遊物質とふっ素を除去

イオン交換樹脂により

ほう素を除去

排水処理のフロー

６

汚泥として

場外処分

処理能力 1,500 m3/日

河川へ放流

Ｐ

沈砂槽反応槽反応槽原水槽

ｖｖｖ

薬剤 F

薬剤 A薬剤 B薬剤 C薬剤 D

薬剤 E

脱水機（フィルタープレス）

ベルトコンベア

脱水して固形化

Ｐ

Ｐ

沈降槽（シックナー）

下に沈んだ泥を一旦貯める

砂ろ過装置

一次貯留槽
ほう素用ｲｵﾝ交換樹脂ﾌｨﾙﾀｰ

中和放流槽

Ｐ

河川へ放流

廃棄物として場外処分

Ｐ

主立坑 換気立坑

立坑からの湧水

ほう素の吸着処理過程

ふっ素の凝集沈殿処理過程 湧水

処理水

固形物

濃度の濃い泥水をフィルタープレスという機械に通すことで固形化して処分しやすくする

細かい砂をろ過し、ほう素をキレート樹脂の入った容器を通すことで吸着して除去する

この過程で、薬剤を原水に混ぜて化学反応により浮遊物質とふっ素を大きな土の粒にして、水と分離する

中央制御室中央制御室

貯泥槽

受槽

Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

薬剤A：硫酸アルミニウム

薬剤Ｂ：無機水処理剤

薬剤Ｃ：水酸化ナトリウム

薬剤Ｄ：ポリ硫酸第２鉄

薬剤E：ポリ塩化アルミニウム

薬剤F：高分子凝集剤
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1.地下坑道における工学的対策技術の開発
1.1 地下水抑制技術の開発

1.1.1 ウォータータイトグラウト施工技術の実証
1.1.2 施工対策影響評価技術の開発※※

1.2 地下水管理技術の開発
1.2.1 地下水排水処理技術の開発

2.物質移動モデル化技術の開発
2.1 不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発
2.1.1 実際の割れ目の性状を考慮した割れ目ネットワークのモデル化手法の整備
2.1.2 花崗岩中での物質移動現象の理解※※
2.1.3 物質移動におけるコロイド，有機物，微生物の影響因子の評価

2.2 地質環境の長期変遷に関する解析・評価技術の開発
2.2.1 断層などの影響を含めた地質環境特性の長期変遷解析技術
2.2.2 地下水の長期隔離に関する深部塩水地下水の起源・滞留時間の把握※※

3.坑道埋め戻し技術の開発
3.1 坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術の開発

3.1.1 冠水坑道での再冠水試験
3.1.2 岩盤の破壊現象評価
3.1.3 500m坑道での埋め戻し試験※

3.2 モニタリング技術の開発

※資源エネルギー庁受託事業を活用して実施

※※一部を資源エネルギー庁受託事業を活用して実施

地下坑道における工学的対策技術の開発

11

1.1 地下水抑制技術開発

1.1.1 ウォータータイトグラウト施工技術の実証

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 地下深部における高い水圧の状態下で十分に湧水を抑制する
技術の確立は地層処分事業において重要な課題の一つ。

 地下深部における高水圧の湧水を抑制することを目的として，
グラウチングの技術開発を実施。

（実施内容）

 グラウチング後の湧水抑制目標を達成するために必要な岩盤
の透水性低下割合や注入範囲を設定するために，グラウチン
グ効果を考慮できる理論式を考案し適用。

 高水圧下においても湧水を抑制できるグラウチング技術を開発。

 深度500mにおいては坑道掘削後にポストグラウチングを追加
実施することにより，さらなる湧水抑制を実現。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 地層処分場の維持コストの低減や人工バリアの施工精
度の向上に寄与
・プレグラウチングとポストグラウチングの併用により，グラウチ
ングを実施しない場合に対して約100分の1まで低減。

・高水圧下での一般建設工事への適用を期待。

プレグラウチングとポストグラウチングの
概念図

0
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1500

湧
水

量
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m

3
/
日

）

予測値

実測値

プレグラウチングによる改良値（Lu）
（⇒透水性：小）

プレグラウチング未実施
予測値：1,380m3/日

プレグラウチング
実施後の
実測値：
50m3/日
予測値：
57m3/日

湧
水

抑
制

効
果

：
3
0
分

の
1

プレグラウチングの効果の評価結果
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2.1 不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発

2.1.1 実際の割れ目の性状を考慮した割れ目ネットワークのモデル化手法の整備

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 亀裂性岩盤では，放射性物質の主要な移行経路となる割れ
目の分布特性や水理学的特性の評価が重要。

 割れ目の分布や水理学的特性は不均質であるため，不均
質性を表現可能な割れ目ネットワーク（DFN）モデルの構築
手順や妥当性確認に至る一連の方法論を提示。

（実施内容）

 研究坑道の壁面調査やボーリング調査結果を用いてDFNモ
デルを構築し，DFNモデルの特徴の分析を通じてDFNモデ
ル化手法の有効性と限界を整理。 モデルの構築と評価の流れ（概念図）

モデルの特徴の分析

割れ目ネットワーク
モデルの構築

調査データとの比較
（統計量，空間分布）
• 割れ目頻度
• 透水係数（透水量係数）
• 水頭
• 湧水量（坑道，ボーリング孔）

場（モデル）の評価
（統計量，スケール）
• （高）透水性割れ目頻度
• 等価透水係数
• 有効間隙率
• 湧水量（坑道，ボーリング孔）
• ダルシーフラックス
• 地下水移行時間

調査データ
• 割れ目頻度，方位，大きさ
• 透水係数（透水量係数）
• 水頭
• 湧水量（坑道，ボーリング孔）

割れ目の統計量
パラメータ値の分析

• パラメータ値
• 現象理解

• 場の評価
• 安全評価
（設計・性能）
への情報提供

追加で必要なデータなど

割れ目分布の不均質性を示した概念図

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 岩盤の水理特性を地下施設のレイアウト設計や建設，
安全評価に反映
・割れ目の湧水の有無に着目したデータ解析や割れ目半径
との相関性を考慮した透水性の設定が，岩盤中の割れ目
の分布特性や透水性を統計的に再現する上で有効。

・DFNモデルを用いた地下水流動解析や粒子追跡解析に
よって，亀裂性岩盤の不均質性や湧水可能性を定量的に
評価。

物質移動モデル化技術の開発

15

土岐花崗岩中の微小空隙（緑色の領域）

土岐花崗岩とグリムゼル花崗閃緑岩の微小空隙（緑色の領域）

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 花崗岩中の物質移動特性を提示
・原位置トレーサー試験および評価技術を整備。

・花崗岩中の微小空隙を把握する手法を整備し，
健岩部における物質移動プロセスを明示。

・天然トレーサーを用いた長期にわたる物質移
動現象を把握する手法を整備。

2.1不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発

2.1.2 花崗岩中での物質移動現象の理解

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 従来は主にトレーサー試験によって割れ目の開口幅や割れ目内
分散長，分配係数等を推定。

 日本のように割れ目頻度が高く，割れ目には充填物が含まれて
いることが多い岩盤を対象として，物質移動特性を把握する手法
の提示を目標に技術開発を実施。

（実施内容）

 単孔式および孔間の物質移動試験，透水性割れ目およびその周
辺の岩石の室内物質移動試験を実施し，物質移動に関するパラ
メータを取得。

 長期の物質移動現象を把握するために，割れ目とその周辺岩盤，
地下水を対象として，ウラン系列核種などの分布を把握。

（
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2.1 不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発

2.1.3 物質移動におけるコロイド，有機物，微生物の影響因子の評価

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 従来，コロイド，有機物，微生物とアナログ元素との相互作
用の研究により，コロイドの核種移行への影響が例示。

 地下深部における，コロイド，有機物，微生物の物質移動
への影響に関する基本情報を取得し，元素の輸送・遅延量
の評価手法の構築を目標とした研究開発を実施。

（実施内容）

 天然地下水および坑道の建設・閉鎖の影響を受けた地下
水（深度500m冠水坑道）中のコロイド，有機物，微生物の存
在量や各種元素との相関を解析。

 放射性元素の移動プロセスに対する影響を考察するため，
天然の希土類元素標（アナログ元素）を分析。

（（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 ボーリング孔を利用したコロイド調査技術を構築し，花崗岩
中の地下水に含まれるコロイド粒子が元素の移動プロセスに与える影響を評価
・坑道閉鎖環境では，吹付セメント等に溶存態希土類元素が付着し，方解石に過飽和な環境下で，
希土類元素を担持した炭酸塩コロイドが凝集・沈殿することで移動が抑制されることを確認。

・花崗岩地下水中には，硫黄化学種やメタンを利用した代謝機能を有する微生物の生態系が存在し，
地下水の水質形成（還元環境の形成など）に影響することを確認。

地下水中のコロイド分析結果

ng/L

深度500m地下水の例
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地下水中に認められるコロイド

物質移動モデル化技術の開発
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2.2 地質環境の長期変遷に関する解析・評価技術の開発

2.2.1 断層などの影響を含めた地質環境特性の長期変遷解析技術

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 既往研究では，岩盤の透水性に関して，
400℃～700℃の高温流体による微細割れ目
の形成や岩盤の透水性への影響が例示。

 花崗岩の透水特性の形成過程に関わる基
礎的知見を取得して，高温流体や断層の影
響を評価する手法を構築することを目標。

（実施内容）

 高温流体の痕跡である割れ目や充填鉱物の
産状と形成温度に関わるコア観察，顕微鏡
観察，化学組成分析・解析を実施。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 長期的な透水特性の変遷を例示
・高温流体による割れ目および充填鉱物の
形成履歴調査手法を確立。

・断層と高温流体による充填鉱物の形成履
歴と透水性との関係の把握と長期変遷解析
技術（水理地質構造概念モデル（タイプ分
類））を提案。

高温流体の痕跡（Glassy vein：ホルンブレンドタイプ）

a：研磨片接写。幅2～3mmの黒脈と平行マイクロフラクチャー，破砕
した石英が認められる。b：同薄片の顕微鏡写真（オープンニコル）。
黒脈には石英，長石破片の隙間に充填した細粒ホルンブレンド。c：
同，マイクロフラクチャーの開口部に析出した自形ホルンブレンド。
d:同，石英結晶中の高塩濃度流体包有物（直径約10μm）。
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2.1 不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発

2.1.1 実際の割れ目の性状を考慮した割れ目ネットワークのモデル化手法の整備

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 亀裂性岩盤では，放射性物質の主要な移行経路となる割れ
目の分布特性や水理学的特性の評価が重要。

 割れ目の分布や水理学的特性は不均質であるため，不均
質性を表現可能な割れ目ネットワーク（DFN）モデルの構築
手順や妥当性確認に至る一連の方法論を提示。

（実施内容）

 研究坑道の壁面調査やボーリング調査結果を用いてDFNモ
デルを構築し，DFNモデルの特徴の分析を通じてDFNモデ
ル化手法の有効性と限界を整理。 モデルの構築と評価の流れ（概念図）

モデルの特徴の分析

割れ目ネットワーク
モデルの構築

調査データとの比較
（統計量，空間分布）
• 割れ目頻度
• 透水係数（透水量係数）
• 水頭
• 湧水量（坑道，ボーリング孔）

場（モデル）の評価
（統計量，スケール）
• （高）透水性割れ目頻度
• 等価透水係数
• 有効間隙率
• 湧水量（坑道，ボーリング孔）
• ダルシーフラックス
• 地下水移行時間

調査データ
• 割れ目頻度，方位，大きさ
• 透水係数（透水量係数）
• 水頭
• 湧水量（坑道，ボーリング孔）

割れ目の統計量
パラメータ値の分析

• パラメータ値
• 現象理解

• 場の評価
• 安全評価
（設計・性能）
への情報提供

追加で必要なデータなど

割れ目分布の不均質性を示した概念図

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 岩盤の水理特性を地下施設のレイアウト設計や建設，
安全評価に反映
・割れ目の湧水の有無に着目したデータ解析や割れ目半径
との相関性を考慮した透水性の設定が，岩盤中の割れ目
の分布特性や透水性を統計的に再現する上で有効。

・DFNモデルを用いた地下水流動解析や粒子追跡解析に
よって，亀裂性岩盤の不均質性や湧水可能性を定量的に
評価。

物質移動モデル化技術の開発
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土岐花崗岩中の微小空隙（緑色の領域）

土岐花崗岩とグリムゼル花崗閃緑岩の微小空隙（緑色の領域）

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 花崗岩中の物質移動特性を提示
・原位置トレーサー試験および評価技術を整備。

・花崗岩中の微小空隙を把握する手法を整備し，
健岩部における物質移動プロセスを明示。

・天然トレーサーを用いた長期にわたる物質移
動現象を把握する手法を整備。

2.1不均質な割れ目ネットワークのモデル化手法の開発

2.1.2 花崗岩中での物質移動現象の理解

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 従来は主にトレーサー試験によって割れ目の開口幅や割れ目内
分散長，分配係数等を推定。

 日本のように割れ目頻度が高く，割れ目には充填物が含まれて
いることが多い岩盤を対象として，物質移動特性を把握する手法
の提示を目標に技術開発を実施。

（実施内容）

 単孔式および孔間の物質移動試験，透水性割れ目およびその周
辺の岩石の室内物質移動試験を実施し，物質移動に関するパラ
メータを取得。

 長期の物質移動現象を把握するために，割れ目とその周辺岩盤，
地下水を対象として，ウラン系列核種などの分布を把握。

（
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物質移動モデル化技術の開発

18

2.2 地質環境の長期変遷に関する解析・評価技術の開発

2.2.2 地下水の長期隔離に関する深部塩水地下水の起源・滞留時間の把握

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 東濃地域に存在する深部塩水については，様々
な検討がなされてきたが，起源は未解明。

 日本では，研究事例が少なく花崗岩深部におけ
る塩水の存在は不明確であるものの，国外では，
ある程度の深度以深の花崗岩深部での塩水の
存在は普遍性を有する可能性があるため，その
存在要因を理解しておくことは非常に重要。

（実施内容）

 これまでに得られた地下水の起源，滞留時間に
関わる地球化学データを再整理。

100万年前から現在にかけての地下水中
の塩分濃度の長期変遷の推定結果

 地下坑道で得られた地下水の14C年代測定を行うとともに，地質環境の変遷を踏まえた地下水流動
解析の結果などを参照しながら，解析的な検討を実施し得られた知見や課題を取りまとめ。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 深部塩水の起源と，塩水が地下水水質分布に与える影響を推定
・東濃地域では，水－岩石相互作用や海水の浸透等が複合的に作用して形成されたと推定。

・海水・古海水があり地下水流動の緩慢な環境では，36Cl，4He，酸素同位体などが有効な指標。

・地下水流動が長期的に緩慢な状態にある場所では，塩水が長期にわたり保存され，他の塩分濃
度の異なる地下水との混合によって地下水水質分布が形成されると推定。

坑道埋戻し技術の開発

19

坑道周辺の割れ目分布の概念

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 坑道の冠水に伴う諸現象を確認するとともに，モデル化技術を構築
・地下水の水圧や水質分布の変化から坑道周辺岩盤の水みちとなる割れ目分布を概念化し，坑道
周辺岩盤は数m～数十m程度の空間スケールで水理学的な不連続性を確認。

・既往の連成解析ソフトウェアを，岩盤不均質性のモデル化，モデル大規模化，解析速度高速化の
観点で改良し，汎用性の高いツールとして整備。

・湧水環境の坑道でも原位置施工後には，10-9m/s程度の均質な透水性が期待できることを提示。

3.1 坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術の開発

3.1.1 冠水坑道での再冠水試験

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 安全性評価にあたっては，処分施設の建設・

操業により乱された地下水環境の施設閉鎖
後の状態を推定し，評価を行う必要性。

 地下水環境の回復過程や長期的な定常化過

程を理解し，それらを調査・解析する技術を整備。

（実施内容）

 坑道周辺の水理地質構造の確認および物質移動特性の調査

 止水技術の確認および冠水時の水理-力学-化学特性の観測・解析

 予察的埋め戻し試験

 モニタリング技術開発

（
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坑道埋戻し技術の開発
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3.1 坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術の開発

3.1.2 岩盤の破壊現象評価

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 地下深部での空洞掘削により，周辺岩盤中に掘削
影響領域が発生するが，掘削以外に坑道周辺に
再配分された応力の集中による物理的損傷が発
生。応力集中の範囲や物性変化のメカニズム・程
度の把握は安全性評価の観点から重要。

 深度500m研究坑道を利用して，岩盤の破壊現象
の範囲や物性変化のメカニズム・程度の把握と評
価手法の構築を目的とした検討を実施。

（実施内容）

 粘性流体注入による割れ目進展挙動の観察。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 坑道掘削に伴う岩盤破壊現象を理解
・圧力上昇による岩盤の破壊時のき裂造成メカニ
ズムはせん断破壊型が支配的であるが，新たな
き裂発生時には引張破壊が発生することを把握。

・AEを利用しその破壊領域の範囲や前兆を把握す
ることは，掘削損傷領域の物性の把握や施工の
安全確保の観点から非常に有効であることを確認。

計測用ボーリング孔配置およびAEセンサーレイアウト

注入システム AE計測システム

注入孔

AEセンサー

AE計測孔

注入区間(15cm)

パッカー

セメント

試験で得られた流体圧・AE発生頻度・圧入流量図

坑道埋戻し技術の開発
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（研究の背景・狙い・目標・意義）

 緩衝材や坑道の埋め戻し材は，放射性物質
の選択的な移行経路となることの防止，廃棄
体や坑道の力学的安定性の確保の観点から
重要な役割。

 緩衝材の設置に関する検討や原位置試験，
坑道閉鎖に用いられるプラグの施工試験が
行われてきたが，水平坑道埋戻しの原位置
試験は，参照事例は少ない。

 坑道埋め戻しに伴う地質環境の変化の把握
に関連する基盤技術を整備することを目的と
して埋め戻し試験を実施。

（実施内容）

吹付後の状況（セクション4）

埋め戻し試験の
施工概要

（実施内容）

 既設坑道を利用して，材料選定のための各種室内試験，坑道埋め
戻し，埋め戻し後のボーリングによるサンプリングと室内試験を実施。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 坑道全断面を対象とした吹付け施工法の実用性を提示
・今回設定した埋め戻し材の品質（透水係数10-8 m/s）を満たす埋め
戻しが実施できることを確認。

3.1 坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術の開発

3.1.3 500m坑道での埋め戻し試験

吹付の状況（セクション4）

- 25 -

物質移動モデル化技術の開発
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2.2 地質環境の長期変遷に関する解析・評価技術の開発

2.2.2 地下水の長期隔離に関する深部塩水地下水の起源・滞留時間の把握

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 東濃地域に存在する深部塩水については，様々
な検討がなされてきたが，起源は未解明。

 日本では，研究事例が少なく花崗岩深部におけ
る塩水の存在は不明確であるものの，国外では，
ある程度の深度以深の花崗岩深部での塩水の
存在は普遍性を有する可能性があるため，その
存在要因を理解しておくことは非常に重要。

（実施内容）

 これまでに得られた地下水の起源，滞留時間に
関わる地球化学データを再整理。

100万年前から現在にかけての地下水中
の塩分濃度の長期変遷の推定結果

 地下坑道で得られた地下水の14C年代測定を行うとともに，地質環境の変遷を踏まえた地下水流動
解析の結果などを参照しながら，解析的な検討を実施し得られた知見や課題を取りまとめ。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 深部塩水の起源と，塩水が地下水水質分布に与える影響を推定
・東濃地域では，水－岩石相互作用や海水の浸透等が複合的に作用して形成されたと推定。

・海水・古海水があり地下水流動の緩慢な環境では，36Cl，4He，酸素同位体などが有効な指標。

・地下水流動が長期的に緩慢な状態にある場所では，塩水が長期にわたり保存され，他の塩分濃
度の異なる地下水との混合によって地下水水質分布が形成されると推定。

坑道埋戻し技術の開発
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坑道周辺の割れ目分布の概念

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 坑道の冠水に伴う諸現象を確認するとともに，モデル化技術を構築
・地下水の水圧や水質分布の変化から坑道周辺岩盤の水みちとなる割れ目分布を概念化し，坑道
周辺岩盤は数m～数十m程度の空間スケールで水理学的な不連続性を確認。

・既往の連成解析ソフトウェアを，岩盤不均質性のモデル化，モデル大規模化，解析速度高速化の
観点で改良し，汎用性の高いツールとして整備。

・湧水環境の坑道でも原位置施工後には，10-9m/s程度の均質な透水性が期待できることを提示。

3.1 坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術の開発

3.1.1 冠水坑道での再冠水試験

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 安全性評価にあたっては，処分施設の建設・

操業により乱された地下水環境の施設閉鎖
後の状態を推定し，評価を行う必要性。

 地下水環境の回復過程や長期的な定常化過

程を理解し，それらを調査・解析する技術を整備。

（実施内容）

 坑道周辺の水理地質構造の確認および物質移動特性の調査

 止水技術の確認および冠水時の水理-力学-化学特性の観測・解析

 予察的埋め戻し試験

 モニタリング技術開発

（
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坑道埋戻し技術の開発
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3.2 モニタリング技術の開発

3.2.1 長期モニタリング技術の開発

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 処分事業の安全性評価にあたっては，処分施設の建
設・操業により乱された地下水環境の施設閉鎖後の状
態を推定し，評価を行う必要性。

 地下水環境の回復過程や長期的な定常化過程にかか
わる現象を理解するとともに，それらを調査・解析する
ための技術を整備。

（実施内容）

 長期的な環境条件の予測解析技術を構築するため，
施設建設前～閉鎖後のモニタリング手法及び解析技術
を開発。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 施設建設・操業・閉鎖時の汎用的モニタリング，
解析手順を提示
・2003年から約15年間，地表（観測孔6本・50区間），坑
道（観測孔20本・73区間）において水圧・水質を観測，
観測機器などの実用性の確認。

・花崗岩中に地下施設を建設した場合に起こる環境変
化の解析手法の構築。

⓪水理地質構造を踏まえ施設設計

①施設建設時の地下水湧水量・水質と周辺の
水圧低下領域の経年変化の予備解析

②解析上の水圧低下領域，坑道，地表に連続
する水理地質構造に観測点を設置

③建設時に遭遇した想定外の水理地質構造，
水圧応答が観察された観測点の観測強化

④観測データに基づき数十年スケール（操業
中）の施設建設影響の予測解析

⑤予備的な坑道閉鎖により水圧・水質回復過
程の観測

⑥水圧・水質回復データに基づき施設全体閉鎖
後の予測解析

施設建設・操業・閉鎖時のモニタリング，
解析手順

これまでの成果

23

現中長期計画におけるこれまでの成果報告 研究開発報告書80報、査読付き論文52報

土木学会賞技術賞（平成27年度）、日本原子力学会バックエンド部会奨励賞（平成28年度）、土木学会
土木情報学論文賞（平成28年度）、日本原子力学会バックエンド部会論文賞（令和元年度）、日本応用地
質学会論文賞（令和2年度）

必須の課題 主な成果

①
地下坑道におけ
る工学的対策技

術の開発

1)地下水抑制技術の開発

プレグラウチングとポストグラウチングの併用により，高水圧環
境下での湧水抑制技術を開発し，グラウチングを実施しない場
合に対して約100分の1まで低減することができた。
グラウチング後数年でグラウト材により岩盤に変質が生じる可
能性はほとんどないことを確認した。

2)地下水管理技術の開発 現行の処理方法が現時点で適切であることを確認した。

②
物質移動モデル
化技術の開発

1)不均質な割れ目ネットワークのモ
デル化手法の開発

割れ目ネットワークモデルを用いた地下水流動解析や粒子追跡
解析を実施することで，亀裂性岩盤の不均質性や湧水可能性
を定量的に評価でき，地下施設のレイアウト設計や建設時，安
全評価に有効に活用できる見通しを得た。

2)地質環境の長期変遷に関する
解析・評価技術の開発

断層と高温流体による充填鉱物，微細割れ目の形成履歴と透
水性との関係を把握し，長期的な透水特性の変遷を例示した。

坑道埋め戻し技
術の開発

1)坑道閉鎖に伴う環境回復試験
技術の開発

今回設定した埋め戻し材の品質を満たす埋め戻しが実施でき
ることを確認した。

2)モニタリング技術の開発
施設建設・操業・閉鎖時の汎用的モニタリング，解析手順を提
示した。
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外部有識者による評価結果

24

全体として概ね適切に研究が遂行され、所期の目標を達成で

きたと評価します。

今後は、得られたデータや知見が地層処分研究開発全体の

枠組みの中にフィードバック・継承されるとともに、関連分野の

研究開発・人材育成に最大限有効に活用されるよう、国内外

に広く展開されることを期待します。

第3期中長期計画におけるこれまでの研究開発成果について、
大学等の外部有識者からなる「地層処分研究開発・評価委員会」お
よび「深地層の研究施設計画検討委員会」において技術的な評価を
受け、以下のような評価結果を得た。

研究成果の取りまとめ

25

超深地層研究所計画における研究開発は，令和元年度をもって終了

広域地下水流動研究についても，超深地層研究所計画における研究開発
の終了と合わせて，令和元年度をもって終了

 超深地層研究所計画の各段階および中期計画期間の成果は，報告書
およびCoolRepとして公開済み

・第1段階報告書：JAEA-Research 2007-043

・第2段階報告書： JAEA-Research 2015-026

・必須の課題報告書（第3段階報告書）： JAEA-Research 2019-012

・第1期中期計画期間（H17～H21年度）取りまとめ：JAEA-Review 2010-073

・第2期中期計画期間（H22～H26年度）取りまとめ： JAEA-Research 2015-007

・第3期中長期計画期間（H27～R3年度）取りまとめ：作成中

 地層処分事業や安全規制，人材育成に活用していただけるような内容の
報告（ホームページに掲載）を作成中

 令和3年度で埋め戻しも含めた現場作業が終了することから，超深地
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坑道埋戻し技術の開発

22

3.2 モニタリング技術の開発

3.2.1 長期モニタリング技術の開発

（研究の背景・狙い・目標・意義）

 処分事業の安全性評価にあたっては，処分施設の建
設・操業により乱された地下水環境の施設閉鎖後の状
態を推定し，評価を行う必要性。

 地下水環境の回復過程や長期的な定常化過程にかか
わる現象を理解するとともに，それらを調査・解析する
ための技術を整備。

（実施内容）

 長期的な環境条件の予測解析技術を構築するため，
施設建設前～閉鎖後のモニタリング手法及び解析技術
を開発。

（成果・地層処分事業や他分野への貢献）

 施設建設・操業・閉鎖時の汎用的モニタリング，
解析手順を提示
・2003年から約15年間，地表（観測孔6本・50区間），坑
道（観測孔20本・73区間）において水圧・水質を観測，
観測機器などの実用性の確認。

・花崗岩中に地下施設を建設した場合に起こる環境変
化の解析手法の構築。

⓪水理地質構造を踏まえ施設設計

①施設建設時の地下水湧水量・水質と周辺の
水圧低下領域の経年変化の予備解析

②解析上の水圧低下領域，坑道，地表に連続
する水理地質構造に観測点を設置

③建設時に遭遇した想定外の水理地質構造，
水圧応答が観察された観測点の観測強化

④観測データに基づき数十年スケール（操業
中）の施設建設影響の予測解析

⑤予備的な坑道閉鎖により水圧・水質回復過
程の観測

⑥水圧・水質回復データに基づき施設全体閉鎖
後の予測解析

施設建設・操業・閉鎖時のモニタリング，
解析手順

これまでの成果

23

現中長期計画におけるこれまでの成果報告 研究開発報告書80報、査読付き論文52報

土木学会賞技術賞（平成27年度）、日本原子力学会バックエンド部会奨励賞（平成28年度）、土木学会
土木情報学論文賞（平成28年度）、日本原子力学会バックエンド部会論文賞（令和元年度）、日本応用地
質学会論文賞（令和2年度）

必須の課題 主な成果

①
地下坑道におけ
る工学的対策技

術の開発

1)地下水抑制技術の開発

プレグラウチングとポストグラウチングの併用により，高水圧環
境下での湧水抑制技術を開発し，グラウチングを実施しない場
合に対して約100分の1まで低減することができた。
グラウチング後数年でグラウト材により岩盤に変質が生じる可
能性はほとんどないことを確認した。

2)地下水管理技術の開発 現行の処理方法が現時点で適切であることを確認した。

②
物質移動モデル
化技術の開発

1)不均質な割れ目ネットワークのモ
デル化手法の開発

割れ目ネットワークモデルを用いた地下水流動解析や粒子追跡
解析を実施することで，亀裂性岩盤の不均質性や湧水可能性
を定量的に評価でき，地下施設のレイアウト設計や建設時，安
全評価に有効に活用できる見通しを得た。

2)地質環境の長期変遷に関する
解析・評価技術の開発

断層と高温流体による充填鉱物，微細割れ目の形成履歴と透
水性との関係を把握し，長期的な透水特性の変遷を例示した。

坑道埋め戻し技
術の開発

1)坑道閉鎖に伴う環境回復試験
技術の開発

今回設定した埋め戻し材の品質を満たす埋め戻しが実施でき
ることを確認した。

2)モニタリング技術の開発
施設建設・操業・閉鎖時の汎用的モニタリング，解析手順を提
示した。
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研究所の活用と研究成果のアウトリーチ

26

電力中央研究所
・地下水年代調査および評価技術の開発
・物質移動特性調査および評価技術の開発

産業技術総合研究所 ・岩盤の水理・化学・生物連成現象に関わる研究

原子力環境整備促進
・資金管理センター

・地下環境モニタリング技術の適用性に関する研究
・無線計測技術の適用性に関する研究

岡山大学 ・結晶質岩を対象とした微視的構造変化が長期挙動におよぼす影響に関する研究

京都大学 ・土岐花崗岩の浸透率空間分布の詳細把握と地下水流動系との関連性に関する研究

京都大学・大林組 ・粘性流体注入に伴う周辺岩盤への影響に関する研究

静岡大学 ・大深度地球化学モニタリング技術に関わる研究

東京大学
・地下環境の形成に関わる微生物プロセスの評価技術の研究
・結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価手法に関する研究
・深部地球化学環境の形成プロセスに関わる地下微生物と岩石・地下水相互作用の評価技術の構築

大林組 ・亀裂性岩盤における透水不均質性のモデル化に関する研究

鹿島建設 ・地中レーダによる坑道周辺岩盤における水理特性評価に関する研究

清水建設 ・逆解析を用いた地下水流動のモデル化・解析に関する共同研究

清水建設ほか ・低アルカリ性瞬結吹付けコンクリートと岩盤との相互作用に関する研究

西松建設 ・地質環境変化の把握を目的とした高精度男性は計測システムの適用性に関する研究

東京測器 ・光ファイバひび割れ検知センサーの安全確保技術としての適用性に関する研究

DECOVALEX-2019 ・連成解析に関わる国際共同研究

共同研究と施設利用

27

共同研究(H27～R1)

東濃地震科学研究所
・坑内への地震計・歪計等の設置・観測
・地上モニタリング化のための通信システムの整備

京都大学 ・炭酸水注入による掘削影響領域の透水性変化計測

名古屋大学 ・ニュートリノ補足用原子核乾板の保管

施設供用(H27～R1)
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研究成果のプレス発表による理解醸成

28

プレス発表

2016：「断層運動で損傷した岩盤の自己修復機能を確認」

2016：「花崗岩の主要な構成鉱物中に物質を閉じ込める
微小空隙の存在を確認」

2016：「亀裂から出る高水圧の湧水を抑制する技術を
開発」日経コンストラクション（2017/1/13）

2017：「坑道閉鎖環境において物質の移動を抑制する
現象を解明」

2017：「光合成由来のエネルギー源に依存しない地底
生態系の解明に成功」朝日新聞（9/11）

2018：「結晶質岩（花崗岩）内の割れ目評価のための
新知見」

2019：「花崗岩内の物質移動経路に関する新知見」
電気新聞（4/18）、科学新聞（5/10）

2019：「マグマ由来の流体による微小な割れ目網が地下水
の流路に」電気新聞（11/18）、岐阜新聞（11/21）、

科学新聞（11/29）

地元で配布している
「地層研ニュース」で
研究トピックスを紹介

理解醸成・人材育成・国際協力に関する活動

29

理解醸成活動

サイエンスカフェの開催サイエンス体験イベント

人材育成

地元大学等への講師派遣

施設見学

（OECD/NEA；Crystalline Club）（韓国KINGS；Technical Training）

累計見学者数：43,305人（入坑者数：22,889人）

国際協力
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・結晶質岩を対象とした長期岩盤挙動評価手法に関する研究
・深部地球化学環境の形成プロセスに関わる地下微生物と岩石・地下水相互作用の評価技術の構築

大林組 ・亀裂性岩盤における透水不均質性のモデル化に関する研究

鹿島建設 ・地中レーダによる坑道周辺岩盤における水理特性評価に関する研究

清水建設 ・逆解析を用いた地下水流動のモデル化・解析に関する共同研究

清水建設ほか ・低アルカリ性瞬結吹付けコンクリートと岩盤との相互作用に関する研究

西松建設 ・地質環境変化の把握を目的とした高精度男性は計測システムの適用性に関する研究

東京測器 ・光ファイバひび割れ検知センサーの安全確保技術としての適用性に関する研究

DECOVALEX-2019 ・連成解析に関わる国際共同研究

共同研究と施設利用
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共同研究(H27～R1)

東濃地震科学研究所
・坑内への地震計・歪計等の設置・観測
・地上モニタリング化のための通信システムの整備

京都大学 ・炭酸水注入による掘削影響領域の透水性変化計測
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令和2年度以降の計画について

30

計画の要点

31

超深地層研究所計画における研究開発は、令和元年度をもって終了

土地賃貸借期間の終了(令和4年1月)までに坑道の埋め戻し及び地上施
設の撤去を完了するため、坑道埋め戻し等の作業を実施 (令和元年度下
期に着手)

研究所用地は、土地賃貸借期間終了時に一旦用地全体を返還した上で
改めて下記作業に必要な部分を借用予定

坑道の埋め戻し期間中は、埋め戻しに伴う地下水の回復状況を確認する
ために整備するモニタリングシステムにより、坑道埋め戻し作業中の地下水
の水圧・水質の変化を実際に観測し（地下水の環境モニタリング調査：既
存の地上観測孔も使用）、実証研究を兼ねてモニタリングシステムの有効
性を確認

坑道の埋め戻し後は、地下水の環境モニタリング調査を５年程度継続実施、
また、作業期間を通して研究開始当初から実施している環境影響調査
(河川水等の水質分析及び騒音・振動測定等)も継続実施

地下水の環境モニタリング調査終了後、地上施設の基礎コンクリート等の
撤去及び地上観測孔の埋め戻し・閉塞、用地の整地を実施して全ての作
業を完了
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埋め戻し作業の工程計画案

32

2019 (R1)
年度

2020 (R2)
年度

2021 (R3)
年度

2022 (R4)～2025 (R7)
年度

2026 (R8)
年度

2027 (R9)
年度

超深地層
研究所計画に基

づく研究

工

程

坑道埋め戻し

地上施設撤去

基礎
コンクリート等

撤去

地下水の環境
モニタリング

調査

研究所周辺の
環境影響調査

（準備工事）

モニタリングシステムの有効性確認
（実証研究）

整地

土
地
賃
貸
借
期
限
（令
和
４
年
１
月
）

＊地上観測孔を利用した坑道周辺の地下水の水圧・水質観測については、研究所設置当初から継続しています。

現状（R1年10月） 最終形状
（R10年3月末）

坑道埋め戻し
及び地上施設撤去完了
（R4年1月～環境モニタ

リング調査終了）

埋め戻し作業の方法や工程など工事の進め方

33

 瑞浪市との土地賃貸借契約に基づき、研究所用地を原状復帰する。
 埋め戻し作業には、「①坑道の埋め戻し」と「②地上施設の撤去」の２つの工程がある。

 坑道は、砂で埋め戻す。
なお、掘削工事において発生した天然のウランを含む掘削土は
埋め戻し材として深度500m水平坑道の埋め戻しに使用する。

①坑道の埋め戻し方法

 地上にある施設は、坑道の埋め戻しが終了した後に撤去する
（～令和4年1月）。なお、管理棟等一部の施設は坑道の埋め
戻し中に先行して撤去する。

 基礎コンクリート、杭（地中深さ約10m）は、地下水の環境モニタ
リング調査の終了後に撤去する（～令和9年12月頃）。

 その後、用地の整地を行い、全ての作業を完了する（～令和10
年3月）。

②地上施設の撤去方法

坑道埋め戻しのイメージ

【参考】土地賃貸借契約の取扱い
 期間終了時（令和4年1月16日）に一旦用地全体を返還する。
 地下水の環境モニタリング調査に必要な部分を改めて借用す

る予定である。
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埋め戻し進捗状況（2020.11.27現在）
・主立坑：深度300mまで完了
・換気立坑：深度275mまで完了
・深度400m水平坑道：2020.10.6完了
・深度500m水平坑道：2020.8.19完了

坑道埋め戻し作業

34

地上作業
・埋め戻し材をキブル（運搬容器）
へ投入

・キブルを地上から立坑坑底へ櫓、
巻上機設備により運搬

主立坑の埋め戻し作業
・主立坑：内径6.5m

水平坑道の埋め戻し作業
・写真の坑道規模：幅4m、高さ3.5m

坑道内作業
・振動バケット装着バックホウ
により埋め戻し、転圧

坑道内作業
・立坑坑底でバックホウにより
キャリアダンプ（埋め戻し材
運搬車両）へ積込み、運搬

キブル

キャリアダンプ

地下水の環境モニタリング調査

35
研究坑道内における環境モニタリング

調査の位置図

環境モニタリング調査を行う地上ボーリング孔の位置図
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深地層の研究施設計画に関する報告会2020

深地層の研究施設計画に関する報告会2020
資料2-2（2020.12.1）

2020年12月1日

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料・バックエンド研究開発部門

東濃地科学センター 地層科学研究部

尾上 博則

3. 超深地層研究所計画（瑞浪）

2) 研究成果トピックス
（亀裂性岩盤の水理学的な不均質性のモデル化技術）

報告の内容

1

 研究の背景・目標

 実施内容

 研究成果の概要

 研究成果の活用と今後の展望
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付録3 発表資料 「研究成果トピックス（亀裂性岩盤の水理学的な不均質性のモデル化技術）」

埋め戻し進捗状況（2020.11.27現在）
・主立坑：深度300mまで完了
・換気立坑：深度275mまで完了
・深度400m水平坑道：2020.10.6完了
・深度500m水平坑道：2020.8.19完了

坑道埋め戻し作業

34

地上作業
・埋め戻し材をキブル（運搬容器）
へ投入

・キブルを地上から立坑坑底へ櫓、
巻上機設備により運搬

主立坑の埋め戻し作業
・主立坑：内径6.5m

水平坑道の埋め戻し作業
・写真の坑道規模：幅4m、高さ3.5m

坑道内作業
・振動バケット装着バックホウ
により埋め戻し、転圧

坑道内作業
・立坑坑底でバックホウにより
キャリアダンプ（埋め戻し材
運搬車両）へ積込み、運搬

キブル

キャリアダンプ

地下水の環境モニタリング調査

35
研究坑道内における環境モニタリング

調査の位置図

環境モニタリング調査を行う地上ボーリング孔の位置図
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研究の背景・目標

2

地層処分における安全評価

3

 結晶質岩に代表される亀裂性岩盤を対象とした場合、地下水や放
射性核種の移行経路となる割れ目の地質学的特性や水理学的特
性の把握が重要

 割れ目の特性は不均質であり、直接的に全ての割れ目の情報は取
得できないため、割れ目の不均質性を確率論的に表現可能な亀裂
ネットワークモデル（Discrete Fracture Network Model；DFN
model）を用いたアプローチの適用が一般的
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 既往研究では、割れ目特性に起因した岩盤の幅広い透水性の再現が困難

 日本の岩盤を対象として、地下坑道での調査に基づくDFNモデルの構築や
モデルの信頼性確認、さらには岩盤特性の評価に至る一連の方法論の体
系化が課題

【研究目標】

 岩盤内に分布する割れ目の密度や透水性のばらつきやそれらに起因した水
圧分布などの不均質性を再現可能なDFNモデル化技術の構築

 諸外国と比較すると、日本の
結晶質岩は、割れ目の密度
が高くかつ、割れ目の透水性
のばらつきが大きい

研究目標

4

1.E-11

1.E-10

1.E-09

1.E-08

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

割
れ

目
の

透
水

量
係

数
（m

2
/
s）

割れ目の頻度（本/m）

1)M. Ishibashi et al., 2016, 2)SKB, 2008

日本
（瑞浪超深地層研究所1)）

スウェーデン
（Forsmark2)）

深度500m付近の割れ目の特徴

実施内容

5
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研究の背景・目標

2

地層処分における安全評価

3

 結晶質岩に代表される亀裂性岩盤を対象とした場合、地下水や放
射性核種の移行経路となる割れ目の地質学的特性や水理学的特
性の把握が重要

 割れ目の特性は不均質であり、直接的に全ての割れ目の情報は取
得できないため、割れ目の不均質性を確率論的に表現可能な亀裂
ネットワークモデル（Discrete Fracture Network Model；DFN
model）を用いたアプローチの適用が一般的
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中長期計画における超深地層研究所計画の研究課題

6

ポストグラウト施工
部

換気立坑
【ポストグラウト工事のイメージ】

◆大規模湧水に対するウォータータイトグラウト技術
◆地下水管理技術
【概要】

深度500mの研究坑道において、坑道への湧水量をプレ
グラウトとポストグラウトの組合せによって制御可能と
するウォータータイトグラウト施工技術を実証する。

また、地下水排水処理技術等の地下水管理技術の高度化
にも取り組む。

①地下坑道における工学的対策技術の開発

◆長期的な変遷を含めた地下深部におけるわが国固有の亀裂ネット
ワーク中の地下水流動・物質移動に関する試験及びモデル化技術

【概要】
深度500mの研究坑道において、花崗岩中の割れ目での物質の

移動現象を理解し、モデル化するための調査解析を実施する。
また、割れ目の透水性及び地下水の流動・水質の長期的変化や

地下水流動の緩慢さを明らかにするための調査を実施する。

岩盤
坑道

分析装置へ

蛍光剤などを加え
た地下水を注入

割
れ
目
中
を
移
動

【研究坑道内での物質移動試験の例】【割れ目分布モデル】

②物質移動モデル化技術の開発

【モニタリング装置】

◆坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術
◆長期モニタリング技術など
【概要】

深度500mの研究坑道において、坑道の一部を埋め戻し、
地下水を自然に冠水させることによって、地下水の水圧・
水質及び坑道周辺岩盤の化学的・力学的変化を観察し、
地質環境の回復能力等を評価すると共に、地質環境に
応じた埋め戻し技術の構築を目指す。また、長期の観測に
必要なモニタリング技術の開発も実施する。 【再冠水試験のイメージ】

③坑道埋め戻し技術の開発

研究対象領域

7

冠水坑道

瑞浪超深地層研究所 深度500m冠水坑道周辺岩盤

冠水坑道

下部割れ目低密度帯
（LSFD; Lower Sparsely Fractured Domain）
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不均質な岩盤特性の再現

8

n=382 n=37 n=345

坑道壁面における割れ目方位分布

全割れ目 湧水割れ目 それ以外の割れ目

 湧水割れ目は、全体の約10%

 湧水割れ目とそれ以外の割れ目の卓越方位は
概ね整合

 割れ目の大きさと頻度の関係から、大きな割れ
目は湧水割れ目である可能性が高い

 坑道への湧水量予測式（見掛ほか、2014）に基
づき、湧水割れ目の透水量係数は1E-9m2/s以
上と推定

Set1

Set2

Set3

Set4

割れ目のトレース長ごとの頻度

• 本研究では、湧水割れ目に着目

• 湧水割れ目とそれ以外の割れ目に区分し
たモデル化アプローチを採用

湧水割れ目の特徴

9

湧水箇所 炭酸塩鉱物と熱水性の充填鉱物

Core

BTV

割れ目周辺母岩の変質なし(12MI28号孔; 16.54mabh)
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中長期計画における超深地層研究所計画の研究課題

6

ポストグラウト施工
部

換気立坑
【ポストグラウト工事のイメージ】

◆大規模湧水に対するウォータータイトグラウト技術
◆地下水管理技術
【概要】

深度500mの研究坑道において、坑道への湧水量をプレ
グラウトとポストグラウトの組合せによって制御可能と
するウォータータイトグラウト施工技術を実証する。

また、地下水排水処理技術等の地下水管理技術の高度化
にも取り組む。

①地下坑道における工学的対策技術の開発

◆長期的な変遷を含めた地下深部におけるわが国固有の亀裂ネット
ワーク中の地下水流動・物質移動に関する試験及びモデル化技術

【概要】
深度500mの研究坑道において、花崗岩中の割れ目での物質の

移動現象を理解し、モデル化するための調査解析を実施する。
また、割れ目の透水性及び地下水の流動・水質の長期的変化や

地下水流動の緩慢さを明らかにするための調査を実施する。

岩盤
坑道

分析装置へ

蛍光剤などを加え
た地下水を注入

割
れ
目
中
を
移
動

【研究坑道内での物質移動試験の例】【割れ目分布モデル】

②物質移動モデル化技術の開発

【モニタリング装置】

◆坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術
◆長期モニタリング技術など
【概要】

深度500mの研究坑道において、坑道の一部を埋め戻し、
地下水を自然に冠水させることによって、地下水の水圧・
水質及び坑道周辺岩盤の化学的・力学的変化を観察し、
地質環境の回復能力等を評価すると共に、地質環境に
応じた埋め戻し技術の構築を目指す。また、長期の観測に
必要なモニタリング技術の開発も実施する。 【再冠水試験のイメージ】

③坑道埋め戻し技術の開発

研究対象領域

7

冠水坑道

瑞浪超深地層研究所 深度500m冠水坑道周辺岩盤

冠水坑道

下部割れ目低密度帯
（LSFD; Lower Sparsely Fractured Domain）
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割れ目からの湧水状況

10

（動画）

デジタル（Web）カメラ

不均質な水圧・水質分布の再現

11

12MI33
坑道開放 坑道再冠水 坑道開放坑道掘削
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坑道周辺で観測された水圧・水質分布は、割れ目の影響を受けて不均質に変化
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モデル化作業の流れ

12

割れ目の幾何学的パラメータの推定

割れ目の水理学的パラメータの推定

データ分析
（既存情報、原位置調査結果）

HydroDFNモデルの構築

IN

OUT

地下水流動／物質移動

割れ目2

割れ目1

割れ目の推定パラメータ

幾何学的
パラメータ

方位分布
密度分布
半径分布
割れ目幅分布

水理学的
パラメータ

透水量係数分布

作業フロー

DFNモデル

GeoDFNモデルの構築

推定パラメータの妥当性確認

割れ目のコンディショニング

水圧分布の再現性確認

割れ目パラメータの推定結果

13

卓越
方位

極方位/傾斜
[°]

Fisher 
定数

割れ目長さ
(最小長さ[m],べき指数 )

三次元密度
[m2/m3]

透水量係数

Set 1 22.9/2.2 18.5 2.0, 3.１ 0.43

0.69

割れ目の半径と透水量係数との
相関関係を仮定

Set 2 330.6/0.4 17.8 2.0, 3.4 0.13

Set 3 260.7/3.8 15.3 2.0, 4.7 0.05

Set4 30.7/59.7 12.1 2.0, 3.3 0.08

T : 透水量係数
μ : 対数平均(-11.0)
σ : 対数標準偏差(2.5)

r : 割れ目半径
C : 定数(2.0)

,

DFNモデル
1
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累
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）
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）

トレース長(m)
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推定値（それ以外）実測値（それ以外）

実測値（湧水割れ目）

データ比較
範囲

割れ目半径
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0.10
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累
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確
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推定値

実測値

推定した割れ目パラメータの妥当性確認

• 岩盤特性の不均質性を統計的に再現

• 湧水割れ目に着目したデータ分析や割れ目半径との相関
性を考慮した透水性の設定といった考え方や手法の有効
性を確認
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割れ目からの湧水状況

10

（動画）

デジタル（Web）カメラ

不均質な水圧・水質分布の再現

11
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割れ目のコンディショニング結果

14
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コンディショニング前

コンディショニング後

• 坑道掘削時の水圧分布や湧水量の再現性が向上

• 観測結果に基づく割れ目の分布位置や透水性の
コンディショニングの有効性を確認

研究成果の概要

15
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岩盤の透水性の再現

16

既往研究の推定結果
（渥美ほか、2015）

本研究の推定結果

• 既往研究では再現できなかった6桁以上に及ぶ岩盤の透水性のばらつきを再現

⇒岩盤の水理学的な不均質性のモデル化技術を高度化
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• 日本の岩盤を対象として、地下坑道
で得られる情報を用いたDFNモデル
化手法を具体的に提示

⇒亀裂性岩盤の不均質性の評価や
可視化技術として、処分事業の精
密調査段階に適用可能

亀裂性岩盤を対象としたDFNモデル化手法

17

ベースモデル
（確率論的アプローチ）

割れ目の観察データ

確率論的割れ目のパラメータ
（分布位置、透水量係数）の
コンディショニング

統合

コンディションモデル

グループB’

分類

推定したパラメータセットに基
づき、複数リアライゼーション
のモデルを構築

割れ目の分布位置、
透水量係数

グループB: 坑道と交差
する割れ目

グループA: 坑道周辺の割れ目

グループA+B’

ベストモデル

水理学的な挙動の
再現性確認

最も再現性の高いモデルを、
複数リアライゼーションから
選定
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割れ目のコンディショニング結果
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• 坑道掘削時の水圧分布や湧水量の再現性が向上

• 観測結果に基づく割れ目の分布位置や透水性の
コンディショニングの有効性を確認

研究成果の概要

15
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DFNモデル化に必要な調査とデータ

18

取得データ 概念化 モデル構築 妥当性確認 モデルの校正

割れ目の密度 (P10*1) X

割れ目の位置 X X

割れ目の密度 (P10*1) X

割れ目の走向傾斜 X X

割れ目の位置 X X

水理試験 岩盤の透水係数 X X

水圧観測 地下水圧 X X

割れ目の密度 (P20*2) X

割れ目の走向傾斜 X X

割れ目のトレース長 X

湧水割れ目の分布 X

湧水割れ目からの湧水量 X X

坑道全体の湧水量 X

割れ目の密度 (P10*1) X

割れ目の走向傾斜 X

割れ目の位置 X

坑道内の
スキャンライン

調査
割れ目評価

調査手法

*1 P10; Linear fracture density (n/m)
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調査
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BTV観察

坑道壁面
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割れ目のスケッチ

湧水量計測

• 割れ目分布の概念化からモデル構築や妥当性確認、モデルの校正といった一連の
モデル化作業に必要なデータとその調査手法を整理

⇒処分事業の精密調査段階以降の調査計画立案の基礎情報として有効な知見

成果の公開・発信

19

【Task Cの参加国】
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SNL (U.S.)

TUL (Czech)

https://decovalex.org/

 DECOVALEX：高レベル放射性廃棄物の地層処分に関わる熱­水­力学­化学
（T-H-M-C）変化が関連する現象の連成解析技術の開発、高度化および実証
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水試験を対象とした連成解析）として実施し、本研究の成果は最終報告書とし
て国内外に発信
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研究成果の活用と展望
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成果の活用事例：連成解析への適用
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• 本研究成果を用いた事例研究を通じて、COUPLYSをより汎用性の高いツールとして整備
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DFNモデル化に必要な調査とデータ
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今後の展望：広域スケールへの反映

22

• 広域スケールの地下水流動モデルに
おける、割れ目に起因した岩盤の不均
質性の反映方法の検討

資源エネルギー庁受託事業「令和2年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事
業（岩盤中地下水流動評価技術高度化開発）」で実施中

坑道スケール(数m～数百m)

不均質性の
モデル化

不均質性の
反映方法？

施設スケール(数百m～数km)

広域スケール(数km～数十km)

不均質性の
反映方法？

23
ご清聴ありがとうございました。

瑞浪超深地層研究所（岐阜県瑞浪市明世町）

主立坑（掘削深度：500.4m、内径6.5m）
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3. 超深地層研究所計画（瑞浪）
3)共同研究成果トピックス

（電力中央研究所）

2020年12月1日

（一財）電力中央研究所

上席研究員 長谷川 琢磨

深地層の研究施設計画に関する報告会2020

深地層の研究施設計画に関する報告会2020
資料2-3（2020.12.1）

研究の背景・目標

 高レベル放射性廃棄物を地層処分する際の天然バリアの性能評価においては、処分

施設周辺の地下水流動・物質移行を精度良く把握する必要がある。

 電力中央研究所では、地下水の流動を天然のトレーサーを用いて評価する地下水年

代測定技術や、岩盤中での物質の移行特性を人工のトレーサーを用いて評価するトレ

ーサー試験技術の開発を進めてきた。

 本報告では、地下水年代測定技術やトレーサー試験技術を花崗岩が分布する瑞浪超

深地層研究施設に適用し、有効性を確認する。

本研究は、経済産業省資源エネルギー庁より電力中央研究所が受託した「高レベル放

射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（岩盤中地下水移行評価確証技術開

発）」の成果の一部である。また、本研究は日本原子力研究開発機構との共同研究として

実施した。

1
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付録4 発表資料 「共同研究成果トピックス（電力中央研究所）」
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5×104〜 2×106

5×106〜 5×108

(10.72)

対象物質
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（半減期︓年）

(5730)
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(3.0x105)

(1.6x107)

(0.01)

有機14C

δ2H, δ18O
放

射
性

同
位

体
溶

存
ガ

ス
安定

同位体
氷期or間氷期

時間スケール（年）

⾼レベル放射性廃棄
物処分の安全評価で
重要となる評価時間

500〜20,000

CFCs, SF6 1〜60

Ne, Kr, Xe 涵養温度

(5730)

4He 1,000〜107

汎⽤技術 開発技術

地下水年代測定技術の適用範囲と開発状況

地下水年代測定技術

地下研究施設
付近で想定され
る滞留時間

これまでの研究では、地下研究施設周辺は、
広域地下水流動の流出域に位置し、地下水
年代が2万年程度と推定されているが、下記
の課題が残されている。

課題
 14C年代は、流出域では溶存炭酸類の濃

度が低く、前処理が上手くいかない場合
があり、分析結果にばらつきが大きい。

 4He年代は、流出域では外部フラックスの
影響が大きく、原位置生成による蓄積の
定量的な評価が難しい。

流出域では、δDとδ18Oは現降水に比べ
て低いが、涵養温度との関係が明確でな
い。

地下水年代研究

2

地下水年代測定 実施内容

瑞浪超深地層研究所の坑道レイアウト
(JAEAのHPより引用したものに加筆）

 採水地点：地下水水質観測ボーリング孔

（200, 300, 400m予備ステージおよび

300mアクセス坑道、500mアクセス南北坑道）

 分析項目
・主要溶存イオン(Ca, Mg, Na, K, Cl, HCO3

-, SO4
2-)

・微量元素 (Br, B, F, I, etc)
・安定同位体(δD, δ18O, δ13C, δ37Cl )
・放射性同位体(3H, 14C、36Cl、81Kr、129I)
・溶存ガス（He, Ne, Kr, Xe, CFCs、SF6）

地下水年代研究

注)立坑周辺の滞留時間に比べて、半減期が長いもの
（36Cl：30万年、 81Kr：23万年、129I：約1600万年）、
拡散の指標（δ37Cl）などについては、ここでは説明していない。

3
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研究施設建設による地下水の混合

地下水混合の概念図

主立坑
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4He濃度が高い（古い）
Cl：2 mg/l
Na- HCO3型

浅部地下水
δD・δ18Oは高い
(温暖期涵養)
3H、 14Cが高い（若い）
4He濃度が低い（若い）
Cl：0～2mg/l (降水)
Ca-HCO3型

深部地下水(化石海水)
δD・δ18Oは不明
3H、 14Cを含まない
4He濃度が非常に高い
Cl：1000mg/l以上
Na-Cl型
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浅部地下水
の混合

深部地下水
の混合

流出域
地下水

地下研究施設周辺の地下水は、以下に
大別される。
 浅部地下水（現降水）
 流出域地下水（氷期降水）
 深部地下水（化石海水）

主に、流出域地下水に浅部地下水が流
入して混合していると考えられる。
→δDやClから浅部地下水と深部地下水
の混合率がわかる。

浅部からの流入

地下水年代研究

4

14C年代：浅部地下水の混合を考慮
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1
4
C
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C
)

δD (‰)

14C年代は、放射壊変に伴う濃度変化に着目して滞留時間を推定する。
立坑の地下水は混合しているため、δD（浅部地下水の混合指標）で混合
を考慮し、14C年代を求めた。
混合率が 0%（流出域地下水）になる-60‰では、 5 pMC程度
混合率が100%（浅部地下水） になる-52‰では、45 pMC程度

初期値45 pMCで5 pMC
まで放射壊変で減衰した
とすると、14C年代は、
約17,000年となる。

←5 pMC

混合率 0% 25% 50%

地下水年代研究

注）前処理方法を沈殿法から
ガス化法に変更することで、
分析結果にバラツキが小さく、
再現性が高くなった（Nakata 
et al.,2016）。

5
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地下水年代測定技術の適用範囲と開発状況

地下水年代測定技術

地下研究施設
付近で想定され
る滞留時間

これまでの研究では、地下研究施設周辺は、
広域地下水流動の流出域に位置し、地下水
年代が2万年程度と推定されているが、下記
の課題が残されている。

課題
 14C年代は、流出域では溶存炭酸類の濃

度が低く、前処理が上手くいかない場合
があり、分析結果にばらつきが大きい。

 4He年代は、流出域では外部フラックスの
影響が大きく、原位置生成による蓄積の
定量的な評価が難しい。

流出域では、δDとδ18Oは現降水に比べ
て低いが、涵養温度との関係が明確でな
い。

地下水年代研究

2

地下水年代測定 実施内容

瑞浪超深地層研究所の坑道レイアウト
(JAEAのHPより引用したものに加筆）

 採水地点：地下水水質観測ボーリング孔

（200, 300, 400m予備ステージおよび

300mアクセス坑道、500mアクセス南北坑道）

 分析項目
・主要溶存イオン(Ca, Mg, Na, K, Cl, HCO3

-, SO4
2-)

・微量元素 (Br, B, F, I, etc)
・安定同位体(δD, δ18O, δ13C, δ37Cl )
・放射性同位体(3H, 14C、36Cl、81Kr、129I)
・溶存ガス（He, Ne, Kr, Xe, CFCs、SF6）

地下水年代研究

注)立坑周辺の滞留時間に比べて、半減期が長いもの
（36Cl：30万年、 81Kr：23万年、129I：約1600万年）、
拡散の指標（δ37Cl）などについては、ここでは説明していない。

3
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4He年代：フラックスの混合影響
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 MIU-3   深度300 mボーリング横坑
 MIU-4   深度400 m予備ステージ
 DH-12   深度500 m 研究アクセス北坑道奥

    深度500 m 研究アクセス南坑道奥
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w
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4He年代では、4Heの蓄積量を蓄積速度で割ることで年代を求める。
蓄積には、原位置生成とフラックス（外部流入）の2つがある。
立坑ではフラックスの影響があるため、差し引いて4He年代を求めた。

フラックスは、3Heの含有
量が大きい。フラックスの寄
与を差し引くと(3Heが0にな
るところ) 、原位置生成分
（切片）が残る。

原位置生成分：
3.6×10-6 ccSTP/gw

原位置生成速度：
2×10-10 ccSTP/gwy

4He年代は、
1.8万年程度

原位置生成
による蓄積

地下水年代研究

6

希ガス温度計（涵養温度の推定）
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地下水

 DH-9
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 DH-12
 立坑内
 End Member (想定値)

δ
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)

希ガス温度 (℃)

浅部
地下水

流出域の地下水は、氷期（1.5万年以上前）に涵養したと考えられるため、
希ガス濃度(Xe, Kr, Ar, Ne)から涵養温度を推定した（溶解度の温度存性を利用）。

混合が少ないと考えられる地下
水を利用して涵養温度を推定した。
水素・酸素同位体比と涵養温度

は相関があるように見える。
流出域の地下水(δ18O =-

9‰)は、6℃程度の涵養温度に
なる。
このため、氷期に涵養した地下

水と推定される。

注）瑞浪の年平均気温は約15℃、
氷期の気温は、現在よりも
8～9℃低いと推定されている
(佐々木ほか、2006)。

地下水年代研究

7
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地下水年代測定 まとめ

瑞浪層群
上部割れ目帯

涵養域：数千年
（DH-3、DH-9、DH-13）

流出域：
2万年程度

DH-9

MIU-3

DH-12

DH-9
12.9±2.7℃

DH-12
7.6±1.6℃

MIU-3
12.4℃

研究所
8.2±2.6℃

中間域：1万年程度
（MIU-2～4）

地下水流動と地下水年代の概念図

瑞浪超深地層研究所の研究坑道内に掘削されたボーリング孔から地下水
を採取し、14C、4He、希ガス温度計などによる地下水年代測定を実施した。
この結果、2万年程度の滞留時間を複数の方法で整合的に説明することが

できた。これらの方法は、花崗岩での地下水流動評価の有効な指標になると
考えられる。

地下水年代研究

8

原位置トレーサー試験技術

瑞浪超深地層研究所の坑道レイアウト
(JAEAのHPより引用したものに加筆）

結晶質岩に対する原位置トレーサー試験研究は、
スウェーデンSKBやスイスNagraにより地下研究施
設で実施されてきた。

電力中央研究所では、欧米に比べ割れ目密度の
高い我が国の岩盤に対応可能なトレーサー試験装
置や、試験結果から物質移行パラメータを推定す
る評価手法の開発を進めてきた。

上記トレーサー試験装置や評価手法の我が国の
結晶質岩盤への適用性を確認するため、深度
500m研究アクセス南坑道125m計測横坑におい
て、水理地質環境調査、トレーサー試験を実施し、
その結果を基に対象岩盤の物質移行特性の評価
を試みた。

物質移行研究
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4He年代：フラックスの混合影響
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4He年代では、4Heの蓄積量を蓄積速度で割ることで年代を求める。
蓄積には、原位置生成とフラックス（外部流入）の2つがある。
立坑ではフラックスの影響があるため、差し引いて4He年代を求めた。

フラックスは、3Heの含有
量が大きい。フラックスの寄
与を差し引くと(3Heが0にな
るところ) 、原位置生成分
（切片）が残る。

原位置生成分：
3.6×10-6 ccSTP/gw

原位置生成速度：
2×10-10 ccSTP/gwy

4He年代は、
1.8万年程度

原位置生成
による蓄積

地下水年代研究

6

希ガス温度計（涵養温度の推定）
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流出域の地下水は、氷期（1.5万年以上前）に涵養したと考えられるため、
希ガス濃度(Xe, Kr, Ar, Ne)から涵養温度を推定した（溶解度の温度存性を利用）。

混合が少ないと考えられる地下
水を利用して涵養温度を推定した。
水素・酸素同位体比と涵養温度

は相関があるように見える。
流出域の地下水(δ18O =-

9‰)は、6℃程度の涵養温度に
なる。
このため、氷期に涵養した地下

水と推定される。

注）瑞浪の年平均気温は約15℃、
氷期の気温は、現在よりも
8～9℃低いと推定されている
(佐々木ほか、2006)。
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試験装置の特長
開発したトレーサ試験装置は以下の特長を有する。

① トレーサ吐出口をパッカーに直付けすることで、投入区間のデッド
ボリュームを極限まで減らすことが可能（特許 5350136）

② トレーサーの切り替えを孔内装置に組み込むことで、トレーサの注
入濃度をほぼ矩形状に制御可能

③ 孔内装置に組み込んだセンサーにより、蛍光トレーサの濃度を孔
内で直接測定できる。

④ 無脈動ポンプにより注入・揚水流量を安定して制御できる。

孔内蛍光濃度センサー

パッカーに取り付けた吐出口

室内での注入試験
（アクリル管内でウラニンを放出）

吐出口の周囲に並べたスペーサーを
メッシュで固定して試験区間を構築

パッカー一体型トレーサ投入装置

物質移行研究

10

トレーサ試験の対象割れ目

7.6E-8

1.9E-8

坑道

コア観察、高精度BTV検層、新規孔掘削
時水圧応答計測、フローメータ検層、水
理試験結果から、3孔間で水理的に連続
する単一割れ目を選定した。

物質移行研究

深度500m研究
アクセス南坑道
125m計測横坑
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トレーサ試験結果

トレーサー
２３時間後の

回収率 %
50%回収時刻

hour

ウラニン 90.6 7.2

重水素 88.5 7.8

Rb+ 51.4 22.1

Ba2+ 27.5 38.2
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Tpeak：18 hour

物質移行研究

 試験の条件：ダイポール試験
注入孔：15MI52号孔（1.5 mL/min）
揚水孔：16MI59号孔（ 9.0 mL/min ）

 トレーサーの種類：
非収着性：ウラニン、重水素（拡散係数の違い）
収着性：Rb+、Ba2+（収着性の違い）

重水素の方が岩石マトリクス中の実効拡散係数が大きく、ウラニンよりマトリクス拡散が進む
ため、ピーク濃度が低く、破過曲線に時間遅れが見られたと考えられる。

 Rb+とBa2+の破過曲線の違いは収着性の違いによるものである。

12

非収着性トレーサーウラニンの破過曲線の評価解析
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評価結果
 割れ目の平均開口幅：0.13 mm

高解像度ボアホールTVによる15MI52 号孔の平均開
口幅0.19 mmに近い

 縦分散長：0.2 m
縦分散長は移行距離(2.6 m)の1/10 倍付近に分布
するとしたGelhar et al.(1992)の調査結果と調和的

設定条件
 縦分散長：横分散長＝10:1

 割れ目の開口率：60 %
高精度BTV の観察結果より設定
→岩石マトリクスへの拡散は割れ目面の60 %に相当す

る領域においてのみ生じる

 岩石マトリクスの間隙率：1.05%

 岩石マトリクス中の実効拡散係数：4.08×10-14m2/s
國丸他(2012)の割れ目近傍の試料の数値から設定

実測値と最も一致した計算結果との比較

物質移行研究
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収着性トレーサーRb+とBa2+の破過曲線の評価解析

割れ目開口幅と分散長にはウラニンによる推定結果を、表面吸着係数と分配係数には室内バッチ試験の
結果を用いて破過曲線の同定を試みた。ただし、表面吸着やマトリクス拡散・吸着に寄与するのは、全割れ
目面積の60%とした。

Rb+ Ba2+

 Rb+では室内バッチ試験の表面吸着係数 4.3×10-5 m、室内バッチ試験に近い分配係数 0.62 mL/gで実
測値に良く一致した。

 Ba2+では室内バッチ試験の表面吸着係数 4.7×10-4 mでは破過曲線は再現できず、表面吸着係数を約
1/2 の2.5×10-4 m にすると、分配係数を1.48 mL/g とした場合に破過曲線は実測値と良く一致した。
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トレーサー試験 まとめ

 非収着性トレーサーの重水素とウラニンで破過曲線に差異が見られ、マトリクス拡散の影

響が確認された。一方、収着性トレーサーのRb+やBa2+では収着による移行の遅れやピーク

濃度の減衰もみられた。

 非収着性トレーサーのウラニンの破過曲線から対象割れ目の開口幅と分散長を同定した。

 開口幅の同定値は、高解像度のボアホールTV カメラによる計測値と整合性がある。

 縦分散長は、移行距離の1/10程度となり、Gelhar et al．（1992）の調査結果と整
合性がある。

 収着性トレーサーのRb+の破過曲線の評価解析では、室内での収着バッチ試験で求めた表

面吸着と分配係数とほぼ同じ値で、破過曲線を再現できた。Ba2+の破過曲線の評価解析

では、室内での収着バッチ試験で求めた表面吸着と分配係数に近い値で、破過曲線を再

現できた。

 結晶質岩の物質移行速度遅延機能を支配する重要なパラメータである岩石マトリクスの分

配係数の推定精度が高まることで、天然バリア性能評価における信頼性の向上への反映

が期待される。

物質移行研究
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今後の展望

平成30年度からは日本原子力研究開発機構殿と当所とで、経産省か

ら「高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（岩盤中

地下水流動評価技術高度化開発）」を共同受託している。

 地下水年代測定については、これまでの調査結果を踏まえて、広域の

地下水モデルの妥当性の検証を行っている。この中で、地下水年代を

用いたモデルの校正やパラメータの推定誤差の評価に取り組んでいる。

 トレーサー試験については、瑞浪超深地層研究所地下において多数の

岩盤割れ目のネットワークを対象とした物質移行試験を実施し、現在

その結果に対する評価を行っている。さらに、その結果を基に広域的

な物質移行特性の評価に取り組む予定である。

16
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深地層の研究施設計画に関する報告会2020
資料3-1（2020.12.1）

2020年12月1日

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料・バックエンド研究開発部門

幌延深地層研究センター 深地層研究部

部長 岩月 輝希

深地層の研究施設計画に関する報告会2020

4. 幌延深地層研究計画

1)必須の課題成果取りまとめ報告書と令和2年度以降の計画

報告の内容

1

 幌延深地層研究計画の概要

 必須の課題成果取りまとめ報告書の概要

 研究所の活用と研究成果のアウトリーチ

 令和2年度以降の計画について

- 54 -

付録5 発表資料 「必須の課題成果取りまとめ報告書と令和2年度以降の計画」 （幌延）
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2

幌延深地層研究計画の概要

幌延深地層研究センター

幌延駅

稚内→

幌延深地層研究計画の経緯
 1998年12月：サイクル機構より北海道知事及び幌延町長に対し「幌延町に

おける深地層の研究について」申し入れ

 2000年5月：「深地層の研究の推進に関する条例」を制定（幌延町）

 2000年10月：「北海道における特定放射性廃棄物に関する条例」を可決

 2000年11月：「幌延町における深地層の研究に関する三者協定」を締結

（サイクル機構・北海道・幌延町）

 2001年4月：幌延深地層研究センター開所
 2002年7月：研究所設置地区に北進地区を選定

 2003年7月：地下研究施設用地造成工事着工

 2005年11月：地下施設建設に着手

 2012年10月：地下施設（研究坑道）深度350m調査坑道周回坑道

全域が貫通
 2014年9月：機構改革計画に基づく「地層処分技術に関する研究開発報告書」

－今後の研究課題について－の公表

 2019年8月：道及び幌延町に対し「令和2年度以降の幌延深地層研究計画

（案）」について申し入れ

 2019年9月～11月：幌延深地層研究の「確認会議」で必要性、妥当性、三者

協定との整合などを確認

 2020年4月～：「令和2年度以降の幌延深地層研究計画」に関わる研究開発 3
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深地層の研究施設計画に関する報告会2020
資料3-1（2020.12.1）

2020年12月1日

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料・バックエンド研究開発部門

幌延深地層研究センター 深地層研究部

部長 岩月 輝希

深地層の研究施設計画に関する報告会2020

4. 幌延深地層研究計画

1)必須の課題成果取りまとめ報告書と令和2年度以降の計画

報告の内容

1

 幌延深地層研究計画の概要

 必須の課題成果取りまとめ報告書の概要

 研究所の活用と研究成果のアウトリーチ

 令和2年度以降の計画について
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4

幌延深地層研究センターの地下施設
換気立坑

西立坑 東立坑

350m調査坑道

250m調査坑道

施工済み

※このイメージ図は、今後の調査研究
の結果次第で変わることがあります。

140m調査坑道

【立坑】
東立坑 ： 掘削深度 380 m
換気立坑 ： 掘削深度 380 m
西立坑 ： 掘削深度 365 m

【調査坑道】
深度140m調査坑道： 掘削長 186.1 m
深度250m調査坑道： 掘削長 190.6 m
深度350m調査坑道： 掘削長 757.1 m 

岩盤物性

初期地圧
測定

低アルカリ性
セメント材料試験

水圧・水質
モニタリング

オーバーパック腐食試験
テストピット挙動試験

水圧・水質
モニタリング

初期地圧
測定

試験坑道4
試験坑道3

試験坑道2

東立坑
西立坑

換気立坑

試験坑道5

試験坑道1

オーバーパック溶接部腐食試験
パイピング/エロージョン試験

搬送定置・
回収試験

水平坑道掘削
影響試験

立坑掘削影響試験

人工バリア性能
確認試験

物質移行試験・
水圧擾乱試験

（東立坑380m坑底）

物質移行試験

試験坑道の断面形状

幅4.0m
高さ3.3m

幅5.0m
高さ4.0m

周回坑道試験坑道4

5

幌延における研究開発の意義

 わが国を代表する岩種の一つである堆積岩（軟岩）

地殻変動に伴い発達した地質構造（断層や亀裂）

過去の海水準変動による沿岸域に特徴的な地形や高塩分地下水が分布

 地下深部は圧力が高く、酸素濃度も低く、溶存ガスや特異な微生物生態系が存在する
など、地上と大きく異なっている。

 室内試験は単純系⇔原位置試験は複雑系。室内試験は、単純な条件設定で繰り返し
実施できるが、地下深部の環境条件を全て再現することは困難。また、処分場で想定さ
れる規模（坑道スケール）で試験を実施することも難かしい。

 地下施設の設計・施工の妥当性や坑道の掘削影響などは、原位置でしか確認できない。

室内試験と地下における原位置試験の違い

幌延の地質環境特性

幌延の地下施設での研究開発により、堆積岩・塩水系地下水が分布する地下深部
の科学的知見を得られるのみでなく、地層処分事業やその規制に利用可能な基盤
技術の信頼性の向上を図ることができる。
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深地層の研究施設計画の「残された必須の課題」

6

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の中長期目標を達成する
ための計画（中長期計画） （平成27年4月1日～平成34年3月31日）

≪深地層の研究施設計画≫

幌延深地層研究計画については、実際の地質環境における人工

バリアの適用性確認、処分概念オプションの実証及び地殻変動に

対する堆積岩の緩衝能力の検証に重点的に取り組む。また、平

成31年度末までに研究終了までの工程やその後の埋め戻しにつ

いて決定する。

（平成27年度4月に公開された資料より幌延深地層研究計画関連抜粋）

（以下，令和 ２年４月１日に変更認可された計画で追記）
令和2年度以降においては、研究終了までの工程やその後の埋め戻しに
ついて定めた「令和2年度以降の幌延深地層研究計画」に基づき、実際の
地質環境における人工バリアの適用性確認、処分概念オプションの実証
及び地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証を進める。

7

必須の課題成果取りまとめ報告書の概要
https://doi.org/10.11484/jaea-research-2019-013
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350m調査坑道

250m調査坑道
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※このイメージ図は、今後の調査研究
の結果次第で変わることがあります。
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人工バリア性能
確認試験

物質移行試験・
水圧擾乱試験

（東立坑380m坑底）

物質移行試験

試験坑道の断面形状

幅4.0m
高さ3.3m

幅5.0m
高さ4.0m

周回坑道試験坑道4

5

幌延における研究開発の意義

 わが国を代表する岩種の一つである堆積岩（軟岩）

地殻変動に伴い発達した地質構造（断層や亀裂）

過去の海水準変動による沿岸域に特徴的な地形や高塩分地下水が分布

 地下深部は圧力が高く、酸素濃度も低く、溶存ガスや特異な微生物生態系が存在する
など、地上と大きく異なっている。

 室内試験は単純系⇔原位置試験は複雑系。室内試験は、単純な条件設定で繰り返し
実施できるが、地下深部の環境条件を全て再現することは困難。また、処分場で想定さ
れる規模（坑道スケール）で試験を実施することも難かしい。

 地下施設の設計・施工の妥当性や坑道の掘削影響などは、原位置でしか確認できない。

室内試験と地下における原位置試験の違い

幌延の地質環境特性

幌延の地下施設での研究開発により、堆積岩・塩水系地下水が分布する地下深部
の科学的知見を得られるのみでなく、地層処分事業やその規制に利用可能な基盤
技術の信頼性の向上を図ることができる。
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8

幌延深地層研究計画 必須の課題

地震・断層活動などの地殻変動に対する力学的・水理学的な緩衝能力を定量的に把握し、堆積岩地域
における処分場の設計を、より科学的・合理的に行うことができる技術と知見を整備する。

1)水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化

2)地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

②処分概念オプションの実証

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

平成26年度から深度350m調査坑道で実施している人工バリア性能確認試験、オーバーパック腐食試
験、物質移行試験を通して、人工バリアや周辺岩盤中での熱-水-応力-化学連成挙動や物質移行現象
を評価する技術の適用性を確認し、「精密調査の段階（後半）」に必要となる技術基盤を確立する。

1)人工バリア性能確認試験

2)オーバーパック腐食試験

3)物質移行試験

人工バリア設置環境の深度依存性を考慮し、種々の処分概念オプションの工学的実現性を実証し、多様
な地質環境条件に対して柔軟な処分場設計・施工を行うことを支援する技術オプションを提供する。

1)処分孔などの湧水対策・支保技術などの実証試験

2)人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験

3)高温度（100℃以上）などの限界的条件下での人工バリア性能確認試験

概要調査 精密調査 施設建設・
操業・閉鎖

9

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

1)人工バリア性能確認試験
【研究の背景と目標】

安全評価上の初期状態設定やオーバーパックの寿命評価に必要なニアフィールドの環境条件（THMC：
温度・水理・力学・化学）やそれらの相関に関わる評価手法の確認が必要

原位置で実規模の人工バリアの設計・製作・施工、品質管理技術を確認する。

坑道閉鎖後のニアフィールドの再冠水～飽和過程を再現し、THMC連成現象のモニタリングデータに
基づいて解析評価手法の適用性を確認する。

【成果と地層処分事業への反映】
人工バリア（竪置）の設計、製作、定置に必要な以下の技術を実証
・緩衝材、オーバーパック、埋め戻し材の設計・製作方法
・真空把持装置を用いた緩衝材ブロックの定置、品質管理手法
・転圧締固め及び埋め戻し材ブロックによる原位置施工や品質管理手法
・低アルカリ性セメント（HFSC）を用いたコンクリートプラグの設計・施工及び品質管理手法
・THM／THMC連成評価手法及びモニタリング手法

人工バリアの製作・施工

人工バリアの設計

THMCモニタリングと解析技術の確認
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10

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

2)オーバーパック腐食試験
【研究の背景と目標】

処分直後の酸化的環境でのオーバーパック腐食は、室内試験の不均一な腐食に基づき評価されている
ことから、原位置の環境条件での腐食挙動について確認が必要

原位置環境で緩衝材の再冠水～飽和の過程を再現し、オーバーパックの腐食量と不均一性のデータを
取得し、既往の腐食量評価手法の妥当性、適用性を確認する。

【成果と地層処分事業への反映】
実際の地下環境におけるオーバーパックの腐食速度の評価方法を確認
・腐食生成物の分析結果に基づく腐食状態の評価手法
・室内試験結果による腐食量評価式と原位置試験に基づく腐食速度評価手法
・原位置における腐食量モニタリング技術

模擬オーバーパックと試験模式図 試験体の取り出し環境条件計測

分析・解析

シデライト

マグネタイト

ゲーサイト

11

Cs

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

3)物質移行試験

【研究の背景と目標】

堆積岩では基質部や断層中の割れ目、坑道掘削損傷領域などが主要な核種移行経路となり得る
が、泥岩中の割れ目に関しては物質移行挙動の評価例が少ないため、原位置試験技術の整備を
含めて評価手法の整備が必要

幌延の泥岩を事例として原位置トレーサー試験手法を構築するとともに、室内試験手法と併せ
て堆積岩における物質移行特性の評価手法の高度化を図る。

【成果と地層処分事業への反映】
堆積岩における基質・割れ目部での物質移行特性とトレーサー試験技術の信頼性を向上
・ガスが溶存する地下水環境下における安定同位体、各種トレーサーを用いた物質移行試験技術
・堆積岩中の基質部・割れ目部における物質移行特性の評価技術

原位置トレーサー試験技術の確認 分析・解析 解析モデルの妥当性確認
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幌延深地層研究計画 必須の課題
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における処分場の設計を、より科学的・合理的に行うことができる技術と知見を整備する。

1)水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化

2)地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験
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1)処分孔などの湧水対策・支保技術などの実証試験

2)人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験

3)高温度（100℃以上）などの限界的条件下での人工バリア性能確認試験
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操業・閉鎖

9

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

1)人工バリア性能確認試験
【研究の背景と目標】

安全評価上の初期状態設定やオーバーパックの寿命評価に必要なニアフィールドの環境条件（THMC：
温度・水理・力学・化学）やそれらの相関に関わる評価手法の確認が必要

原位置で実規模の人工バリアの設計・製作・施工、品質管理技術を確認する。

坑道閉鎖後のニアフィールドの再冠水～飽和過程を再現し、THMC連成現象のモニタリングデータに
基づいて解析評価手法の適用性を確認する。

【成果と地層処分事業への反映】
人工バリア（竪置）の設計、製作、定置に必要な以下の技術を実証
・緩衝材、オーバーパック、埋め戻し材の設計・製作方法
・真空把持装置を用いた緩衝材ブロックの定置、品質管理手法
・転圧締固め及び埋め戻し材ブロックによる原位置施工や品質管理手法
・低アルカリ性セメント（HFSC）を用いたコンクリートプラグの設計・施工及び品質管理手法
・THM／THMC連成評価手法及びモニタリング手法

人工バリアの製作・施工

人工バリアの設計

THMCモニタリングと解析技術の確認
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12

②処分概念オプションの実証

1）湧水抑制対策・支保技術などの実証試験

【研究の背景と目標】

割れ目や地下水が多い地質環境では湧水抑制対策技術が不可欠であり、地層処分で想定される
地下深部の高水圧環境に対応した技術の整備が必要

湧水地点を事前予測するための調査方法を構築するとともに、塩水条件下で微小亀裂にも利用
可能なグラウト技術、グラウト浸透評価方法、長期岩盤変位モニタリング技術を構築する。

【成果と地層処分事業への反映】
坑道掘削時の湧水箇所の予測技術、塩水・堆積岩環境でのグラウト技術を実証
・鉱物組成などに基づく突発湧水が起こり得る箇所の事前調査技術
・塩水条件の深部地質環境において適用可能な溶液型グラウト配合
・グラウトの施工と多孔質媒体モデルを適用したグラウト浸透領域の浸透解析手法
・長期的に岩盤と支保工の安定性をモニタリングするための吹付コンクリート・鋼製支保工応力計測手法、
弾性波トモグラフィ手法

鉱物学的手法による湧水箇所
予測手法の高度化

塩水環境での溶液型グラウト
の適用性確認 グラウトが確認された割れ目位置と

解析で評価された浸透距離を比較

13

②処分概念オプションの実証

2)人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験

【研究の背景と目標】

地層処分に関する基本方針では、「安全な管理が合理的に継続される範囲内で、最終処分施設の
閉鎖までの間の廃棄物の搬出の可能性(回収可能性)を確保」とされており、人工バリア定置時に
何らかの不具合が発生した場合の廃棄体回収技術の整備が必要

原位置におけるPEMを用いた処分坑道横置き定置方式を対象とした搬送定置・回収技術、PEMと坑道
の隙間の充填方法及び回収時の除去技術を実証する。

【成果と地層処分事業への反映】
PEM（横置）の搬送・定置・回収に必要な以下の技術を実証
・処分坑道横置きPEMのエアベアリング方式を用いた搬送定置・回収技術
・原位置におけるPEMと坑道との隙間充填・除去技術（ウォータージェット、オーガ掘削）および品質
管理手法

搬送・定置装置の設計・製作
（原環センターにて実施）

狭隘部の隙間充填技術
の確認（地上）

PEM：Prefabricated Engineered Barrier System Module

原位置での模擬PEM
設置技術の確認

原位置での隙間充填・
除去技術の確認
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③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

１）水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化
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・隆起・侵食によって断層・割れ目の深度が浅化した状態を模擬するための水圧擾乱試験技術
・断層運動や隆起・侵食を考慮した断層の保守的な透水性の設定手法
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割れ目の変化時の透水性変化量の計測
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DI：岩石に実際にかかる平均的な負荷応力
を引っ張り破壊に対する強度で除した値

15

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証
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【成果と地層処分事業への反映】
有効応力分布などに基づき坑道掘削影響領域の透水性を推定する手法を構築
・掘削影響領域（EDZ）の透水性解析手法
・坑道埋め戻し後のEDZの透水性を予測するモデルの構築手法

（a）最大有効主応力 （b）最小有効主応力

掘削直後の坑道周辺の有効
応力分布、DIの見積り

坑道閉鎖後のEDZの透水性を
予測するモデルの構築へ反映

掘削損傷領域（EDZ）を
対象とした透水試験
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②処分概念オプションの実証
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狭隘部の隙間充填技術
の確認（地上）
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原位置での隙間充填・
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これまでの成果と残された課題

現中長期計画におけるこれまでの成果報告 研究開発報告書 53報、査読付き論文 46報
日本原子力学会バックエンド部会 論文賞（H27）、土木学会 論文奨励賞（H27、28）、土木学会 土木情報学論
文賞（H28）、資源・素材学会 第43回奨励賞（H29）、エルゼビア学術誌 Outstanding Reviewer賞（H29、30）、
土木学会 技術賞（H30）、Waste Management 2019 Superior Paper Award, Paper of note （R1）

必須の課題 主な成果（～令和元年度末） 残された研究課題

①
実際の地
質環境に

おける人工
バリアの適
用性確認

1)人工バリア性能確認試験
地下環境で人工バリアの施工実証。加熱時の緩衝
材挙動データ取得を取得。連成解析で現象再現

減熱時の緩衝材挙動データの取得、人
工バリアの解体と緩衝材飽和度の確認

2)オーバーパック腐食試験
地下環境でのオーバーパック腐食試験に基づき、腐
食速度推定手法の妥当性を確認

（令和元年度で研究を終了）

3)物質移行試験
堆積岩の健岩部・割れ目・断層を対象とした物質移
行試験の手法を確立

掘削影響領域、有機物、微生物に着目
した物質移行試験

②
処分概念
オプション
の実証

1)処分孔などの湧水対策・
支保技術などの実証試験

堆積岩に対して、処分孔掘削技術、湧水抑制技術、
支保技術などの有効性を確認

（令和元年度で研究を終了）

2)人工バリアの定置・品質
確認などの方法論に関す
る実証試験

処分坑道横置き定置方式について、エアベアリング
を用いた搬送定置・回収技術などの要素技術を実
証

施工方法､プラグの有無､回収方法に応
じた埋戻し材の特性把握

廃棄体の設置方法などの処分技術の概
念オプションの検討

3)高温度(100℃超)などの
限界的条件下での人工
バリア性能確認試験

100℃超の高温環境下における人工バリアの閉じ
込め機能を確認する研究に関する机上検討

緩衝材が100℃超になった状態を想定
した解析手法の開発

③
地殻変動
に対する堆
積岩の緩
衝能力の

検証

1)水圧擾乱試験などによる
緩衝能力の検証・定量化

地殻変動が小規模な割れ目の透水性に与える影
響を確認

より大きな割れ目において、地殻変動の
影響などを把握

地下水が動いていない領域を調査する
技術の実証

2)地殻変動による人工バリア
への影響･回復挙動試験

人工バリアの自己治癒能力（ひび割れの修復）を確
認する研究の机上の検討

人工バリアのひび割れに対する自己治
癒能力を解析する手法の開発

17

外部有識者による評価結果

全体として概ね適切に研究が遂行され、当期5カ年の目標を

達成できたと評価します。

今後は、技術の確立が可能な水準に達するまで、人工バリア

性能確認試験および処分概念オプションの実証に関する試験

を継続するとともに、本地下研究施設を最先端の地層処分技

術を実証するプラットフォーム（共通基盤）として国内外の関係

者に広く活用されることを期待します。

第3期中長期計画におけるこれまでの研究開発成果について、
大学等の外部有識者からなる「地層処分研究開発・評価委員会」
及び「深地層の研究施設計画検討委員会」において技術的な評価
を受け、以下のような評価結果を頂きました。
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研究所の活用と研究成果のアウトリーチ

18

19

国内外の大学・研究機関との研究協力
国内の研究機関

信州大学、室蘭工業大学、北海道大学、京都大学、東京大学、東北大学、名古屋大学
 坑道周辺岩盤に生じる掘削損傷に関する研究
 三次元レーザスキャナを用いた壁面地質観察手法の開発
 坑道掘削に伴う周辺岩盤に生じる割れ目の連結性の評価や三次元分布の可視化
 地下水中の微量元素と微小な物質（コロイド・有機物・微生物）との相互作用の評価
 地下深部に生息するメタン酸化機能を有する微生物生態系が地下水や岩石などの性質に与える影響を評

価する手法の開発 など

原子力環境整備促進・資金管理センター、電力中央研究所、産業技術総合研究所、
幌延地圏環境研究所、国立環境研究所
 地層処分実規模試験施設を利用した研究開発
 搬送定置・回収技術の実証的検討に関する研究
 人工バリアの健全性評価及び無線計測技術の適用性に関する研究開発
 地質・地下水環境特性評価に関する研究
 過去の地下水の化学的環境の推定に関する研究
 岩石・地下水中の微生物特性・化学特性の評価
 地下施設建設時の坑道掘削影響領域の調査技術の高度化 など

株式会社大林組
 マルチ光計測プローブによる岩盤挙動モニタリング

国外機関との研究協力
モンテリ・プロジェクト、Clay Club、 DECOVALEX-2015、DECOVALEX-2023
 鉄材料の腐食に関する原位置試験
 粘土の摩擦特性に関する室内試験
 連成解析技術開発 など
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これまでの成果と残された課題
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③
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検証
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地殻変動が小規模な割れ目の透水性に与える影
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影響などを把握

地下水が動いていない領域を調査する
技術の実証

2)地殻変動による人工バリア
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人工バリアの自己治癒能力（ひび割れの修復）を確
認する研究の机上の検討
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外部有識者による評価結果

全体として概ね適切に研究が遂行され、当期5カ年の目標を

達成できたと評価します。

今後は、技術の確立が可能な水準に達するまで、人工バリア

性能確認試験および処分概念オプションの実証に関する試験

を継続するとともに、本地下研究施設を最先端の地層処分技

術を実証するプラットフォーム（共通基盤）として国内外の関係

者に広く活用されることを期待します。

第3期中長期計画におけるこれまでの研究開発成果について、
大学等の外部有識者からなる「地層処分研究開発・評価委員会」
及び「深地層の研究施設計画検討委員会」において技術的な評価
を受け、以下のような評価結果を頂きました。
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20

プレス発表

2017：「湧水対策が困難な地質構造を地上から把握する
方法を開発」 日刊工業新聞（10/18）、電気新聞
（10/19）、NHK「ほっとニュース北海道」（10/24）、
NHK「ニュース北海道645」、「北海道NEWS1」（11/5）

2018：「地下深くの亀裂の連結性を地上から評価する方
法を開発」 電気新聞（5/25）、北海道新聞（6/20）

2020：「地下水から遊離したメタンガスが大気の侵入を
抑制」 電気新聞（3/30）

2020：「汎用的な装置で地下の岩石の割れ目をずらすこ
とに世界で初めて成功」 電気新聞、日刊工業新聞
（9/16）

研究成果のプレス発表による社会の理解醸成
地元幌延町の広報誌

「ほろのべの窓」に毎月、
研究トピックスを紹介
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地下施設入坑者数

施設見学による社会の理解醸成

2020年7月時点の累計の見学者数は、約11万
9千人。うち、地下施設入坑者は、約1万2千人。
見学者は、一般見学者、電力業界関係者、地域

関係、地方公共団体、地方・国会議員ほか。
見学者の感想などは、コミュニケーションシートで

集約し、質問の内容と回答をゆめ地創館に掲示。
毎年、ウェブ上に公開：「幌延深地層研究センター
ゆめ地創館を活用したリスク・コミュニケーションに
ついて」。
YouTubeで地下施設を視聴できます！（“深地層

研究の現状 幌延深地層研究センター”、“地下350mの

世界を体験！幌延深地層研究センターVRツアー”）

国会議員 0.5%
中央官庁 4%

地方公共団体 7%

地方議員 5%

電力関係

19%

地域関係

7%

一般見学

54%

報道関係 4%

地下施設入坑見学者の内訳

国会議員 中央官庁 地方公共団体 地方議員

電力関係 地域関係 一般見学 報道関係
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令和2年度以降の計画について

23

計画の要点

外部有識者の評価結果を踏まえ、実際の地質環境における人工バリアの適
用性確認、処分概念オプションの実証に関する試験及び地殻変動に対する堆
積岩の緩衝能力の検証を継続します。

これらの研究課題については、令和2年度以降、第3期及び第4期中長期目
標期間を目途に取り組みます。その上で、国内外の技術動向を踏まえて、地
層処分の技術基盤の整備の完了が確認できれば、埋め戻しを行うことを具体
的工程として示します。

本地下研究施設を、最先端の地層処分技術を実証するプラットフォーム（共通
基盤）として、国内外の関係者で広く活用します。
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令和2年度以降の研究開発
①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

 人工バリア性能確認試験
 物質移行試験

[概要]実際の地質環境において、人工バリアや周
辺岩盤中での特に減熱時における熱－水
－応力－化学連成挙動や、物質移行現象
などを計測・評価する技術の高度化を行う。

②処分概念オプションの実証

人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験
・操業・回収技術などの技術オプションの実証、閉鎖技術の実証
・坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化

高温度（100℃以上）などの限界的条件下での人工バリア性能確認試験

[概要]定置・回収技術や閉鎖技術も含めた、種々の処分概念オプションの工学的実現
性を実証し、多様な地質環境条件に対して柔軟な処分場設計を行うことを支援
する技術オプションを提供する。廃棄体設置の判断や間隔の設定に 必要となる
情報を整理する。

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化
・地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握
・地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化

地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

[概要]地震・断層活動などの地殻変動に対する堆積岩の力学的・水理学的な緩衝能力を定量的に把握するとともに、地下
水の流れが非常に遅い領域（化石海水領域）の三次元分布に係る調査・評価手法の高度化し、堆積岩地域におけ
る立地選定や処分場の設計を、より科学的・合理的に行うことができる技術と知見を整備する。

人工バリア性能確認試験
の解体調査のイメージ

人工バリア性能確認試験の概要

廃棄体定置決定や間隔設定の考え方の整理

閉鎖技術オプションの整理

25

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認
[概要]実際の地質環境において、人工バリアや周辺岩盤中での特に減熱時における熱－水
－応力－化学連成挙動や、物質移行現象などを計測・評価する技術の高度化を行う。

 人工バリア性能確認試験
 減熱試験及び解体調査による飽和度などの検証データ取得、連成モデルの適用性確認
 国際プロジェクトにおける解析コード間の比較検証、改良・高度化

人工バリア性能確認試験場
所を解体し、実際の緩衝材の
飽和度測定など、これまでの
解析結果を検証するための調
査を行う。

 物質移行試験
 掘削影響領域を含むブロックスケール（数ｍ～100規模）における遅延性能評価手法の整備
 有機物、微生物、コロイドの影響を考慮した物質移行モデル化手法の高度化

亀裂のネットワーク

人工バリア EDZ 岩盤

拡散 亀裂のネットワーク

移流・分散 移流・分散

掘削影響領域から健岩
部でのトレーサー試験に
より坑道から岩盤に至
る物質移行過程に関す
る現象を把握する。

令和2年度以降の研究開発
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②処分概念オプションの実証

[概要]定置・回収技術、閉鎖技術に関わる種々の処分概念オプションの工学的実現性を
検討し、多様な地質環境条件に対して柔軟な処分場設計を支援する技術オプション
を提示する。廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報を整理する。

人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験
 操業・回収技術などの技術オプションの実証、閉鎖技術の実証
 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化

廃棄体定置決定や間隔設定の考え方の整理閉鎖技術オプションの整理

高温度（100℃以上）などの限界的条件下での人工バリア性能確認試験

緩衝材や埋め戻し材に応じた
除去技術の技術オプションの
整理、回収容易性を考慮した
概念オプション提示、閉鎖技術
（プラグなど）の実証を行う。
先行ボーリングによる地質環境
調査、工学的対策技術を考慮
し、地下施設・人工バリアの
設計評価技術を体系化する。

スイスGrimselテストサイト
における国際プロジェクト
HotBENT試験の情報収集
を行い、確認された現象な
どについて整理する。

令和2年度以降の研究開発

ｺﾝｸﾘｰﾄ
ﾌﾟﾗｸﾞ

試験1
米国産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ
ﾌﾞﾛｯｸ/ﾍﾟﾚｯﾄ

設定温度：200℃
ｺﾝｸﾘｰﾄ支保工有

ｺﾝｸﾘｰﾄ
ﾌﾟﾗｸﾞ

試験2
米国産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ
ﾌﾞﾛｯｸ/ﾍﾟﾚｯﾄ

設定温度：175℃

試験3
米国産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ
ﾌﾞﾛｯｸ/ﾍﾟﾚｯﾄ

設定温度：175℃

試験4
ﾁｪｺ産ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ
ﾌﾞﾛｯｸ/ﾍﾟﾚｯﾄ

設定温度：175℃
FEBEX試験が行われた

試験坑道を活用

試験期間5年の区域試験期間10～15年の区域

ﾋｰﾀｰ

ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ
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③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

[概要]地震・断層活動などの地殻変動に対する堆積岩の力学的・水理学的な緩衝能力を把
握する。地下水の流れが非常に遅い領域の三次元分布の調査・評価手法の高度化を図り、
立地選定や処分場設計を、より科学的・合理的に行うことができる技術を整備する。

水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化
 地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握
 地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化

地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

？
？

水圧擾乱試験により、長期
的な断層・割れ目の透水性
を評価する手法を確認する。
物理探査、ボーリング孔を利
用した調査、解析により、地
下水の流れが非常に遅い領
域を調査・評価する技術の
高度化を図る。

緩衝材膨潤や埋め戻しに伴う
掘削影響領域（EDZ）の力学-
水理特性に基づき、坑道埋め
戻し後のEDZの透水性を予測
する手法を構築する。

令和2年度以降の研究開発
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令和2年度以降の研究開発
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令和2年度以降の研究開発
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深地層の研究施設計画に関する報告会2020

4. 幌延深地層研究計画

深地層の研究施設計画に関する報告会2020
資料3-2（2020.12.1）

2020年12月1日

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料・バックエンド研究開発部門

幌延深地層研究センター 深地層研究部

大野 宏和

2) 研究成果トピックス
（人工バリア性能確認試験に関する知見）

1

報告の内容

 研究の背景・目標

 実施内容及び研究成果の概要

１．実施内容（全体）

２．設計手法の適用性確認

３．製作・施工

４．データ計測、連成解析

 研究成果の活用と今後の課題

- 69 -

付録6 発表資料 「研究成果トピックス（人工バリア性能確認試験に関する知見）」
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研究の背景・目標

3

研究の背景・目標

 地層処分における人工バリア定置後に想定される主な現象
・ガラス固化体からの発熱、周辺岩盤からの地下水の浸潤
・地下水浸潤による緩衝材の飽和と膨潤応力の発生
・地下水浸潤によるオーバーパック（OP）の腐食
・緩衝材間隙水と鉱物との反応など

 これらの現象は相互に影響し合う複合的な連成現象となる
（THMC連成現象：熱-水-力学-化学連成現象）

周辺岩盤からの
地下水の浸潤
イオンの移動

ガラス固化体

OP

緩衝材

発熱

緩衝材の飽和
緩衝材の膨潤

OPの腐食

鉱物との反応

THMC連成現象の一例

 このようなニアフィールドの過渡期状態変遷の評価は、安全評価にお
ける初期状態設定やオーバーパックの寿命評価に必要となるニア
フィールドの環境条件の設定上重要となり、それらの連成現象の評価
手法の整備（解析ツールの整備）が必要

背景

⇒実規模、地下環境下で計測したデータを用いたTHMC連成現象の評価手法の整備
⇒人工バリアや閉鎖技術の設計手法、製作・施工性の適用性確認

人工バリア性能確認試験で確認

目標

 これまでに人工バリア等の設計要件、設計上考慮すべき特性やパラメータ、考え方などは整理されて
いるものの、深地層の研究施設で得られた地質環境データに基づく設計手法の適用性を確認するこ
とが課題
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4

実施内容及び研究成果の概要

１．実施内容（全体）

埋め戻し材（ブロック）

埋め戻し材（転圧）

コンクリートプラグ

模擬オーバーパック

緩衝材

実施内容

5

実施内容

【製作・施工】
 「第2次取りまとめ」で示した処分概念が

実際の地下環境で構築できることの実証
処分孔（模擬）の掘削方法の例示
緩衝材ブロックの定置方法の例示
埋め戻し材施工方法の例示
プラグ施工方法の例示、など

【設計】
 幌延を事例とした設計手法の提示
人工バリア（緩衝材、オーバーパック）の設計手
法の適用性の確認
閉鎖技術（埋め戻し材、力学プラグ）に関する設
計手法の適用性確認

【データ計測と連成解析】
 THMC連成現象を評価するための検証データの取得
人工バリア、埋め戻し材中に設置したセンサーによるデータ計測
計測データを用いた連成解析手法の整備
モニタリング手法の適用性確認

人工バリア性能確認試験は、第２次取りまとめに示
された軟岩系岩盤における処分孔竪置き方式を対
象として、実物大の模擬人工バリアを設置した上で、
試験坑道の一部を埋め戻し、THMC連成現象に関す
る計測データを取得する試験

計測システム

人工バリア性能確認試験イメージ図
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2

研究の背景・目標

3

研究の背景・目標

 地層処分における人工バリア定置後に想定される主な現象
・ガラス固化体からの発熱、周辺岩盤からの地下水の浸潤
・地下水浸潤による緩衝材の飽和と膨潤応力の発生
・地下水浸潤によるオーバーパック（OP）の腐食
・緩衝材間隙水と鉱物との反応など

 これらの現象は相互に影響し合う複合的な連成現象となる
（THMC連成現象：熱-水-力学-化学連成現象）

周辺岩盤からの
地下水の浸潤
イオンの移動

ガラス固化体

OP

緩衝材

発熱

緩衝材の飽和
緩衝材の膨潤

OPの腐食

鉱物との反応

THMC連成現象の一例

 このようなニアフィールドの過渡期状態変遷の評価は、安全評価にお
ける初期状態設定やオーバーパックの寿命評価に必要となるニア
フィールドの環境条件の設定上重要となり、それらの連成現象の評価
手法の整備（解析ツールの整備）が必要

背景

⇒実規模、地下環境下で計測したデータを用いたTHMC連成現象の評価手法の整備
⇒人工バリアや閉鎖技術の設計手法、製作・施工性の適用性確認

人工バリア性能確認試験で確認

目標

 これまでに人工バリア等の設計要件、設計上考慮すべき特性やパラメータ、考え方などは整理されて
いるものの、深地層の研究施設で得られた地質環境データに基づく設計手法の適用性を確認するこ
とが課題
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6

実施内容及び研究成果の概要

２．設計手法の適用性確認

• 人工バリア（緩衝材、オーバーパック）
• 閉鎖技術（埋め戻し材、力学プラグ）

設計：緩衝材の設計手法の適用性の確認

7

• これまでに構築された緩衝材の設計フローをもとに、人工バリア性能確認試験を実施する深
度350mの地質環境条件に基づいて試設計を行い、設計事例の妥当性の再検証を実施

オーバーパックなどの仕様情報を必要とせず緩衝材単独で設計可能な要件

止水性を満たす
下限密度

自己シール性を
満たす下限密度

コロイドろ過機能を
有する下限密度

施工可能な上限密度

緩衝材仮仕様の設定

オーバーバックの仕様設定

オーバーパック仕様の情報を必要とする設計要件項目

廃棄体を支持できる
下限密度

自己シール性を満たす下限密度
（OP設計に伴う隙間など）

OP腐食膨脹などの応力に対する
緩衝性（変形能）を有する密度

緩衝材仮仕様の決定
緩衝材仮仕様

の確認

OKNG

緩衝材の設計フロー図
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設計：緩衝材の設計手法の適用性の確認

8

止水性を満たす
下限密度

コロイドろ過機能
を有する下限密度

自己シール性を
満たす下限密度

施工可能な
上限密度

廃棄体を支持
できる下限密度

応力に対する緩衝性（変
形能）を有する上限密度

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0.5 1.0 1.5 2.0

緩
衝
材
厚
さ

[
m
]

有効粘土密度 [Mg/m3]

緩衝材の仮仕様の設定

⇒オーバーパックの仕様設定

緩衝材の仮仕様の決定

深度350mの地質環境条件に基づく緩衝材（ブロック方式）の試設計結果

サイト環境条件に応じて要件を満足する幅を設定する
ことで柔軟な設計が可能であることを確認

ベントナイト70% + ケイ砂30%、乾燥密度1.6 Mg/m3

設計：埋め戻し材の設計手法の適用性確認

9

埋め戻し材仕様の検討
• 地下施設の処分概念に影響を与えないように坑道を処置しておくことが必要
• 掘削ズリは材料調達のしやすさや経済性の観点から埋め戻し材として利用することが有効的
• 幌延の掘削ズリにベントナイトを混合した材料について、設計要件を満たすように埋め戻し材の試

設計を実施

埋め戻し材の設計フロー

設計要件
低透水性、自己シール性、製作・施工性、力学的安定性

試設計結果
配合：掘削ズリ(60wt%)+ベントナイト(40wt%)
施工方法：転圧締固め（坑道下部）、ブロック定置（坑道上部）
目標乾燥密度：1.2Mg/m3(転圧締固め)、1.4Mg/m3（ブロック）

埋め戻し材の具体的な設計フローを構築し、幌延の地質環境条件を一例とした試設
計を行うことにより、設計フローの適用性を確認

幌延の地質環境条件
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6

実施内容及び研究成果の概要

２．設計手法の適用性確認

• 人工バリア（緩衝材、オーバーパック）
• 閉鎖技術（埋め戻し材、力学プラグ）

設計：緩衝材の設計手法の適用性の確認

7

• これまでに構築された緩衝材の設計フローをもとに、人工バリア性能確認試験を実施する深
度350mの地質環境条件に基づいて試設計を行い、設計事例の妥当性の再検証を実施

オーバーパックなどの仕様情報を必要とせず緩衝材単独で設計可能な要件

止水性を満たす
下限密度

自己シール性を
満たす下限密度

コロイドろ過機能を
有する下限密度

施工可能な上限密度

緩衝材仮仕様の設定

オーバーバックの仕様設定

オーバーパック仕様の情報を必要とする設計要件項目

廃棄体を支持できる
下限密度

自己シール性を満たす下限密度
（OP設計に伴う隙間など）

OP腐食膨脹などの応力に対する
緩衝性（変形能）を有する密度

緩衝材仮仕様の決定
緩衝材仮仕様

の確認

OKNG

緩衝材の設計フロー図
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10

実施内容及び研究成果の概要

３．製作・施工

• 処分孔（模擬）の掘削方法の例示
• 緩衝材ブロックの定置方法の例示
• 埋め戻し材施工方法の例示
• プラグ施工方法の例示

施工：処分孔（模擬）の掘削方法の例示

11

処分孔（模擬）の掘削方法の例示
• 竪置き方式を想定した直径2.4m､深さ4.2mの大口径の処分孔を掘削するために、外掘りケーシ

ング工法と中掘りオーガー工法を同一のマシンで施工可能な専用の掘削機械（大口径掘削機）を
開発

大口径掘削機 外堀ケーシング掘削状況 中堀オーガー掘削状況

開発のコンセプト
 狭隘な地下空間において一貫施工が可能な

機械設備
 多数の処分孔掘削の連続施工が可能な高

い掘削能率と機動性
 より安全でシンプルな施工が可能

試験孔掘削概念図

ケーシング掘削 中堀（大）

中堀（小）処分孔の掘削からオーバーパック設置前の段階まで、一連の施
工を当該機械のみで適用できることを確認
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試験孔掘削の様子 （動画）

12

13

製作・施工：緩衝材ブロックの製作と定置方法の例示

①材料投入 ②圧縮成型

緩衝材ブロックの製作
• 製作は施工時の隙間を考慮し、試設計結果（膨潤時乾

燥密度1.6Mg/m3）を満たすように乾燥密度1.8Mg/m3

のブロックを製作
• 緩衝材ブロックは混合土を金型に投入し圧縮成型機械

により静的に圧縮成型

品質管理
• ブロックごとのばらつきを少なくし、設計仕様を満足するか確認するために成型前、成型時、成型後

の各々の段階における管理項目に対して管理基準を設定

成型前
含水比、メチレンブルー吸着量

成型時
材料投入量、成型圧力、圧縮保持時間

成型後
寸法、質量、外観

緩衝材の定置
• 原子力環境整備促進・資金管理センター（原環センター）によ

り開発された緩衝材定置技術である真空把持装置について
地下での適用性を確認

緩衝材の定置
（真空把持）

設定した
管理項目

原位置においても真空把持装置が適用可能であることを確認

成型品ごとのばらつきが少なく、設計仕様を満たす緩衝材ブロックが製作可能なことを確認
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10

実施内容及び研究成果の概要

３．製作・施工

• 処分孔（模擬）の掘削方法の例示
• 緩衝材ブロックの定置方法の例示
• 埋め戻し材施工方法の例示
• プラグ施工方法の例示

施工：処分孔（模擬）の掘削方法の例示

11

処分孔（模擬）の掘削方法の例示
• 竪置き方式を想定した直径2.4m､深さ4.2mの大口径の処分孔を掘削するために、外掘りケーシ

ング工法と中掘りオーガー工法を同一のマシンで施工可能な専用の掘削機械（大口径掘削機）を
開発

大口径掘削機 外堀ケーシング掘削状況 中堀オーガー掘削状況

開発のコンセプト
 狭隘な地下空間において一貫施工が可能な

機械設備
 多数の処分孔掘削の連続施工が可能な高

い掘削能率と機動性
 より安全でシンプルな施工が可能

試験孔掘削概念図

ケーシング掘削 中堀（大）

中堀（小）処分孔の掘削からオーバーパック設置前の段階まで、一連の施
工を当該機械のみで適用できることを確認
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製作・施工：埋め戻し材の製作と施工方法の例示
乾燥密度：1.4Mg/m3

乾燥密度：1.2Mg/m3

14

埋め戻し材混合土とブロックの製作
• 混合土（粒径20mm以下の掘削ズリ：ベントナイト＝60:40wt%）を製作
• 転圧締固め部は事前確認試験結果より目標乾燥密度を1.2Mg/m3に設定
• 埋め戻し材ブロックは混合土を金型に投入し圧縮成型機械により静的に圧縮成型
• 埋め戻し材ブロックは施工時の隙間や剛性を考慮し乾燥密度は1.4Mg/m3で製作

埋め戻しイメージ図

品質管理
• 埋め戻し材ブロックは緩衝材ブロックと同様、成型前、成型時、成型後の各々の段階における管

理項目に対して管理基準を設定
• 転圧締固め部は転圧時に巻き出し厚さと仕上がり厚さの測定を行い、転圧後に原位置密度測定

（砂置換法、 RI法、熱伝導率法、レベル測量）を実施

埋め戻し材の施工
• 埋め戻し材下部はハンドガイドローラーにより、設定した目

標乾燥密度をクリアするように転圧締固め施工
• 埋め戻し材上部は目標乾燥密度をクリアするように製作し

たブロックを設置

巻き出し厚さの測定 砂置換法

RI法 熱伝導率法（QTM）

ブロック定置 転圧締固め

いずれの方法においても、乾燥密度測定を実施した層において、転圧締固めの目標乾燥密度1.2 Mg/m3

以上を満たしていることを確認、RI法が比較的簡便かつ適用性の高い方法であることを確認

埋め戻し材の施工例

15

実施内容及び研究成果の概要

４．データ計測、連成解析
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16

データ計測：試験条件と計測項目

計測システム室

給水
装置

3.0m7.3m

4.2m

φ2.4m

コンクリートプラグ
(低アルカリ性セメント)

緩衝材ブロック

模擬オーバーパック
(ヒーター内蔵)

埋め戻し材ブロック埋め戻し材ブロック

埋め戻し/転圧締め固め埋め戻し/転圧締め固め

地上へ

試験条件
• 廃棄体からの発熱を模擬するために模擬

OP内部に設置したヒータにより加熱（基
本表面温度：約90℃）

• 再冠水後の地下水の浸潤を模擬するた
めに緩衝材と埋め戻し材外周部から人工
注水

• 境界条件となる加熱温度と注水流量を変
化させ、各種連成データを取得

人工バリア性能確認試験イメージ図

オーバーパック表面温度

緩衝材
埋め戻し材

注水流量

ヒーターメンテナンス

加熱開始(2015/1/15)

加熱開始(2015/1/15)

注水開始(2015/1/16)

埋め戻し材への注水停止

緩衝材への注水量増加

緩衝材への注水量増加
埋め戻し材への注水再開

17

データ計測：モニタリング手法の適用性確認

人工バリア性能確認試験
• センサーの選定に際しては国内外の事例を参考に基本的に5年以上の使用実績があるものを選

定、一部のセンサーは原位置における適用性を確認するために新規にセンサーを開発
• 原位置における無線伝送技術の適用性を確認するために、緩衝材および埋め戻し材中に無線セ

ンサーを設置（原環センターとの共同研究）
• 計測データを分析し、不良と判断される計測データを抽出

①故障やケーブルの断線等の物理的要因で不良と判断されるデータ
②センサーの仕様や特徴を考慮したうえで不良と判断されるデータ
③加熱、注水などの外的要因に対する応答を勘案して、同種のセンサー間の比較等により不良と判断される
データ

計測データ分析の結果、既存センサーについては約8割のセンサーが稼働していることを確認
新規に開発した光学式pH計や温度補償型のFDR-V（水分計）については、センサーの材質や設置方法に改
良が必要であることを確認
比抵抗トモグラフィによる水分量測定については、原位置においても概ね緩衝材中の水分量計測が可能で
あることを確認
計測データの品質向上や測定不可となった要因やその対策については、解体調査時にセンサーの詳細確認
や校正作業を実施することが必要

比抵抗トモグラフィ測線
（全体イメージ）

計測結果例

無線センサー設置状況

1.0

0.0

0.5

飽和度[-]
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製作・施工：埋め戻し材の製作と施工方法の例示
乾燥密度：1.4Mg/m3

乾燥密度：1.2Mg/m3

14

埋め戻し材混合土とブロックの製作
• 混合土（粒径20mm以下の掘削ズリ：ベントナイト＝60:40wt%）を製作
• 転圧締固め部は事前確認試験結果より目標乾燥密度を1.2Mg/m3に設定
• 埋め戻し材ブロックは混合土を金型に投入し圧縮成型機械により静的に圧縮成型
• 埋め戻し材ブロックは施工時の隙間や剛性を考慮し乾燥密度は1.4Mg/m3で製作

埋め戻しイメージ図

品質管理
• 埋め戻し材ブロックは緩衝材ブロックと同様、成型前、成型時、成型後の各々の段階における管

理項目に対して管理基準を設定
• 転圧締固め部は転圧時に巻き出し厚さと仕上がり厚さの測定を行い、転圧後に原位置密度測定

（砂置換法、 RI法、熱伝導率法、レベル測量）を実施

埋め戻し材の施工
• 埋め戻し材下部はハンドガイドローラーにより、設定した目

標乾燥密度をクリアするように転圧締固め施工
• 埋め戻し材上部は目標乾燥密度をクリアするように製作し

たブロックを設置

巻き出し厚さの測定 砂置換法

RI法 熱伝導率法（QTM）

ブロック定置 転圧締固め

いずれの方法においても、乾燥密度測定を実施した層において、転圧締固めの目標乾燥密度1.2 Mg/m3

以上を満たしていることを確認、RI法が比較的簡便かつ適用性の高い方法であることを確認

埋め戻し材の施工例

15

実施内容及び研究成果の概要

４．データ計測、連成解析
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18

データ計測：モニタリング手法の適用性確認

モニタリング機器の放射線影響
• ガラス固化体の貯蔵期間および緩衝材の飽和度の変化を考慮した解析により緩衝材中の吸収

線量を算出
• モニタリング機器で使用されている材料の耐放射線性に関する文献調査の結果をもとに、解析

により求めた吸収線量との比較からその影響を定性的に検討

吸収線量解析と耐放射線性調査の結果から、一般的なモニタリング機器の使用寿命に影響を及ぼす線量で
はないことを確認
電子部品を内蔵する機器については、信頼できるデータ取得の可否について検証するため、照射条件下で
の作動試験を行い、計測データの妥当性について評価することが必要

解析により求めた吸収線量解析モデル

19

連成解析：解析モデルと計測データとの比較

緩衝材 温度（熱電対）

緩衝材 全応力（土圧計）

緩衝材 飽和度（サイクロメータ）

• THM連成解析コードTHAMESを用いて人工バリア性能確認試験の再現解析を実施
• THMC連成解析コードCouplysを用いて、化学的な環境の変化を定量的に示す事例解析を実施
• 緩衝材中の空気の動きに着目し、気液二相流THM連成解析を実施（Code-Bright）
• 検討結果から課題の抽出を行い、連成パラメータの取得や解析コードの改良を実施

計測データと連成解析結果（THAMES）の比較

解析モデルと境界条件

埋め戻し部注水圧

模擬OP表面温度

硅砂部温度、注水圧

出力ポイント

境界条件

埋め戻し材（ブロック）

埋め戻し材（転圧）

緩衝材

THAMESの力学モデルの改良や連成パラメータの取得により再現性の向上を確認
気液二相流THM連成解析により緩衝材中の気相が水分移動だけではなく力学現象（応力や変位）にも影響を
及ぼす可能性があることを確認
連成評価手法のさらなる高度化のためには、減熱時のデータ取得、計測データとの比較検証により抽出された
課題（連成パラメータや気相の影響）の継続検討、他解析コードとの比較検証が必要

緩衝材 変位（変位計）

課題：連成パラメータの取得
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研究成果の活用と今後の課題

設計手法の適用性確認

 これまでに構築した人工バリアの設計フローに加え、新たに埋め戻し材に関する個別設計フ
ローを構築し、その適用性を確認、人工バリア等の合理化設計技術に寄与

製作・施工及び品質管理手法の適用性確認

 新たに処分孔掘削技術の開発を含め、製作・施工技術や品質管理方法の適用性を例示、精
密調査の段階（地下調査施設での調査）における安全性・合理性などを考慮した手順や工法
の選定に寄与

埋め戻し材（ブロック）

埋め戻し材（転圧）

コンクリートプラグ

模擬オーバーパック

緩衝材

21

研究成果の活用（設計・製作・施工）

人工バリア、閉鎖技術の
設計・製作・品質管理

閉鎖技術の施工
閉鎖技術の施工と品質管理

人工バリアの定置技術

処分孔掘削技術

研究成果の概要

研究成果の活用
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18

データ計測：モニタリング手法の適用性確認

モニタリング機器の放射線影響
• ガラス固化体の貯蔵期間および緩衝材の飽和度の変化を考慮した解析により緩衝材中の吸収

線量を算出
• モニタリング機器で使用されている材料の耐放射線性に関する文献調査の結果をもとに、解析

により求めた吸収線量との比較からその影響を定性的に検討

吸収線量解析と耐放射線性調査の結果から、一般的なモニタリング機器の使用寿命に影響を及ぼす線量で
はないことを確認
電子部品を内蔵する機器については、信頼できるデータ取得の可否について検証するため、照射条件下で
の作動試験を行い、計測データの妥当性について評価することが必要

解析により求めた吸収線量解析モデル

19

連成解析：解析モデルと計測データとの比較

緩衝材 温度（熱電対）

緩衝材 全応力（土圧計）

緩衝材 飽和度（サイクロメータ）

• THM連成解析コードTHAMESを用いて人工バリア性能確認試験の再現解析を実施
• THMC連成解析コードCouplysを用いて、化学的な環境の変化を定量的に示す事例解析を実施
• 緩衝材中の空気の動きに着目し、気液二相流THM連成解析を実施（Code-Bright）
• 検討結果から課題の抽出を行い、連成パラメータの取得や解析コードの改良を実施

計測データと連成解析結果（THAMES）の比較

解析モデルと境界条件

埋め戻し部注水圧

模擬OP表面温度

硅砂部温度、注水圧

出力ポイント

境界条件

埋め戻し材（ブロック）

埋め戻し材（転圧）

緩衝材

THAMESの力学モデルの改良や連成パラメータの取得により再現性の向上を確認
気液二相流THM連成解析により緩衝材中の気相が水分移動だけではなく力学現象（応力や変位）にも影響を
及ぼす可能性があることを確認
連成評価手法のさらなる高度化のためには、減熱時のデータ取得、計測データとの比較検証により抽出された
課題（連成パラメータや気相の影響）の継続検討、他解析コードとの比較検証が必要

緩衝材 変位（変位計）

課題：連成パラメータの取得
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今後の課題（データ計測・連成解析）

連成解析手法の高度化
 ガラス固化体からの発熱量の低下を模擬した原位置試験や解体調査による検証データの拡充、抽

出された課題（連成パラメータの取得、気相の影響など）の継続検討、国際プロジェクトを通じた他
解析コードとの比較検討を行うことで連成解析コードのさらなる高度化を目指す

モニタリング手法の適用性確認
 計測データの妥当性やセンサー長期耐用性等については、解体調査時に詳細を検証することで計

測データの品質向上やモニタリング手法の高度化に資する情報の整理を目指す

緩衝材

設置センサー

計測システム

連成解析手法の高度化
• 連成パラメータの取得、気相の影響を確認するための室内、原位置試験
• 国際プロジェクトによる他解析コードとの比較検討

DECOVALEX2023 （2020～2023） Task D
「Full-scale Engineered Barrier System Experiment at Horonobe URL」

減熱試験の実施

解体調査（サンプリング）
• 計測データの校正、センサーの詳細確認
• 人工バリア、埋め戻し材、岩盤、コンクリートやそれらの界面の詳細確認

ヒ
ー

タ
ー

温
度

現在

約90℃

約２3℃
（原位置）

解体調査

廃棄体からの発熱量の
低下を模擬した減熱試験

今後の課題

今後の予定

23

ご清聴ありがとうございました。

- 80 -

JAEA-Review 2021-004

- 80 -



深地層の研究施設計画に関する報告会 2020

4. 幌延深地層研究計画における
必須の課題成果取りまとめと今後の計画

3) 共同研究 成果トピックス（原環センター）

2020年12⽉1⽇
公益財団法⼈ 原⼦⼒環境整備促進・資⾦管理センター(原環センター)

地層処分⼯学技術研究開発部
部⻑ 江守 稔

深地層の研究施設計画に関する報告会2020
資料3-3（2020.12.1）

1

ご報告内容

1. はじめに（地層処分事業における⼯学技術の段階的な開発・整備）
2. ⼯学技術に関する資源エネルギー庁委託事業としての課題設定（マイルストーン）
3. 幌延深地層研究計画を踏まえた原環センターの取組の概要
4. 幌延深地層研究センターにおける原環センターの取組の成果
5. 地下研究施設を活⽤することで得られる成果と効果
6. 地層処分事業における地下研究施設の役割と期待
7. まとめ
8. おわりに

- 81 -

付録7 発表資料 「共同研究成果トピックス（原子力環境整備促進・資金管理センター）」

22

今後の課題（データ計測・連成解析）

連成解析手法の高度化
 ガラス固化体からの発熱量の低下を模擬した原位置試験や解体調査による検証データの拡充、抽

出された課題（連成パラメータの取得、気相の影響など）の継続検討、国際プロジェクトを通じた他
解析コードとの比較検討を行うことで連成解析コードのさらなる高度化を目指す

モニタリング手法の適用性確認
 計測データの妥当性やセンサー長期耐用性等については、解体調査時に詳細を検証することで計

測データの品質向上やモニタリング手法の高度化に資する情報の整理を目指す

緩衝材

設置センサー

計測システム

連成解析手法の高度化
• 連成パラメータの取得、気相の影響を確認するための室内、原位置試験
• 国際プロジェクトによる他解析コードとの比較検討

DECOVALEX2023 （2020～2023） Task D
「Full-scale Engineered Barrier System Experiment at Horonobe URL」

減熱試験の実施

解体調査（サンプリング）
• 計測データの校正、センサーの詳細確認
• 人工バリア、埋め戻し材、岩盤、コンクリートやそれらの界面の詳細確認

ヒ
ー

タ
ー

温
度

現在

約90℃

約２3℃
（原位置）

解体調査

廃棄体からの発熱量の
低下を模擬した減熱試験

今後の課題

今後の予定

23

ご清聴ありがとうございました。
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2

1. はじめに（地層処分事業における⼯学技術の段階的な開発・整備）
①⼈⼯バリア等の地下構造物の品質・性能の評価

● 【安全機能】 ⇒ 【要件】 ⇒ 【仕様】 へと展開
● ⼈⼯バリアのみならず、他の地下構成要素にも要件や仕

様を設定
⇒ 個々の構造物が、「期待する時間スケール」 において「期

待する性能」が発揮されることを評価

②建設・操業（施⼯）技術の開発
● 設計された処分場を構築（建設・操業・閉鎖）するため

の技術の開発・整備
● 候補サイトの多様な地下環境への柔軟性、仕様を満た

すための技術・装置に応じた製造・施⼯プロセス管理や品
質保証などへの留意

⇒ 多様な技術オプションを整備し、将来の実施主体による
技術選択の柔軟性を確保

段階的な処分場開発のプロセスにおいて、精緻化する
地質環境情報や安全評価との連携・相互フィードバック
を、反復的かつ段階的に進める

【図出典】 NUMO 「包括的技術報告書（レビュー版）」（2018）より

3

参考１︓処分場の段階的な開発プロセス

※左図出展︓IAEA個別安全指針SSG-23の図を編集

処分場の設計プロセス
（反復による最適化プロセス）
最適化の視点例︓1)安全性、2)効率性、3)経済性 …

閉鎖後長期の安全評価
閉鎖後長期の安全性の論証

反復
プロセス

法的要件、
安全規制要件

サイトの地質環境（SDM）

処分場の概念・設計

廃棄体特性等の境界条件

処分場概念の設定

構成要素の仕様等の設定
（安全機能割当、要件・仕様等の設定）

処分システムの成立性の確認

処分場設計
操業手順等の設定

サイトの地質環境（SDM）

段階的なセーフティケース開発の節⽬と整合させた
処分システムの反復的開発プロセス
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ステップ１︓⼈⼯バリアの仕様設定
●オーバーパック

⇒ 炭素鋼、板厚190mm（⺟材の腐⾷速度、遮へい、構造強度）
●緩衝材

⇒ ベントナイト70%/ケイ砂30%（乾燥重量⽐）、厚さ70cm、乾燥密度1.6Mg/m3（低透
⽔性、⼒学特性、製作性、など）

ステップ２︓適⽤する製造・施⼯技術の選定（⾒通し）
ステップ３︓実際の製造・施⼯に伴う品質や性能への影響の把握

●オーバーパック
⇒ 溶接部は⺟材と同等の性能を有しているか︖

●緩衝材
⇒ 初期の密度分布、膨潤挙動や密度差の解消は︖

残存するすき間の影響、湧⽔による流出の可能性は︖

4

参考２︓段階的な開発整備の具体例 ①

ステップ3-1︓実験室レベルでの試験
 個別の現象論に展開 ⇒ 試験系に落として評価
 単純化した試験環境、精緻で定量的な試験、試験点数多

ステップ3-2︓実際の地下環境での試験
 実環境での現象把握、室内試験の妥当性検証

ステップ２或いはステップ１へ
フィードバック

製造・施⼯品質の観点からみた地下構造物（⼈⼯バリア）の品質・性能の評価

ステップ１︓作業概念の検討 ⇒ 個別の要素技術の抽出
●必要となる要素技術の検討・抽出︓塩⽔噴射、スラリー吸引、塩⽔リユース・・・
●回収作業ステップの検討︓回収・搬出（オーバーパック把持・引上げ・⾛⾏）・・・
●付帯技術︓遠隔監視・遠隔操作・・・

ステップ２︓要素技術ごとの検討・開発

5

ステップ4-1︓地上での実証試験（総合動作確認）

ステップ３︓要素技術の結合、システム化
塩⽔の適⽤性確認試験 塩⽔濃度噴射⽅法の検討 ⼩規模の試験様々な条件で試⾏ 実規模⼤の試験妥当性検証

遠隔操作設備塩⽔リユース設備噴射・吸引設備

ステップ４︓技術実証

模擬坑道 模擬処分孔 緩衝材の除去試験

ステップ4-2︓地下での実証試験

建設・操業（施⼯）技術の開発 〜処分孔竪置き⽅式に対する回収技術（緩衝材除去技術）の開発例〜
参考２︓段階的な開発整備の具体例 ②
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2

1. はじめに（地層処分事業における⼯学技術の段階的な開発・整備）
①⼈⼯バリア等の地下構造物の品質・性能の評価

● 【安全機能】 ⇒ 【要件】 ⇒ 【仕様】 へと展開
● ⼈⼯バリアのみならず、他の地下構成要素にも要件や仕

様を設定
⇒ 個々の構造物が、「期待する時間スケール」 において「期

待する性能」が発揮されることを評価

②建設・操業（施⼯）技術の開発
● 設計された処分場を構築（建設・操業・閉鎖）するため

の技術の開発・整備
● 候補サイトの多様な地下環境への柔軟性、仕様を満た

すための技術・装置に応じた製造・施⼯プロセス管理や品
質保証などへの留意

⇒ 多様な技術オプションを整備し、将来の実施主体による
技術選択の柔軟性を確保

段階的な処分場開発のプロセスにおいて、精緻化する
地質環境情報や安全評価との連携・相互フィードバック
を、反復的かつ段階的に進める

【図出典】 NUMO 「包括的技術報告書（レビュー版）」（2018）より

3

参考１︓処分場の段階的な開発プロセス

※左図出展︓IAEA個別安全指針SSG-23の図を編集

処分場の設計プロセス
（反復による最適化プロセス）
最適化の視点例︓1)安全性、2)効率性、3)経済性 …

閉鎖後長期の安全評価
閉鎖後長期の安全性の論証

反復
プロセス

法的要件、
安全規制要件

サイトの地質環境（SDM）

処分場の概念・設計

廃棄体特性等の境界条件

処分場概念の設定

構成要素の仕様等の設定
（安全機能割当、要件・仕様等の設定）

処分システムの成立性の確認

処分場設計
操業手順等の設定

サイトの地質環境（SDM）

段階的なセーフティケース開発の節⽬と整合させた
処分システムの反復的開発プロセス
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2. ⼯学技術に関する資源エネルギー庁委託事業としての課題設定（マイルストーン）
○第2次取りまとめ (1999年)において地層処分の⼯学技術として以下を取りまとめ※1

● ⼈⼯バリアおよび処分施設の基本概念・設計
● ⼈⼯バリアの⻑期健全性評価
● 処分場の建設・操業・閉鎖に関する作業概要（作業内容・⼿順、⼯法・装置などの概要）

○上記を踏まえ平成17年に設置した地層処分基盤研究開発調整会議（平成30年より「地層処分研究開発調整会議」）

において、基盤研究開発に関する全体計画を取りまとめ※2

● 2000年以降の段階的な研究開発⽬標を設定（概ね5ヵ年を１フェーズとする３段階）
● 段階的な取組のなかで実際の地下環境への適⽤性確認も視野
● ⼯学技術分野に関して、３つの⼤分類の中で細⽬課題を設定して、開発⽬標や開発計画を展開（細⽬課題として「回収技術」

や「モニタリング技術」にも⾔及）
 処分場の総合的な⼯学技術
 処分場の設計・施⼯技術
 ⻑期健全性評価技術

※1︓核燃料サイクル開発機構(1999)、“わが国における⾼レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性 －地層処分研究開発第2次取りまとめ－”
※2︓資源エネルギー庁ほか(2006)、“⾼レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画”

分類 分類⽬標

フェーズ１ フェーズ２以降 フェーズ２ フェーズ３

－ (1) 処分場の総合
的な⼯学技術

実際の地質環境への適⽤を考慮
した柔軟性のある⼯学技術の体
系化

実際の地質環境への適⽤性が
確認された⼯学技術全体の体
系化

(1)⼯学技術 (2) 処分場の設
計・施⼯技術

設計・建設技術の実際の地質環
境への適⽤性確認と操業・閉鎖
技術の整備

処分場の設計・施⼯技術の実
際の地質環境への総合的な適
⽤性確認

(2)⻑期健全
性

(3) ⻑期健全性
評価技術

実際の地質環境へ適⽤可能な⻑
期健全性評価モデルの整備

実際の地質環境に対する⻑期
健全性評価モデルの総合的な
適⽤性確認

7

○資源エネルギー庁では、上記計画に沿って個別課題に関する基盤研究を委託事業として展開

原環センターでは、特に 『製造・施⼯技術オプションの整備』 および 『⼈⼯バリアの健全性評価
技術の整備』 の観点から、以下の課題に対応

●操業技術オプションの整備・技術的信頼性の向上に向けた、
製造・施⼯技術オプションの整備

搬送・定置などの施⼯関連技術（遠隔操作技術を含む）
緩衝材の製造・施⼯関連技術
オーバーパック溶接・検査技術（溶接部の⻑期健全性評価を含む）
プレハブ式⼈⼯バリアモジュール（PEM）の製作技術、など

上記に係る品質管理技術の開発
●回収技術やモニタリング技術の実証的研究、 など

※資源エネルギー庁委託事業としての具体的な研究内容や成果については、本資料の最後「おわりに」に整理している各事
業の成果報告書を参照されたい。
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3. 幌延深地層研究計画を踏まえた原環センターの取組の概要
○ ⽇本原⼦⼒研究開発機構（JAEA）と原環センターは、「放射性廃棄物の処理、処分等の研究開

発に関する協⼒協定」を2005年（平成17年）に締結
○ 原環センターはJAEAとの協⼒協定のもと、以下の整合性に留意しつつ、資源エネルギー庁委託事

業として幌延深地層研究センターで⼯学技術分野の研究開発を展開
●⽇本原⼦⼒研究開発機構（JAEA）の改⾰計画に基づく「地層処分技術に関する研究開発」報

告書（平成26年）に⽰された必須の課題（下ボックス参照）
●資源エネルギー庁委託事業として展開される⼯学技術分野の基盤研究開発

・地層処分基盤研究開発調整会議全体計画（平成25〜29年度）
・地層処分研究開発に関する全体計画（平成30〜令和4年度）

参考︓幌延深地層研究計画として⽰された必須の課題のうち、⼯学技術に関連する２つの課題
－実際の地質環境における⼈⼯バリアの適⽤性確認（⼈⼯バリア性能確認試験、オーバーパック腐⾷試験、物質移⾏試

験）
●平成 26 年度から深度 350m 調査坑道で実施している⼈⼯バリア性能確認試験、オーバーパック腐⾷試験、物質移

⾏試験を通して、実際の地質環境において、⼈⼯バリアや周辺岩盤中での熱-⽔-応⼒-化学連成挙動や物質移⾏現
象などを計測・評価する技術の適⽤性を確認し、「精密調査後半」に必要となる実証試験の技術基盤を確⽴する。

－処分概念オプションの実証（処分孔等の湧⽔対策・⽀保技術などの実証試験、⼈⼯バリアの定置・品質確認などの⽅
法論に関する実証試験、⾼温度（100℃以上）などの限界的条件下での⼈⼯バリア性能確認試験）
●⼈⼯バリア設置環境の深度依存性を考慮し、種々の処分概念オプションの⼯学的実現性を実証し、多様な地質環境条

件に対して柔軟な処分場設計を⾏うことを⽀援する技術オプションを提供する。

9

幌延深地層研究センター350m調査坑道における原環センターの取組概況

試験坑道５ 試験坑道２

⻄⽴坑

東⽴坑

換気⽴坑

幌延URL地下350m坑道レイアウト

オーバーパック溶接部の腐⾷
試験(2013~2017)

緩衝材の流出試験(2014~)

試験坑道４

⼩型伝送装置
⼈⼯バリア性能確認試験への適⽤︓７体設置 (2014~)

地下環境で回収技術の実証試験︓
横置き・PEM⽅式（2015~）

主な研究テーマ
(1) ⼈⼯バリア等の健全性評価および無線計測技術の適⽤性に関する研究
(2) 搬送定置・回収技術（操業技術）の実証的な研究

JAEAと以下の協⼒の枠組みを活⽤して研究開発を展開
●両機関で締結している協⼒協定（JAEA幌延深地層研究センターとの共同研究契約）
●資源エネルギー庁委託事業の共同受注
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2. ⼯学技術に関する資源エネルギー庁委託事業としての課題設定（マイルストーン）
○第2次取りまとめ (1999年)において地層処分の⼯学技術として以下を取りまとめ※1

● ⼈⼯バリアおよび処分施設の基本概念・設計
● ⼈⼯バリアの⻑期健全性評価
● 処分場の建設・操業・閉鎖に関する作業概要（作業内容・⼿順、⼯法・装置などの概要）

○上記を踏まえ平成17年に設置した地層処分基盤研究開発調整会議（平成30年より「地層処分研究開発調整会議」）

において、基盤研究開発に関する全体計画を取りまとめ※2

● 2000年以降の段階的な研究開発⽬標を設定（概ね5ヵ年を１フェーズとする３段階）
● 段階的な取組のなかで実際の地下環境への適⽤性確認も視野
● ⼯学技術分野に関して、３つの⼤分類の中で細⽬課題を設定して、開発⽬標や開発計画を展開（細⽬課題として「回収技術」

や「モニタリング技術」にも⾔及）
 処分場の総合的な⼯学技術
 処分場の設計・施⼯技術
 ⻑期健全性評価技術

※1︓核燃料サイクル開発機構(1999)、“わが国における⾼レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性 －地層処分研究開発第2次取りまとめ－”
※2︓資源エネルギー庁ほか(2006)、“⾼レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画”

分類 分類⽬標

フェーズ１ フェーズ２以降 フェーズ２ フェーズ３

－ (1) 処分場の総合
的な⼯学技術

実際の地質環境への適⽤を考慮
した柔軟性のある⼯学技術の体
系化

実際の地質環境への適⽤性が
確認された⼯学技術全体の体
系化

(1)⼯学技術 (2) 処分場の設
計・施⼯技術

設計・建設技術の実際の地質環
境への適⽤性確認と操業・閉鎖
技術の整備

処分場の設計・施⼯技術の実
際の地質環境への総合的な適
⽤性確認

(2)⻑期健全
性

(3) ⻑期健全性
評価技術

実際の地質環境へ適⽤可能な⻑
期健全性評価モデルの整備

実際の地質環境に対する⻑期
健全性評価モデルの総合的な
適⽤性確認

7

○資源エネルギー庁では、上記計画に沿って個別課題に関する基盤研究を委託事業として展開

原環センターでは、特に 『製造・施⼯技術オプションの整備』 および 『⼈⼯バリアの健全性評価
技術の整備』 の観点から、以下の課題に対応

●操業技術オプションの整備・技術的信頼性の向上に向けた、
製造・施⼯技術オプションの整備

搬送・定置などの施⼯関連技術（遠隔操作技術を含む）
緩衝材の製造・施⼯関連技術
オーバーパック溶接・検査技術（溶接部の⻑期健全性評価を含む）
プレハブ式⼈⼯バリアモジュール（PEM）の製作技術、など

上記に係る品質管理技術の開発
●回収技術やモニタリング技術の実証的研究、 など

※資源エネルギー庁委託事業としての具体的な研究内容や成果については、本資料の最後「おわりに」に整理している各事
業の成果報告書を参照されたい。
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4. 幌延深地層研究センターにおける原環センターの取組の成果

(1) ⼈⼯バリア等の健全性評価および無線計測技術の適⽤性に関する研究の成果
⇒ 室内試験で得られた知⾒等の妥当性の検証、実環境で実際に起こる挙動の把握

オーバーパック溶接部の腐⾷試験

得られた成果
●竪置き⽅式における緩衝材と周辺境界⾯

で、孔壁からの湧⽔環境によって流出現象
が発⽣することを確認。

●上記懸念への⼯学的対策の有効性の⾒
通しが得られつつある。

⇒ 流出防⽌の⼯学的対策の効果の確認
に向けた原位置試験を継続中

出典︓坂⽥電機Wirelessカタログ

室内︓ガラスセル
単純化した溶液（SSW、SFW）
数センチ四⽅の⼩型試験⽚
試験⽚点数・条件は多

地下︓岩盤に掘削した試験孔
孔壁からの湧⽔
実物のオーバーパックの⻑さ
試験点数１

室内︓アクリルセル
単純化した溶液（NaCl、など）
⼗数センチ程度の⼩型容器
装置底部から上への⽔の流れ
試験点数・条件は多

地下︓岩盤に掘削した試験孔
原位置地下⽔／孔壁からの湧⽔
試験点数 少

緩衝材の流出試験 無線伝送技術
試験坑道５、2015~2017 試験坑道５、2014~ 試験坑道４、2015~

得られた成果
●⼟⽊分野で利⽤されている無線伝送技

術を⾼度化(⼩型化) ⇒ 実⽤化レベル。
●JAEAで実施中に⼈⼯バリア性能確認

試験に適⽤中。

⇒ ケーブルレスでの計測を継続中

●既存の多チャンネル送信アンテナ設置例
データ送信器 直径27cm×40cm

●⼈⼯バリア内に設置のため⼩型化
直径60cm×24cm
設計電池寿命10年

得られた成果
●多重バリア（オーバーパック－緩衝材－岩

盤）を再現した環境での腐⾷現象は、室
内試験で対象とした現象で網羅されること
を把握。

●試験体の⼤きさ、埋設初期の不均⼀な環
境の影響を把握。

⇒ 室内の精緻な試験でデータ拡充

11

(2) 搬送定置・回収技術（操業技術）の実証的な研究の成果

※PEM: Prefabricated Engineered barrier system Module
（プレハブ式⼈⼯バリアモジュール）

①研究課題としての位置付け
○資源エネルギー庁委託事業としての位置付け
 回収技術の実証的整備（改定された特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本⽅針へ

の対応）
 要求された実証対象概念︓処分坑道横置き・PEM⽅式

○回収作業ステップの予備検討
⇒ 通常の操業作業⼿順（PEMの搬送・定置）の 『逆⼿順』 による回収作業を想定

○操業技術（搬送・定置）を包含した回収技術の実証的整備に向けて研究計画を策定
⇒ 処分技術の信頼性向上 廃棄体定置⼯程における施⼯品質の確認も計画

※そもそも回収技術は、通常操業時における異常時の復旧作業（PEMの定置し直しなど）
等にも利⽤される技術

○幌延深地層研究計画として⽰された必須の課題と整合
⇒ 幌延深地層研究センターを原位置技術実証の場として提案
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処分坑道横置き・PEM⽅式の回収作業ステップの検討を経て、本試験の範囲・対象技術を設定
●PEMは健全で把持することが可能⇒PEMごと回収
●坑⼝側から１つずつ、定置作業の逆⼿順で回収

充填材除去 PEM回収

PEM定置 隙間充填

PEM定置⼯程
（操業技術） PEM回収⼯程

（回収技術）

回収技術の対象となる
状態の造り込み

隙間充填部の品質
（密度）が重要となる

②技術課題の設定
1) 現時点で有望とされる２つの定置概念に対する操業技術・回収技術の実証的整備

⇒ 処分坑道横置き・PEM⽅式を対象※として適⽤技術を実証する

2) 地下環境での操業技術の実証的整備
⇒ 実際の地下環境で地層処分に係る操業・回収が実現可能であることを⽰す

3) 操業・回収技術の適⽤性評価に資するデータの取得
⇒ 現段階での歩掛りや効率、技術の選定や適⽤性の更なる向上に資する試験データを取得・整

理し、技術選択の根拠情報として整備する

※ 竪置き⽅式に対応した回収技術（緩衝材除去技術）は実規模
スケールでの地上での実証試験を平成26年度に完了済み。

13

PEM

PEMの搬送定置

PEM周辺の隙間充填

通常の操業作業⼿順

隙間充填材の除去
（機械式＋流体式）

PEM

PEMの回収・搬出

回収作業⼿順
想定した通常の操業作業⼿順と回収作業⼿順および中核技術

回
収
実
施
判
断
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4. 幌延深地層研究センターにおける原環センターの取組の成果

(1) ⼈⼯バリア等の健全性評価および無線計測技術の適⽤性に関する研究の成果
⇒ 室内試験で得られた知⾒等の妥当性の検証、実環境で実際に起こる挙動の把握

オーバーパック溶接部の腐⾷試験

得られた成果
●竪置き⽅式における緩衝材と周辺境界⾯

で、孔壁からの湧⽔環境によって流出現象
が発⽣することを確認。

●上記懸念への⼯学的対策の有効性の⾒
通しが得られつつある。

⇒ 流出防⽌の⼯学的対策の効果の確認
に向けた原位置試験を継続中

出典︓坂⽥電機Wirelessカタログ

室内︓ガラスセル
単純化した溶液（SSW、SFW）
数センチ四⽅の⼩型試験⽚
試験⽚点数・条件は多

地下︓岩盤に掘削した試験孔
孔壁からの湧⽔
実物のオーバーパックの⻑さ
試験点数１

室内︓アクリルセル
単純化した溶液（NaCl、など）
⼗数センチ程度の⼩型容器
装置底部から上への⽔の流れ
試験点数・条件は多

地下︓岩盤に掘削した試験孔
原位置地下⽔／孔壁からの湧⽔
試験点数 少

緩衝材の流出試験 無線伝送技術
試験坑道５、2015~2017 試験坑道５、2014~ 試験坑道４、2015~

得られた成果
●⼟⽊分野で利⽤されている無線伝送技

術を⾼度化(⼩型化) ⇒ 実⽤化レベル。
●JAEAで実施中に⼈⼯バリア性能確認

試験に適⽤中。

⇒ ケーブルレスでの計測を継続中

●既存の多チャンネル送信アンテナ設置例
データ送信器 直径27cm×40cm

●⼈⼯バリア内に設置のため⼩型化
直径60cm×24cm
設計電池寿命10年

得られた成果
●多重バリア（オーバーパック－緩衝材－岩

盤）を再現した環境での腐⾷現象は、室
内試験で対象とした現象で網羅されること
を把握。

●試験体の⼤きさ、埋設初期の不均⼀な環
境の影響を把握。

⇒ 室内の精緻な試験でデータ拡充

11

(2) 搬送定置・回収技術（操業技術）の実証的な研究の成果

※PEM: Prefabricated Engineered barrier system Module
（プレハブ式⼈⼯バリアモジュール）

①研究課題としての位置付け
○資源エネルギー庁委託事業としての位置付け
 回収技術の実証的整備（改定された特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本⽅針へ

の対応）
 要求された実証対象概念︓処分坑道横置き・PEM⽅式

○回収作業ステップの予備検討
⇒ 通常の操業作業⼿順（PEMの搬送・定置）の 『逆⼿順』 による回収作業を想定

○操業技術（搬送・定置）を包含した回収技術の実証的整備に向けて研究計画を策定
⇒ 処分技術の信頼性向上 廃棄体定置⼯程における施⼯品質の確認も計画

※そもそも回収技術は、通常操業時における異常時の復旧作業（PEMの定置し直しなど）
等にも利⽤される技術

○幌延深地層研究計画として⽰された必須の課題と整合
⇒ 幌延深地層研究センターを原位置技術実証の場として提案
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③地下での技術実証に向けた研究開発ステップ
〜隙間充填材の除去技術（ウォータージェット）の例〜

事前の技術検討
①粘⼟系材料除去技術の調査

⇒技術選定 ⇒ 本事業での除去対象への適⽤性検討
②充填材除去⼯程の検討

⇒装置の概念設計 ⇒ 必要な装置、技術、能⼒の整理
③中核技術の抽出

⇒ウォータージェットの選択、切削物の吸引⽅法の検討
地上での要素試験（品質や施⼯条件の確認・設定）
④要素技術開発（新規製作／汎⽤機の導⼊など）
⑤汎⽤機での要素試験（切削性の確認、ノズル形状の選択など）
⑥地下実証試験⽤装置の検討

地下での実証試験（地下実環境での技術実証）
⑦実証試験⽤装置の搬⼊・セッティング
⑧地下での実証試験の実施
⑨結果の評価（作業性や歩掛り等に関する情報の取得）

●更なる技術の⾼度化開発へのフィードバック
●実施主体による概念設計・技術選択への反映

15

④得られた成果の抜粋要約

隙間充填技術 充填材除去技術 搬送・定置／回収技術

地
上
施
設
で
の
試
験

地
下
施
設
で
の
試
験

充填条件と充填部の密度、密度のバラつきの関係
⇒地下での試験時の充填条件の設定

・地上で設定した条件での充填試験

⇒充填材、充填装置、充填プロセスで充填
部の品質を管理する技術を整備

例）スクリューコンベア⽅式の充填技術
・充填材の検討、充填技術の要素試験
・充填装置の設計・製作、地上での確認試験

・PEM搬送・定置装置の設計・製作
・重量、⾛⾏路⾯性状がエアベアリングの動作
及ぼす影響の確認試験、など

WJによる隙間充填
の除去より、PEM –
坑道間の縁切り、回
収装置の動作環境
の構築を確認

⇒除去に使⽤するノズルの選定⽅法
除去箇所に応じたWJによる除去条件の設定

スクリュー⽅式 （純ベントナイトペレット充填）
吹付け⽅式 （ベントナイト混合⼟）

PEM近傍 流体的除去（ウォータージェト）
坑道周辺 機械的除去（オーガー）

例）流体的除去（ウォータージェット︓WJ）
・充填材に対する⾼圧⽔流の効果の調査
・WJノズルの種類と除去の状況の確認
・除去装置の設計・製作、地上での確認試験

充填材重量と充填部
の体積より、所定の密
度1.37Mg/m3 を達
成したことを確認

・地上で設定した条件での除去試験

⇒回収の要であるPEMを損傷させずに充
填材を除去する技術を整備

エアベアリング⽅式の定置装置

・実打設⾯での回収・定置試験

⇒充填材除去後のコンクリート⾛⾏⾯向けの
エアベアリングの運転パラメータの設定

原位置打設コンク
リート⾯における
回収⼯程へのエア
ベアリングの適⽤
性を確認

⇒狭隘空間でも⼤重量廃棄体を搬送
定置・回収が可能な技術オプション
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動画︓幌延深地層研究センター350m調査坑道（試験坑道２）における搬送定置・回
収技術（操業技術）の実証的研究の成果

下部狭隘部 組⽴台

上部開放部

Φ4000

Φ2316
PEM

■狭い空間（下部狭隘部）

PEM

φ2600

φ2316

PEMを搬送・定置しうる最⼩断⾯

スクリューフィーダ⽅式概念図（RWMC）

PEMPEM

PEM

5000

3
8
6
0

φ2316

新第三紀堆積岩
モデル断⾯※

※NUMOセーフティケースの⼀例

幌延ＵＲＬ試験坑道２

■広い空間（上部開放部）

※既往検討の⼀例

吹付け⽅式

スクリューフィーダ⽅式

★地下研での研究ならではの⼯夫のポイントも

17

5. 地下研究施設を活⽤することで得られる成果と効果

(1) ⼯学技術の成⽴性に関する技術的根拠の整備
○段階的な⼯学技術の開発・整備プロセス

●実環境での現象理解、室内試験の妥当性検証
●実環境での操業技術の適⽤性確認

○地上での試験／地下での試験、それぞれの特徴を⽣かした試験の組み合わせ
●地上︓試験環境を把握・制御し易い⼀⽅で、完全なる地下環境の再現は困難
●地下︓全ての環境条件の把握は困難だが、環境の不確実性を含めた評価は可能

○ジェネリックな地下研究施設での試験
幌延深地層研究センターでの試験で取得した知⾒、整備した技術
⇒ 今後の更なる信頼性向上に向けて更新・改良される処分概念・設計、ならびに候補サイトの

地質環境条件に対して、柔軟な対応に資するように成果を取りまとめて提⽰することが重要
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の体積より、所定の密
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成したことを確認
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⇒回収の要であるPEMを損傷させずに充
填材を除去する技術を整備
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⇒狭隘空間でも⼤重量廃棄体を搬送
定置・回収が可能な技術オプション
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(2) 説明性の向上
○地層処分事業の技術開発状況の説明において、ファクトとして情報提供することが可能。

⇒ 細かな前提条件説明の省略、説明資料の充実、など

⽂章 ⇒ 模式図（CG） ⇒ 試験写真 ⇒ 現場写真 ⇒ 動画

机上検討やシミュレーション
Q. 本当に出来るの︖
A. 実現可能性が評価されています

（多くの課題が残されている…）

実規模スケールでの実施
Q. 本当に出来るの︖
A. 実際にやった例があります。
Q. 地下ではどうなの︖
A. （⾊々な説明を交えて）

実現可能性が評価されています。

地下での試験
Q. 本当に地下で出来るの︖
A. 実際にやった例があります。

19

6. 地層処分事業における地下研究施設の役割と期待
(1) 地下研究施設の役割

○実施主体による３段階の調査への反映（精密調査に先⽴つ事前の体系技術の整備・実証）
⇒ 実施主体による精密調査施設での限られた活動期間／限られた地下空間

精密調査施設での重要な⼯学的活動（品質管理を含む建設・操業技術の適⽤性の提⽰）
○多様な評価項⽬で合理的に進める 『設計および建設・施⼯技術の最適化』 への寄与

⇒ 柔軟かつ効果的・合理的な最適化（適切な設計・技術オプションの選択）の実施は、多様な設計オプション
および多様な建設・操業技術オプションを持つことに他ならない

精密調査に先⽴つ地下研での原位置技術実証
精密調査施設における事業化技術として最終確認、
品質・施⼯プロセス管理⼿法の適⽤性の確認など

事業で利⽤される建設・操業技術
（※規制にエンドーズされた実証済の技術）

◎地下施設における取組（地下原位置技術実証）

実施主体による取組基盤研究が主体となる取組

◎地上での要素試験や要素技術開発＋既存の汎⽤技術
汎⽤技術・要素技術開発により得られる多様な個別の設計オプションや施⼯技術オプション

◎地上での⼯学規模・実規模技術実証による有効性の確認（有望技術の絞り込み）

●要素技術から実⽤化・体系化技術へと進めるための重要な開発ステップ
●地下原位置試験を効果的なものとするための重要な開発ステップ

⼯学技術の段階的な開発
プロセスを踏まえれば（右
図）、基盤研究開発なら
びに地下研究施設に期待
される役割は重要
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7. まとめ

○ 地下研究施設を活⽤した⼯学技術の調査研究・開発は、地上施設とともに双⽅の特徴を活かし
た計画を策定、段階的な技術開発における重要なステップの⼀つであり、地層処分事業の⼯学
技術の成⽴性に対する技術的根拠の整備に⼤きく寄与する。

○地下研究施設を活⽤した試験の実施および得られた成果は、地層処分事業の⼯学技術の整備
状況を広く⼀般に伝える場⾯において、内容だけではなく地下で実現可能な技術が存在するとい
うファクトを⽰すことによって、より信頼性の⾼い説明に貢献すると考えられる。

○地下研究施設を活⽤した試験を地層処分事業に先駆けて実施し得られた成果は、精密調査段
階後半に計画される地下調査施設での原位置試験・実証試験で取り扱う課題を明確にし、ス
ムーズな精密調査施設の整備計画、試験の遂⾏に貢献すると考えられる。

★地下研究施設への期待
●地下研究施設を活⽤した地層処分事業の⼯学技術の整備は、上記のような⼤きな効果を得
ることが出来る。

●また、前述したように地層処分事業を進めるうえで重要な役割を担う。

今後も開かれた地下研究施設として、多くの技術開発の機会提供、多くの機関・技術者の交流
の場となることを期待
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8. おわりに

本報告は公益財団法⼈原⼦⼒環境整備・資⾦管理センターが、経済産業省資源エネルギー庁から
受託して実施した以下の委託事業の成果の⼀部をまとめたものです。

平成12~18年度 地層処分技術調査等 遠隔操作技術⾼度化調査
平成12~18年度 地層処分技術調査等 モニタリング機器技術⾼度化調査
平成16~18年度 地層処分技術調査等 バリア機能総合調査-⼈⼯バリア特性体系化調査-
平成19~24年度 地層処分技術調査等事業 処分システム⼯学要素技術⾼度化開発
平成20~21年度 核燃料サイクル関係推進調整等委託費 地層処分実規模設備整備事業
平成22~23年度 原⼦⼒施設⽴地推進調整委託費 地層処分実規模設備整備事業
平成23~26年度 地層処分技術調査等事業（地層処分回収技術⾼度化開発）
平成24~25年度 原⼦⼒発電設備公聴・広報等事業 地層処分実規模設備整備事業
平成25~29年度 地層処分技術調査等事業（処分システム⼯学確証技術開発）
平成26年度 原⼦⼒発電設備公聴・広報等事業 地層処分実規模設備運営等事業
平成27~28年度 地層処分技術調査等事業（⾼レベル放射性廃棄物処分関連︓可逆性・回収可能性調査・技術⾼度化開発）
平成29~31年度 ⾼レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（可逆性・回収可能性評価・技術⾼度化開発）

上記のうち、幌延深地層研究センターで実施した⼯学技術分野の研究開発成果については、年度毎
の幌延深地層研究計画に対応する調査研究成果報告書に整理しています。
（下記のURLから閲覧可能）

https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/disclosure/archive_seika.html
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(2) 説明性の向上
○地層処分事業の技術開発状況の説明において、ファクトとして情報提供することが可能。

⇒ 細かな前提条件説明の省略、説明資料の充実、など

⽂章 ⇒ 模式図（CG） ⇒ 試験写真 ⇒ 現場写真 ⇒ 動画

机上検討やシミュレーション
Q. 本当に出来るの︖
A. 実現可能性が評価されています

（多くの課題が残されている…）

実規模スケールでの実施
Q. 本当に出来るの︖
A. 実際にやった例があります。
Q. 地下ではどうなの︖
A. （⾊々な説明を交えて）

実現可能性が評価されています。

地下での試験
Q. 本当に地下で出来るの︖
A. 実際にやった例があります。
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6. 地層処分事業における地下研究施設の役割と期待
(1) 地下研究施設の役割

○実施主体による３段階の調査への反映（精密調査に先⽴つ事前の体系技術の整備・実証）
⇒ 実施主体による精密調査施設での限られた活動期間／限られた地下空間

精密調査施設での重要な⼯学的活動（品質管理を含む建設・操業技術の適⽤性の提⽰）
○多様な評価項⽬で合理的に進める 『設計および建設・施⼯技術の最適化』 への寄与

⇒ 柔軟かつ効果的・合理的な最適化（適切な設計・技術オプションの選択）の実施は、多様な設計オプション
および多様な建設・操業技術オプションを持つことに他ならない

精密調査に先⽴つ地下研での原位置技術実証
精密調査施設における事業化技術として最終確認、
品質・施⼯プロセス管理⼿法の適⽤性の確認など

事業で利⽤される建設・操業技術
（※規制にエンドーズされた実証済の技術）

◎地下施設における取組（地下原位置技術実証）

実施主体による取組基盤研究が主体となる取組

◎地上での要素試験や要素技術開発＋既存の汎⽤技術
汎⽤技術・要素技術開発により得られる多様な個別の設計オプションや施⼯技術オプション

◎地上での⼯学規模・実規模技術実証による有効性の確認（有望技術の絞り込み）

●要素技術から実⽤化・体系化技術へと進めるための重要な開発ステップ
●地下原位置試験を効果的なものとするための重要な開発ステップ

⼯学技術の段階的な開発
プロセスを踏まえれば（右
図）、基盤研究開発なら
びに地下研究施設に期待
される役割は重要
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ご清聴ありがとうございました
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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